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はじめに 
 

 

○原子力分野の人材育成についての現状認識と検討の必要性について 

 

・将来にわたる原子力の推進には、確かな知識と技術をもった原子力技術者、研究者

の育成と確保が不可欠 

・原子力先進国では、成長期を担った技術者が退職の時期を迎える一方、原子力新規

導入国は人材基盤確保のため原子力先進国からの協力への期待が高い 

・我が国は、既設プラントのリプレース時代までは、海外プラント受注を中心に国内

原子力産業の活性化、技術力の維持・向上を図ることが必要 

・グローバルな市場には、スピード感をもって柔軟に対応することが必要 

・グローバルに活躍できる人材の育成や新規導入国の人材の育成に着実かつ戦略的に

取り組むことが必要 

 

○そこで、原子力人材育成関係者協議会は、人材育成の戦略的取組について提言をまと

めた 

 

 

 平成２１年（２００９年）９月の国連気候変動首脳会合で、鳩山総理大臣は、条件付き

ながら、２０２０年までに１９９０年比で温室効果ガスを２５パーセント削減するとの目

標を掲げる等、世界的に地球温暖化防止が強く認識され、原子力を含む非化石エネルギー

の利用拡大が望まれている。また、ＢＲＩＣｓ諸国等の経済発展に伴う資源獲得競争の激

化により、エネルギー資源の安定確保の重要性が高まっている。そこで、発電時に二酸化

炭素を排出せず、エネルギー安定供給上優れた特性を持つ原子力発電が世界的に再評価さ

れ、原子力発電所の新・増設が多数計画されている。平成１９年（２００７年）の米国サ

ブプライムローン問題をきっかけとする世界的な金融危機は、原子力発電所の新・増設計

画の一部に影響を与えたものの、発展途上国を中心とする計画は着実に進められている。 

原子力は、持続的経済成長、エネルギー、環境のいわゆる３Ｅを同時達成する手段とし

て我が国の基幹エネルギーと位置づけられ、国際展開を通じて経済性、技術力等の国際競

争力を向上させ、経済成長戦略の鍵となる分野である。今後、我が国の原子力産業の国際

展開は一段と加速することが期待され、将来にわたり戦略的に、持続的に、原子力安全確

保を最優先に原子力事業を推進していくことが必要であり、確かな知識と技術をもった原

子力技術者、研究者の育成と確保が不可欠である。 

 我が国や米国、フランス等の原子力先進国においては、原子力発電の成長期を担った技

術者の退職時期を迎え、彼らの技術力を継承し発展させる次世代の人材の育成が急務であ

る。他方、ベトナムやアラブ首長国連邦等の原子力発電を新たに導入しようとする国々に

とって、原子力技術者を育成・確保することは、実績あるプラントの導入、ファイナンス、

燃料供給等とならんで欠くことのできない基本要件のひとつであり、人材基盤の確立につ

いて原子力先進国からの協力への期待が高い。 

 そのため、原子力新規導入国へのプラント輸出をにらみ、米国、フランス、韓国、ロシ

ア等は意欲的な人材育成・確保策を公表しており、原子力産業の人材育成・確保も、国際

的な競争の時代に入った。 

 我が国においては、原子力発電は運転・保守の時代に入り、原子力発電所の建設は少な

く、２０３０年頃からと想定される既設原子力発電所のリプレース時代までは、海外プラ

ント受注を中心に我が国原子力産業の活性化、技術力の維持、向上を図っていくことが必

要である。 

 そこで、我が国としては、在来型の技術力の維持・継承の観点からは一歩踏み出し、人

材の育成に戦略的に対応すること、及び、変化の早いグローバルな市場にスピード感をも
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って活躍できる人材を育成すること、並びに、原子力新規導入国の人材の育成に着実かつ

戦略的に取り組むことが期待されている。 

このため、産官学の関係者は、平成１８年度より、共通の議論の場として「原子力人材

育成関係者協議会」（以下、「協議会」。座長は、服部拓也（社）日本原子力産業協会理

事長。「原子力人材育成の在り方研究会」から引継ぎ。）を設け、日本の原子力業界にお

ける人材育成・確保について人材需給データの収集、人材育成に関するアンケート調査等

を通じて現状認識を共有するとともに、対応策を協議してきた。そのなかから、協議会は、

日本の原子力界が目指すことが必要な人材育成についての基本的目標として、原子力の魅

力の伝達、産業界のニーズに適う大学教育、基盤技術分野の若手研究者の育成等を示し、

当事者である産業界、学界、国にそれぞれ期待される具体的な取組み内容を提示し、関係

者の努力を促してきている。 

 

原子力人材育成検討の全体の流れ

原子力政策大綱
（原子力委員会、H17.10）

原子力立国計画
（エネ庁、H18.8）

原子力人材育成プログラム第１期
（経産省、文科省、H19年度～H21年度）

原子力人材育成の
あり方研究会

（H18.9～H19.3）

原子力人材育成関係者協議会
（産学官のボランタリー組織）

（事務局：原産協会 H19.9～）

産学人材育成パートナーシップ
（９分科会の１つに原子力）

（経産省、文科省、H19.10～）

（検討委託）
（検討結果）

（検討結果）

（エネ庁委託事業）

経産省、文科省、学術会議はオブザーバ

エネ庁原子力政策課
文科省研究開発局原子力計画課

経済財政改革の基本方針2007
（H19年６月閣議決定）

 
 

今後、原子力分野の人材育成について一層の実効性を追及するためには、協議会から、

実行力ある新しい機関に引き継ぎ発展させることが必要である。 

本報告書は、 近の原子力市場の急速なグローバル化を踏まえ、協議会がこれまで積み

重ねてきた議論を総括し、原子力分野の技術者、研究者の育成と確保について新たな戦略

的取組みに早急に着手し、一歩でも着実に前進させることをねらいとして提言を行うもの

である。 

本報告書の中で指摘された基盤分野の教育の弱体化や理科離れなどの課題は、どの工学

系分野においても、どの産業においても共通した悩みである。我が国の産業界と学界にお

ける技術者、研究者の育成について情報共有し、共通の課題について議論するため、「産

学人材育成パートナーシップ」（文部科学省、経済産業省の共管）の活動が行われており、

協議会は、産学人材育成パートナーシップの９分科会（化学、機械、経営・管理人材、原

子力、材料、資源、情報処理、電気・電子、バイオ）のひとつとして位置づけられている。

原子力界としては、協議会の活動を通じ、産学人材育成パートナーシップの活動に貢献す

るものである。 

 

（H19. 6

（文科省、経産省、
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 報告書の構成を簡単に紹介する。 

 

 「１．これまでの取組から抽出された課題」では、原子力発電や放射線利用の健全な発

展を目指す原子力界には、必要とする優秀な技術者、研究者が学校教育を経て供給されて

いることから、この章では、まず小中学校から大学、大学院等までの教育現場における、

原子力教育に関わる教育者、設備、カリキュラム、教材等についての課題を提示する。次

に、企業や研究所等原子力開発利用の現場における技術者、研究者の育成に関する課題を

提示する。さらに、原子力産業のグローバル化の進展に伴い、それに対応できる国際的視

野と能力をもった技術者、研究者の育成の必要性を指摘する。 

 

 「２．世界の原子力分野の人材の育成状況」では、昨今、急展開をみせはじめた米国、

フランス、韓国、ロシア、中国の意欲的、体系的、戦略的な原子力技術者、研究者育成・

確保策の一端を紹介する。日本の国、産業界、教育機関等の取組の参考に供する。 

 

 「３． 近の情勢変化を踏まえ、取組の充実が求められる重要な課題」では、昨今の原

子力発電を新規に導入しようとする国の増加、原子力産業のグローバル展開に伴い、原子

力分野の人材育成・確保も国際競争にさらされるようになった状況を解説する。また、国

内関係者、関係機関のネットワーク化により我が国全体として人材育成・確保に取組む姿

勢を示すことが必要であることを指摘する。二国間、多国間や国際機関等との連携による、

グローバルな視点に立つ人材育成の必要性も指摘する。 

 

 「４．ネットワーク化、ハブ化」では、人材育成活動のネットワーク化の必要性および

効果を示すとともに、現状のネットワーク活動と評価、および、ネットワークやハブを体

系化するための横通しのネットワークの必要性について提言する。 

 

 「５．原子力分野の人材育成の取組方針」では、原子力技術者、研究者の育成に関して、

学校教育から実社会の各段階における育成についての期待を示し、１章、３章で提示した

課題をそれぞれの教育段階に適用する。ここから、６章の人材育成、確保のための提言が

導かれる。 

 

 「６．原子力分野の技術者、研究者の育成、人材基盤の確保のための提言」では、人材

育成、確保の課題について、強化することが必要な取組、新たに必要な対応策等、それぞ

れ当事者に向けて提起するとともに、本協議会の今後の在り方についても提言する。 
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１．これまでの取組から抽出された課題 
 

 

○原子力人材育成関係者協議会は、ヒアリング・アンケート調査で抽出した課題を以下

の通り整理した 

 

・社会的基盤の段階 

  原子力に対する理解と信頼の醸成、魅力の伝達 

・初等中等教育の段階 

  エネルギー、原子力について、正確な知識の付与と志向する動機付け 

  外部からの支援活動の連携 

・高等教育の段階 

  原子力工学教育基盤の劣化への対応 

  （教授人材の高齢化、後継者（若手研究者）不足、教育･研究炉の老朽化） 

  教授人材の教育貢献の評価（標準化活動への貢献を含む） 

  体系的専門教育の提供、コースワークの充実 

  原子力工学系以外の学生への原子力基礎教育 

・実務の段階 

  継続研鑽、国際展開の時代への対応 

・国際人材 

  コミュニケーション力、ディベート力の養成 

  国際機関への派遣、国際機関の活動への貢献とキャリアパスとしての評価 

 

 

 我が国は、昭和３０年（１９５５年）に原子力基本法を定め、原子力研究、開発、利用

を国の方針として推進してきた。 

 昭和４０年代（１９６０年代後半）に入ると軽水炉の導入が開始された。当初さまざま

なトラブルを経験したが、我が国はこれらを克服するとともに、改良標準化を通じて自主

開発力の養成に努めた。この結果、ＡＢＷＲ、ＡＰＷＲの完成として結実した。開発にお

いては、団塊の世代が中心的な役割を果した。原子力発電の成長、拡大期とは、仕事がふ

んだんにあり、実務を通じて自然と技術継承が可能な時代であった。 

 その後、原子力発電が成熟化するとともに、技術者の仕事は、設計・建設から原子力発

電所の運転・保守に中心が移り、設計・建設の機会は次第に減少した。 

 世界では、昭和５４年（１９７９年）の米国スリーマイル島事故*1や昭和６１年（１９

８６年）の旧ソ連チェルノブイリ事故*2の影響もあり、世界的に原子力開発は停滞した。 

 しかし、２０００年代に入り、地球環境問題への関心の高まりにつれ、運転中に二酸化

                                                  
*1：１９７９年３月、米国ペンシルバニア州スリーマイル島原子力発電所２号機（Ｂ＆Ｗ社製加圧水型炉

９５．５万ｋＷ）で発生した炉心が大規模に損傷した事故。事故は、制御用空気系の故障に伴う給水ポン

プの停止を発端とし、不適切な運転操作により、炉心の２／３が露出、燃料の４５％が溶けたが、ほとん

どの放射性物質は炉内に留まった。事故の収束した２日後、排気塔からかなりの量の放射性物質が漏れた

との誤った報告がされ、州知事が避難勧告を出し、１０マイル圏内の約４０％の住民が避難した。周辺公

衆の受けた健康上の影響の 大のものは、放射線被ばくによる影響よりはむしろ精神的影響であった。 
*2：１９８６年４月、ソ連（現在はウクライナ共和国）のチェルノブイリ原子力発電所４号機（黒鉛減速

軽水冷却沸騰水型炉－RBMK 型１００万 kW）で発生した原子炉の暴走事故。事故は、タービン発電機

の慣性運転により主循環ポンプと給水ポンプに電源を供給する実験中に発生した。事故後、約１０日間に

わたり原子炉から放射性物質が放出され、広範囲に拡散した。放出された燃料物質は３～４％で、大半の

燃料は炉内に存在する。事故によって原子炉および原子炉建屋は破壊され、次いで高温の黒鉛の飛散によ

り火災が発生した。火災は鎮火され、引続き除染作業と原子炉部分をコンクリートで閉じ込める作業が実

施されたが、運転員と消火作業に当った消防隊員のうち、放射線被ばくによって計３１名が死亡した。発

電所の周囲３０ｋｍの住民等、１３万５千人が避難し移住させられた。 
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炭素を排出しないエネルギーとしての原子力が見直され、また、原子力発電自身の安全実

績も積み重ねられてきた結果、欧米諸国を中心とする原子力利用先進国では原子力発電へ

の回帰の動きが、また、発展途上国の中からは原子力発電を新規に導入しようとする国が

増加している。 

 我が国においては、本年３月１２日、原子力発電の推進を明記した地球温暖化対策基本

法案が閣議決定され、国会に上程された。産業界は、２０２０年までに電力供給における

非化石エネルギーの比率を５０％に高めるとの目標の下、原子力発電を強力に推進してい

くこととしている。 

 一方、我が国の原子力の成長や発展を支えてきた団塊の世代は、今、退職期を迎えてい

る。運転・保守分野の技術継承は、現在の成熟期においても可能であるが、原子力の国際

展開や我が国における更なる拡大や、将来の原子力発電所のリプレースに備え、原子力の

技術力、開発力、国際競争力を確保、維持、継承するための研究者や技術者の育成が課題

である。 

 

 原子力は、現在、グローバルな競争の渦中にあり、各国は、原子力分野でのイニシアチ

ブをとり、グローバルな競争に勝ち抜くため、原子力分野の技術者や研究者の育成に力を

入れている。 

 我が国としても、変化の早い世界の動きに対応するためには、技術者、研究者の育成に

ついてもスピード感をもって対応していく必要がある。 

 人材育成については、大学間の自由な競争を基本とする米国型と、国主導のフランス型

がある。我が国は、米国型であり、教育の実施は、各大学等の自主性に任せられている。

このため、我が国において高水準の原子力に関する教育が行われているにもかかわらず、

個々の大学において閉じており、外部から見えない状況となっている。 

 

 人材育成の検討にあたっては、初等中等教育から高等教育等の教育段階毎の役割、原子

力工学系のみならず、機械工学、電気工学、材料工学等、原子力が必要とする学問分野の

人材育成の状況、研究、開発、設計、建設、運転、保守等のさまざまな業務に従事する技

術者や研究者の人材育成のあり方等、多面的な視点からの検討が必要である。 

 すでに、原子力分野の人材育成のためには様々な取組が行われているが、ここでは、協

議会の３年間の活動において抽出された課題を中心に紹介する。 

 

（１）人材育成についての調査 

原子力分野の人材育成を検討するにあたり原子力界内外の幅広い層から人材育成につい

ての意見を参考とすべく、平成１９年１２月より平成２０年３月の間に、小学校８、中学

校５、高等学校１２、高等専門学校３、大学・大学院２９、科学館・博物館１、行政・規

制機関７、研究機関・関係機関２４、産業界６４、マスメディア３の計１５３機関につい

てヒアリングおよびアンケート調査を実施した。また、初等中等教育段階での理科教育、

エネルギー教育の状況についてのヒアリングも実施した。大学等については、原子力以外

の機械、電気、材料、化学、土木、放射線等の学科・専攻について、また、産業界につい

ては、鉄鋼メーカー、先端材料メーカー、航空、通信等の他産業の人材育成状況について

も調査を行った。 

平成２０年１０月には、経済産業省と文部科学省が共同で実施している原子力人材育成

プログラムの参加学生を対象としたアンケート調査を行ない、１６の大学・大学院及び高

等専門学校１校より、５９０件の回答を得た。 

さらに、平成２０年１０月から１２月にかけて、原子力界の実務に就いて１～２年目の

大学・大学院卒及び高専卒の研究・技術系の新人へのアンケート調査も実施した。調査は、

原子力界の代表的機関として１研究機関、３原子炉メーカー、２電力会社を対象として選

び、３８２件の回答を得た。 

 これらの調査結果から得られた原子力分野の人材育成についての重要要因を教育段階毎
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に集約し、以下に示す。 

 

 ａ．社会的基盤の段階についての取組と課題 

 （ａ）原子力に対する理解促進について 

 原子力を利用していくための前提は、第一に原子力施設の安全の確保である。原子力は、

安全確保を前提として社会から受容される。そのため、原子力が与えられた役割を将来に

わたって果していくためには、安全が確保されていることを社会に伝えていくことがまず

必要である。官民を問わず原子力関係者は多様な場で広聴・広報活動を展開しており、社

会の受容性向上のため、それらの取組を一層積極的・効果的に実施していくことが常に求

められている。 

 広聴・広報活動等における情報発信、情報提供においては、受け手の注意や関心を惹く

ことが必要であり、従来のメディアを経由する方法、国や事業者等の当事者が直接伝える

方法に加え、公正・中立な第三者機関を通じて伝達する方法についても検討が必要である。
*3 

 

 （ｂ）原子力の魅力の伝達について 

 原子力委員会の原子力政策大綱や経済産業省の原子力立国計画等、我が国としての原子

力の研究、開発、利用に関する計画や、計画に沿って原子力プロジェクトが着実に進めら

れ、安全・安定運転を達成していること、原子力の社会への貢献、我が国の原子力技術に

対する海外からの期待、原子力の将来を拓く研究開発課題等を国民に示すことなどにより、

原子力の将来性や魅力を伝えていくことが必要である。 

 原子力プラント輸出の実現は、学生に原子力の将来性や魅力を伝える手段としても、ま

た、技術力の維持・強化の手段としても、効果が非常に大きい。 

 

 ｂ．小中高校（初等中等教育）の段階についての取組と課題 

これまで、小中学校においては、理科の学習時間が次第に削減され*4、それとともに理

科離れ、理科嫌いが進んできたと言われている。小学校では、総合的な学習の時間の中で

エネルギーや環境の問題がとりあげられ、学習される場合もあるが、原子力のように賛否

のあるものについては敬遠されがちとなっている。また、平和教育が小学校から行われ、

原子力は核兵器や広島や長崎の被爆と結びついてネガティブに捉えられやすい状況にある。 

一方、環境問題は、地球温暖化問題に対応した世界的な動きもあり、理科、社会科の中

で大きく取り上げられてきている。原子力の役割が大きいにもかかわらず、どの教科書も

太陽光や風力等の再生可能エネルギーに対して焦点が当たり、エネルギー全体を視点とす

る記述が不足し、児童・生徒に再生可能エネルギーだけでエネルギー問題を解決できると

の誤解を与える可能性がある。 

現役の学生や原子力界の新入社員に対するアンケートでは、早い段階からエネルギーや

環境の問題について学習することにより、原子力への理解は深まり、原子力分野への志望

者を増やすことができるとの意見が多く得られた。しかし、いわゆる「エネルギー環境教

育」は、学習指導要領に明確には位置づけられていない。また、認知されて日も浅いため、

（財）日本生産性本部エネルギー環境情報センターや日本エネルギー環境教育学会等で原

子力を含めたエネルギー環境教育を充実する取組が続けられている。しかし、重要性を理

解する教員はまだ少ない状況である。従って、小中高校におけるエネルギー環境教育の推

進を図る必要があり、その普及には、これらの教育活動をネットワーク化し、相互に連携

することにより、先進事例を共有していくことが重要である。 

高等学校では、大学入試の結果が、高校生、高等学校にとっての 優先課題であるため、

よい大学に入るための、生徒の成績、進学希望に応じたクラス分けと授業が行われており、

                                                  
*3：資料－１２ 情報伝達に関する検討準備会報告を参照 
*4：資料－２ 小中学校の理科時間数の推移を参照 
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履修内容は生徒によりバラバラとなっている。 

高等学校の理科では、基礎理論が客観的に教えられているのに対し、社会科（地理歴史

および公民）では、教科書や教員の主観が入り込む余地が大きく、社会科の教科書での原

子力についての取り上げ方は様々なこともあって、社会科の方に課題が多い。 

高等学校では、大学入試に関心が集中しているため、大学入試にエネルギー環境問題、

できれば、原子力に関係する問題が頻繁に出題されれば高校生の原子力についての学習や

理解を促進する近道ではあるが、現実には難しい。 

小中高校とも教員は多忙であり、日頃十分な教材研究を行う余裕が乏しいが、教育研究

集会や研修等に参加して、授業や生徒指導の技量を高め、必要な情報を得る努力を行って

いる。こうした多忙な教員を支援するため、研修の機会や教科書会社が作成する教科書解

説書やすぐに利用できる補助教材、実験キット等、児童・生徒を指導する教員に対して必

要な情報や資料を提供することが重要と考えられる。 

例えば、日本原子力学会は、小中高校の教科書の原子力関係の記述に関する調査と提言

活動を続け、文部科学省や教科書出版会社への働きかけを行っており、今後も継続するこ

とが望まれる。 

児童・生徒が物事を客観的、科学的に捉え、少なくとも原子力についてネガティブに捉

えないようにする必要がある。 

（外部からの支援活動の連携） 

理科教育に関しては、さまざまな国の支援事業が実施されている。例えば、文部科学省

においては、理科教員の指導力向上、科学技術振興機構に理科教育支援センターの立ち上

げ、スーパーサイエンスハイスクール等の事業があり、経済産業省も支援事業を行ってい

るが、それぞれの支援は独立しており、横の連携が希薄である。 

 産業界は、例えば、電気事業者の場合、電気事業連合会は、そのホームページでエネル

ギー環境教育のための教材の提示や、模擬授業の提案等を行っており、各電気事業者も、

出前授業や施設見学、教材の提供を行う等の支援を行っている。ただし、産業界からの支

援活動は、企業毎に独立に実施されている。 

これらの取組を有機的に連携できれば、 新の情報提供や学習機会の提供等の視点から、

同じ資源を使ってより効果的、効率的な支援が可能となると考えられる。 

（理系への進学者を増やす、工学系学科・専攻の人気回復） 

 工学系学科の人気低下は、すべての産業に共通した悩みである。大学では、オープンキ

ャンパス等を実施して、高校生に対して大学の魅力を伝える努力を行っており、産業界と

しても大学と連携し産業の魅力を伝える活動を行うこと等により、理系、工学系への進学

者を増やす努力を行うことが必要である。 

 

 ｃ．大学等（高等教育）の段階についての取組と課題 

（高等専門学校） 

高等専門学校は、社会が必要とする実践的技術者を養成することを目的とする教育機関

である。高等専門学校には、現在、原子力分野を専門とする学科を有する学校はないが、

関連の深い学科（電気系学科、機械系学科、環境系学科、等）において、原子力に関する

教育を行っている。また、原子力関連分野の研究に携わっている教員もおり、学生の研究

課題（準学士課程での卒業研究、専攻科課程での特別研究）にも原子力関連分野が取りあ

げられている。 

今後、高等専門学校教育の高度化に関する検討の中で、より積極的に原子力分野への展

開をはかる学校に対しては、可能な限り取組を支援していくことが必要である。また、高

等専門学校で学ぶ学生の進路選択において、学生が原子力分野を志望する動機付けのため

に、正確で豊富な情報の提供が重要である。 

（大学全般） 

大学は、幅広いバックグラウンドの人材を原子力分野に供給しており、原子力界の人材

育成にとって今後一層大きな役割が期待される。大学では、原子力系学科・専攻の学生の
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育成を行うだけではなく、電気、機械等の原子力界を支える幅広い分野の人材を育成し、

原子力界を志向する取組を進めていくことが重要である。 

（学科の統合化による原子力工学等教育基盤の劣化、体系的専門教育の提供の必要性） 

工学部においては学科の統合化により、工学の基盤である機械工学や電気工学等の分野

では基礎教育が維持されているものの、専門性の高い原子力工学系学科は、他の学科と一

体化された結果、その専門性が薄められ、従来の基礎教育が困難な状況となっている。一

部の若手教員には、原子力工学系に属しながら、原子力を研究していない教員も存在する。

理学部においても、放射化学系の講座が急速に減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．１ １９７９年代の学部と現在の学部、学部＋大学院の原子力専門科目時間数比較 

（７大学からのアンケート回答の平均値のまとめ）*5 

 

 

図１．１に示すように、大学院修士課程までを考慮した場合、多くの原子力工学系専攻

において原子力工学系分野全体を網羅するだけのカリキュラムが提供されているが、修士

課程では、要求履修単位数が多くはなく、また、大学院では講義よりも研究に重心が移さ

れていること等から、体系的履修というよりも、学生自らの研究に近いあるいはそれに役

立つ科目を中心に履修しがちとなっている。 

このため、学生が自らの進路をこれまで以上に幅広いものと考え、炉物理や放射線安全

から核不拡散や技術者倫理までの原子力に関する体系的カリキュラムを履修する必要があ

る。これを実現するには、中央教育審議会答申にあるように、体系的に履修できるコース

ワークの充実や、それに対応した教員側のファカルティディベロップメント*6が重要であ

る。一部の大学においては、学生の品質を確保するために、日本技術者教育認定制度（Ｊ

ＡＢＥＥ）の導入も行われている。また、基礎教育や専門教育を補充するため、大学や日

                                                  
*5：出典：平成１９年度エネルギー対策特別会計委託事業「原子力コアカリキュラム開発調査報告書」(平

成２０年３月 社団法人日本原子力学会) 
*6：ファカルティディベロップメント（FD）とは、「教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組

織的な取組の総称」（中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」(平成１７年１月２８日)） 

-2 

-1 

0 

1 

コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
全
体

原
子
炉
物
理

原
子
核
化
学
・放
射
線
化
学

核
燃
料
・サ
イ
ク
ル

原
子
炉
プ
ラ
ン
ト
・制
御

原
子
炉
熱
流
動

放
射
線
計
測

原
子
炉
材
料
学

核
融
合
・プ
ラ
ズ
マ

実
験
・実
習
・演
習
・等

７大学の平均
学部

学部＋大学院

増えた

同等

減った

閉講
炉物理は１９７９年代の学部と比較して、学部＋大学院でも時間数は減少

ほとんどの大学では
大学院でカバー

■その他の科目も、１９７９年代の学部と比較して、学部での教育時間数は減少している
■現在の学部＋大学院のカリキュラム時間数では、１９７９年代の学部とほぼ同等である

■従って、ほとんどの大学では、大学院のカリキュラムの中でコアとなる科目をカバー

■その他の科目も、１９７９年代の学部と比較して、学部での教育時間数は減少している

■現在の学部＋大学院のカリキュラム時間数では、１９７９年代の学部とほぼ同等である 
■従って、ほとんどの大学では、大学院のカリキュラムの中でコアとなる科目をカバーしている 

実
験
・
実
習
・演
習
・
等 

 

核
融
合
・プ
ラ
ズ
マ 

 

原
子
力
材
料
学 

 

放
射
線
計
測 

 

原
子
炉
熱
流
動 

 

原
子
炉
プ
ラ
ン
ト
・制
御 

 

核
燃
料
・サ
イ
ク
ル 

 

原
子
核
化
学
・
放
射
線
化
学 

 
原
子
炉
物
理 

 

コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
全
体 



 

 －9－

本原子力研究開発機構等の研究機関が提供する特徴ある講義や演習・実習をネットワーク

化し、共同で利用する等の大学間等連携が有効であると考えられる。 

原子力系の学科や大学院に進学する学生の中には、核融合や放射線応用の分野に夢を感

じられるという学生が多い。このような学生の中にも、進学後に講義や研究を通じて、核

分裂エネルギーに関する研究や原子力産業界に魅力を感じるようになる場合があることに

留意する必要がある。こうした意識付けには、実験や実習、見学を通した体験やディベー

ト等の重要性、教育研究用原子力施設の共同利用の有効性が示唆されている。 

（原子力に関する教育・研究施設の老朽化） 

大学等の原子炉等原子力に関する教育・研究施設は、原子炉や核燃料物質、放射性物質

等を取り扱うため、施設が限られ、また、一方で多くが原子力の黎明期に設置された教育・

研究施設であるため、老朽化が進んでいる。近年の急速な技術の進歩に伴い、大学が保有

する施設に対する要求事項も高度化しているものの、必要な資金の確保や立地等の問題か

ら、大学の原子力関連教育・研究施設の維持・更新は難しくなっている。その結果、炉物

理、放射線、燃料、材料等原子力の基礎・基盤的研究や、原子力工学系以外の専攻が担当

していた溶接、加工、冶金、腐食といった研究分野で原子力関連施設の利用が必要な研究

の継続が困難になっている。学生が原子力に関する専門知識や技術を習得するには、講義

に加えて、実験や実習も受講することで学んだ知識を立体的に活用することが可能となる。

このためには、大学のリソースが限られる中で、各大学がそれぞれの特徴を生かす教育・

研究用施設の環境整備を行ない、大学間、研究機関を含めて施設の共同利用、連携による

効果的な人材育成を目指す必要がある。 

（基盤技術分野の若手研究者の確保） 

後述するように原子力工学系において教員の高齢化が進んでいるが、原子力産業の着実

な発展を支える基盤技術分野*7においても大学研究者の高齢化と若手研究者の不足が指摘

されている。基盤技術分野の大学研究者には、原子力関連産業と技術的に協力したり、国

における規格・基準の検討に参画したりすることを通じて原子力の安全性や信頼性、経済

性の向上に貢献が期待されている。従って、原子力について一定の知見、見識を有する基

盤技術分野の大学の研究者を確保していくことが必要である。 

基盤技術分野は研究の成果をあげるまでに時間がかかるものが多く、研究者は、短期的

な成果のあげやすい先端技術分野を志向しがちとなっている。研究者の育成は、学生の育

成に比べて長期的な対応が必要であり、課題の根本的な解決を目指すためには、特に、基

盤技術分野の研究が大学内で正当に評価され、基盤分野の研究者が、研究者及び教育者と

してのキャリアを積んでいける環境整備が必要である。 

（原子力工学系学科・専攻以外の学生への原子力基礎教育等） 

 原子力産業界の技術者のうち、原子力工学系学科・専攻出身は２割程度であり、８割は

機械、電気、化学等その他の工学分野出身であるから、こうした基礎・基盤を学んだ学生

が原子力分野を志望するよう、進路を選択するまでに、原子力の魅力を伝えることが必要

である。しかし、他学科・専攻では原子力を学ぶ機会はほとんどない。従って、就職先と

して原子力を志向する動機付けとして、進路選択前の学生に対し、原子力の技術や社会的

意義、魅力等を適切に伝えることが重要である。  

 そこで、産業界から原子力の実務に通じた教授人材を派遣し、教養課程や専門科目とし

て、管理工学、システム工学、信頼性工学、安全工学等の講義を行い、巨大システムとし

ての原子力を教えることは、就職先として原子力分野を志向する学生を増やすことにつな

がると考えられる。 

（特色ある大学の取組への支援） 

 大学等が果たすべき役割や機能を考慮し、例えば、①原子力分野の基礎分野（原子炉物

理学、放射線安全学等）に加え、マネジメント、社会的リテラシー等も習得した、原子力

                                                  
*7：基盤技術分野とは、構造強度（耐震性評価含む）、材料強度、腐食・物性、溶接、熱・流体・振動、放

射線安全等 
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分野を含む幅広い分野で活躍できる人材の育成を目指した特色あるコースを創設する、②

原子力産業や研究機関等と協力し、産業の現場の中核となる技術者を育成する、③大学等

自らが所有する教育・研究施設を活用した特色のある教育を行うなど、特徴ある教育・研

究体系を整備し、人材を育成することが重要である。このような特色のある取組は、大学

等が自ら取組むことが重要であるとともに、国や産業界はこうした取組を支援することが

必要である。 

（立地地域との連携） 

 原子力エネルギーの着実な推進等のためには、地域の理解と信頼の獲得にも役立てられ

るよう、立地地域の自治体や産業と大学との産学連携や地域連携等特色ある地域の取組を

通じて立地地域で働く優秀な人材を確保することが必要である。 

 従って、立地地域の大学と原子力事業者や研究機関等との連携を強化し、立地地域の自

治体や産業界のニーズも踏まえながら人材育成を進めることが重要である。 

（就職情報の提供） 

 各企業は、求人にあたって、先輩社員の働きぶりをホームページ上で紹介し、職場が身

近に感じられるための活動を行っている。新入社員へのアンケートでは、原子力分野への

就職のきっかけとして、先輩社員からの情報や企業説明会の情報が上位を占めている。原

子力の場合、原子力発電所等立地が限定的で身近に感じられる機会は少ないので、ホーム

ページや産業説明会を活用して、情報を学生に伝達することが必要である。その中で、就

職後のキャリアパスが見えるようにすることも重要と考えられる。 

職業選択の段階にある学生に対して、原子力界で働く意義、社会的役割、現場でのやり

がい、キャリアパス等の原子力界の魅力をわかりやすく伝えることにより、多くの人材に

原子力分野を志向してもらうことが期待できる。 

また、産業界で実施している産業説明会や、産業の現場の見学会等は、原子力分野への

就職希望者を増やす取組として有効であり、各企業及び団体の自主性を尊重しながら可能

な限り実施していくことが必要である。 

 （社）日本原子力産業協会は、原子力産業セミナーを開催し、学生と企業の就職・採用

活動を支援しており、こうした活動を継続することが必要である。 

 原子力産業界では、大学等の専門教育の一環としてインターンシップを受け入れており、

これは原子力に対する理解の向上に寄与していると考えられ、継続して積極的に受け入れ

ていくことが必要である。 

（原子力人材育成プログラム） 

 近年、原子力への進学・就職を希望する学生の減少、原子力の体系的な専門教育のレベ

ル低下、教授人材の関連他分野への流出等により、原子力や関連する基礎分野人材の育成

が困難となってきている。これを踏まえ、文部科学省と経済産業省は、連携して、安全規

制行政や大学等研究機関、原子力産業界等において活躍が期待される人材を大学等におい

て効果的に育成することを目的に、平成１９年度より、大学及び高等専門学校の教育・研

究を支援する原子力人材育成プログラムを実施している。  

 原子力人材育成プログラムは、①原子力教育支援プログラム、②チャレンジ原子力体感

プログラム、③原子力の基盤技術分野強化プログラム、④原子力研究促進プログラム、⑤

原子力研究基盤整備プログラム、⑥原子力教授人材充実プログラム（平成１９年度限り）、

⑦原子力コア人材育成プログラム（平成２０年度開始）、⑧原子力コアカリキュラム開発

プログラム等から構成されている。支援の濃淡はあるものの、経済産業省分平成１９年度

延べ約１，５００名、平成２０年度延べ約２，０００名、文部科学省分平成１９年度延べ

約１，２００名、平成２０年度延べ約３，３００名の学生が参加した。*8 

 原子力人材育成プログラムの実施によって、①原子力教育のカリキュラムや機材の整備

が進む、②学科、専攻新設の呼び水になる、③高等教育における原子力教育の導入が進む、

④大学等の自主的、自立的な取組につながる、⑤大学等が行う人材育成に、電力会社、原

                                                  
*8 ：原子力人材育成プログラムの実施状況については資料６参照。 
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子炉メーカー、研究機関等が積極的に協力し、産官学が連携した枠組みが実施、⑥企業や

研究機関の持つ原子力施設を利用した、より実践的な指導の拡大、⑦原子力産業への学生

の興味が増進、等の効果があった。大学等からの評価が高く、大学及び産業界等から継続

や強化の要望が大きいことから、制度の改善を図りつつ継続していくことが望まれる。 

 評価を踏まえ、平成２２年度からは、①国際的取組の強化、②コース設置等思い切った

取組への支援、③教育・研究設備の共同利用の一層の推進、④立地地域との連携、等に焦

点をあて、継続される予定である。産業界としても国と連携し、必要な支援を行なうこと

が重要である。 

また、各大学等は原子力人材育成プログラムによる自校の支援期間が終了後においても

重要な事業については自主的・自立的に実施して行く必要があるとともに、他大学等で成

果があった取組を自校の教育カリキュラムに積極的に取り入れて行くことが重要である。

大学等は、自らの教育・研究プログラムの効果のある部分は伸ばし、効果のない部分はそ

の原因を分析・評価し、修正する等の継続的改善に取組むことが重要である。 

 一方、大学における人材育成の取組を支援するため、産官学は連携して、①企業、研究

機関が派遣する講師や学生を受け入れる施設の確保・効果的な利用、②原子力教育を取り

入れる学校数や学科数の拡大のための支援、③大学等への定常的な支援の確保、等の課題

に取組む必要がある。 

 

 ｄ．実務の段階についての取組と課題 

 まず、産業界が必要とする技術者像を提示した上で人材育成上の課題について紹介する。 

 

 （ａ）原子力事業者が必要とする技術者像 

 原子力事業者とは、ウラン鉱石の採掘、製錬、ウラン濃縮、燃料加工、発電、使用済燃

料再処理、放射性廃棄物処分など、図１．４に示す一連の原子燃料サイクルの各要素を事

業とする者を指す。このうち、電気事業者が発電を、燃料加工事業者が原子燃料の成型加

工を、日本原燃(株)がウラン濃縮、再処理、低レベル放射性廃棄物処分等の原子燃料サイ

クルを担当している。電気事業（原子力発電事業）や原子燃料サイクル事業とは、基軸電

源として重要な原子力発電所を運用するため、原子力発電所や原子燃料サイクル施設を建

設、運転、保守する事業ということができる。この事業を営むため、原子力事業者は、幅

広い基盤かつ特定専門分野の深い知識を有し、多様な原子力の事業を営むために必要なさ

まざまな側面に対応するための人材を必要としている。 

 具体的には、①原子力を幅広く理解し、原子力発電等の開発・管理・運用について全体

を俯瞰し企画・調整するジェネラリスト（いわゆるＴ型）、②専門知識を活かし、原子力

発電等における個別の課題解決に対応できるスペシャリスト（いわゆるＩ型）、③原子力

技術について原子力施設の立地する地域との橋渡しや、国際的に活躍できる技術者（コミ

ュニケータ、リエゾンエンジニア）である。 

 原子力事業者における人材育成は、まず、原子力発電所等の現場第一線での実務を経験

した後、人事ローテーションを通じて実務経験を積み重ねることが基本であり、必要に応

じて、社内外の研修施設を利用した教育・訓練プログラムも実施している。 

 ジェネラリスト的な人材は、現場～管理部門～現場・・・といったサイクルを経て、現

場経験を踏まえながら社内の管理部門、海外機関や国等の社外機関への派遣も併せ、技術

及び経験を積み上げていくシステムの中で育成される。 

 一方、課題解決型のスペシャリストは、現場を基点として技術部門あるいは研究開発部

門やグループ内エンジニアリング会社や研究開発機関等への派遣等の人事ローテーション

を経て専門分野の知識を高めている。 

 原子力事業者の人材が活躍する場として、原子力発電所の組織の例を図１．２に示す。 

 この組織例に基づく原子力発電所における業務は、①品質保証室：品質保証活動の統括、

②安全・防災室：管理運用に関する安全評価、原子力安全防災対策、出入管理、③所長室：

発電所の運営、初期消火活動体制の整備、文書管理と記録管理の総括、教育・訓練の総括、
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調達先管理、契約、貯蔵品管理に関する業務、④技術課：技術関係事項の総括、⑤原子燃

料課：原子燃料管理および炉心管理、⑥放射線管理課：放射性廃棄物管理、放射線管理、

被ばく管理、化学管理、⑦発電室：原子炉施設の運転、⑧保全計画課：原子炉施設の保守、

修理の総括、⑨電気保修課：電気設備の保守、修理、⑩計装保修課：計装設備の保守、修

理、⑪原子炉保修課：タービン設備を除く機械設備の保守、修理、⑫タービン保修課：タ

ービン設備の保守、修理、⑬土木建築課：土木設備および建築物の保守、修理、⑭電気工

事グループ：所長が指定する電気設備、計装設備の保守、修理、高経年化対策、⑮機械工

事グループ：所長が指定する機械設備の保守、修理、高経年化対策、などに分担され実施

される。 

 技術的な専門分野としては、原子力、機械、電気・電子、化学、材料、冶金、土木、建

築などの技術者が必要である。 

 

原子力発電所の組織（例）
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図１．２ 原子力発電所の組織（例） 

 

原子力発電所の人材育成の取組

（１）原子力発電所の教育訓練（例）
○新入社員導入教育（１ヶ月）

・社員一般知識：ビジネスマナー、安全研修等
・設備基礎知識：原子炉設備概要、タービン設備概要等

○発電直内研修（６ヶ月）
・研修生８～９名に１名の指導員が専任
・机上教育、現場パトロール、定例試験等を通じ

発電設備の概要、機器配置等を習得
○各部門に配属

・各部門にて教育訓練を実施

（２）運転員に対する訓練（例）
【職務階層】 【訓練階層】 【訓練形態】
・補機操作員 → 初級運転員研修 階層別訓練
・主機操作員 → 中級運転員研修 合同訓練
・当直副主任 机上訓練
・当直主任 シミュレータ訓練
・当直副長 → 上級運転員研修
・当直長

 
 

図１．３ 原子力発電所の人材育成の取組（例） 
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原子燃料サイクル事業原子燃料サイクル事業

日本原燃
・1992年操業
・300万本相当

（最終規模）

成型加工工場成型加工工場

原子力発電所原子力発電所

再処理工場再処理工場

中間貯蔵施設中間貯蔵施設

再転換工場再転換工場

濃縮工場濃縮工場

転換工場転換工場
製錬工場製錬工場ウラン鉱山ウラン鉱山

高レベル廃棄物
貯蔵管理施設

高レベル廃棄物
貯蔵管理施設

高レベル廃棄物
地層処分施設

高レベル廃棄物
地層処分施設

低レベル廃棄物
埋設施設

低レベル廃棄物
埋設施設

MOX燃料加工工場MOX燃料加工工場

日本原燃
・1992年操業
・ 1,500 tSWU/年

（最終規模）日本原燃
・2010年操業予定
・800tU/年

日本原燃
・2012年操業予定
・130 tHM/年

全国で54基稼働中

NUMO
・平成40年代後半
操業予定

 
図１．４ 原子燃料サイクル事業 

 

原子燃料サイクル事業の人材育成

【日本原燃の取組(例)】
（１）安全、安定運転に向けて

・試運転を通じて知識の習得及び技能習熟度の向上
・教育訓練施設、研修プログラムの整備
・専門能力を持った子会社の設立

（２）更なる技術開発・着実な事業展開
・再処理技術開発研究所
・濃縮技術開発センター
・濃縮機器製造工場

（３）高度な原子力専門知識の習得
・東北大学大学院（六ヶ所村での出前講義）
・東京大学専門職大学院

 
図１．５ 原子燃料サイクル事業の人材育成 日本原燃(株)の取組(例) 

 

 （ｂ）メーカーが必要とする技術者像 

 メーカーという立場から も基本的な視点である「ものづくり」に興味を持つ人材が望

まれる。採用分野としては原子力工学系、機械工学系、電気・電子工学系、物理系、金属・

化学工学系及び材料・腐食・水化学系といった分野が必要である。原子力工学系出身者の

配属先としては、主として炉心、安全、原子力システム等の設計や研究開発となる。原子

力事業のグローバル化が進んでおり、専門分野の能力に加え語学力が必要なことは言うま

でもない。 

部門毎の業務の役割から、必要とされる技術者像は、①研究開発者：世界の技術の動向

を把握しながら、プラント、機器設備の改良・新規提案に繋がる独創的な研究開発を推進

すると共に、研究成果を国際学会等で発表し、学会活動でも世界をリードする、②プロジ
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ェクト技術者：顧客の信頼を得て、連携する企業チームの技術者をリードしてプロジェク

トの受注、許認可から建設、引渡しまでをとりまとめ完遂するために必要な技術力、コミ

ュニケーション能力、統率力を備えプロジェクトをリードする、③設計技術者：国内外の

法令・規制・技術基準を踏まえ設備・機器の仕様を明確にし、海外顧客へ提案し、連携す

る企業チームの技術者と調整・協力しながら、要求品質を満足させる設計を行うと共に、

技術のグローバルな標準化等の活動でも世界の技術者をリードする、④調達技術者：調達

先を幅広くグローバルに求め、サブベンダーの技術能力、品質能力、工程管理能力、コス

ト競争力を見極め、自らの技術力と交渉能力で品質、工程、コストの諸要求を満足させる

調達を行う、⑤フィールド技術者：プラントの工事計画を策定し工事会社と共に、ローカ

ルの多様な工事業者を良く理解し、その協力と信頼を得て、要求される仕様、品質、工程

を満足させる工事を安全第一で完遂する、⑥製造技術者：生産技術を継続的に向上させな

がら、製造と設計の両面で製品の技術知識を持ち、品質、コスト、納期の諸要求を満足す

る製造計画の検討を行い、工場出荷までのモノ造りの責任を持ってフォローする、⑦営業

技術者： 新の技術及び営業情報を持って顧客に対応し、国内外の原子力に関わる動向を

ウオッチしながら顧客ニーズを先取りした提案を行い、顧客の信頼を得て受注に結びつけ

ると共に、プロジェクトの実行段階では顧客とＷＩＮ－ＷＩＮの関係を作る等に分類され

る。 

 各部門に配属された技術者は、実務を経験することを通じた人材育成を中心に、必要に

応じて教育・研修等も組み合わせて行いながら育成され、部門内外のローテーション等を

通じて幅広い経験を積み重ねながらキャリアアップして行く。技術者の職種には、個別の

技術の専門家として期待される職種（スペシャリスト）、幅広い知識と経験が期待される職

種（ジェネラリスト）があるが、求められる技術の専門性の深さと広さ、技術者個人の能

力と適性に応じたキャリアプランに沿って育成されることが期待される。 

 

 （ｃ）原子力産業界における人材育成と課題 

 言うまでもなく、どのような仕事でも人材育成、技術の維持・継承には実務を経験させ

ることがもっとも効果的である。必要に応じて研修等を組み合わせて継続的に研鑽を積み

重ね、技術者、研究者は育てられてきた。原子力プラントは、計画してから建設し、供用

を開始するまでに短いものでも約１０年、供用期間として原子力発電所の場合は６０年程

度、さらに廃止措置には、系統除染に数年、安全貯蔵期間に５～１０年、 後の解体撤去

が完了するまでにはさらに年数が必要という超長期にわたるプロジェクトであり、必要な

人材育成は計画的に行う必要がある。こうした実務を通じた継続的研鑽により、知識や能

力の開発と同時に、意識や動機付けを行う必要がある。知識や能力は、意識や動機という

舵取りがあって、初めて有効に生かされる。 

 また、原子力は社会との関係が深く、原子力分野の技術者、研究者は、社会から信頼さ

れるため、コンプライアンス教育、倫理教育にも力を入れる必要がある。 

 原子力分野の技術者、研究者の資格には、①法定され、業務に密接に結びついた、原子

炉主任技術者、放射線取扱主任者等の資格、②運転責任者や溶接検査員資格、品質管理等

の第三者認証機関による資格、③業務上の必要性は直接は無いが、社会から深い知識や洞

察力、技術力を認められる資格として博士や技術士等の資格がある。博士課程に至る教育

の中で専門性を伸ばすだけでなく幅広い基礎基盤の工学を身に付け、原子力産業界が博士

号取得者の採用に積極的になることが望まれる。また、原子力分野に於いて技術士の資格

が有効に活用されるような仕組み作りも必要である。意識付け、動機付けのためにも、資

格取得を活用する必要がある。 

 我が国の原子力の黎明期から成長、発展、成熟を支え、原子力の自主技術化に貢献した

団塊の世代が退職時期を迎えており、産官学においては、シニア人材の活用や、シニア人

材に蓄えられた技術の継承の仕組みの確立を検討する必要がある。 

 また、グローバル化の時代をむかえ、原子力産業の国際展開に備えた人材の育成が必要

である。 
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 （ｄ）安全規制、規格・基準、国際標準作り等への対応の重要性 

 我が国の原子力分野の安全規制、規格・基準等は、これまで、海外から必要なものを導

入し、国内のみを考慮することが中心で、世界に通用する規格・基準を作成し、世界に貢

献することについては不十分であった。しかし、プラント輸出や新型炉開発においては、

国際的に標準化された規格・基準に則っている必要がある。また、新規導入国への支援や

プラント輸出においては、安全規制体系や規格・基準等の整備を含めた協力、支援が求め

られることも大いに予想される。 

 一方、我が国の安全規制、規格・基準体系は、 新の知見の反映や、国際的な規格・基

準類の導入、反映が遅れがちとなっており、科学的・合理的な規制を推進する上での課題

となる可能性もある。 

 逆に、例えば、耐震のような我が国の得意技術を国際規格・基準に反映させることがで

きれば、原子力ビジネスの国際展開上の優位さを確保できる。ビジネス展開以外にも、科

学的な基礎・基盤データを標準化するための規格・基準作りへの貢献も必要である。ＩＡ

ＥＡにおいて耐震設計に関する国際標準見直しに際し、柏崎刈羽の地震の知見が参考にさ

れており、日本の原子力発電の強みを国際標準化、国際展開に活かしていく良い事例と考

える。 

従って、欧米の動きに対抗、あるいは協調して、こうした規格・基準作りの中核となる

専門家の確保とこうした専門家の活動を産学官が連携して支援することが必要である。 

 さらに、原子力の持つ固有の課題として、越境損害への賠償、核物質の保障措置や核セ

キュリティ等への対応も重要であり、こうした国際的な活動については、我が国として戦

略的に取組むことが重要である。 

 一方、大学等の教員や研究機関の研究員が規格・基準策定活動や国際問題に対して貢献

をしても、これまで研究成果と同等には評価されなかったため、活動のインセンティブに

乏しく、我が国においてこうした活動が進んでいない原因となっているとも考えられる。 

 従って、国際的安全規制、規格・基準、保障措置、核セキュリティ等、原子力固有の課

題について専門的知識とともに国際的な交渉力に長けた専門家、研究者を育成していくこ

と、大学や研究機関等においてはこうした活動の評価方法を明確にし、活動が適切に評価

されることが必要である。また、このような専門家の活動は、専門家個人のみでは困難で

あり、専門家の活動を支援するための関係機関のネットワーク化が必要である。 

 さらに、専門家は、世界的な人脈作りを積極的に行い、自らの主張が世界の場で受け入

れられやすくなるような土壌作りを行うことも大切であることは言うまでもない。 

 

（２）原子力分野の国際人材育成の検討 

ａ．原子力産業の国際展開の状況と人材育成の必要性 

我が国の原子力発電は成熟化し、保全の時代に入ったことから、２０３０年頃からと想

定される原子力発電所のリプレースが本格的に始まるまでの期間、我が国の原子力産業を

今後も維持・発展させていくためには、成熟した国内市場から原子力への回帰や新規導入

国の増加による急速な発展が期待できる国際市場へ展開することが不可欠である。 

 これまでは主として機器単体を輸出してきたが、これからはプロジェクトの一括受注に

よる輸出相手国でのインフラの整備も含めたプラント輸出の時代である。プラント輸出に

伴うリスクは大きいものの、原子力産業界にとって大きなビジネスチャンスである。 

 日本は５０年間の軽水炉開発・建設の実績があるが、国内市場中心であったため、対原

子力先進国、対新規導入国等の国際的な場での交渉をまとめ、イニシアチブをとってプロ

ジェクトを推進する等国際的に活躍できる人材が不足している。これからの国際化の時代

においては、一部のトップレベルの人材ばかりでなく、普通の人材が国内外を問わず活躍

できることが必要である。 

原子力先進国では、法的な枠組み、安全審査・評価、規格基準、人材育成の基盤等が既

に確立しているので、原子力先進国向けには我が国の軽水炉技術を当該国の枠組みに適合

できればよい。原子力先進国向けのこの作業は主としてプラントメーカーが担うことにな
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るが、電気事業者等の協力も期待される。 

一方、原子力新規導入国では法的な枠組み、安全審査・評価基準、規格・基準等の導入・

確立から、軽水炉技術及び軽水炉そのものの導入、許認可、建設、運転、保守さらには人

材基盤の確保等のインフラ整備までが必要であり、これらを一連のパッケージとして提供

していくことが必要となる。 

法的な枠組み、安全審査・評価基準の提供・確立のための支援には国の安全規制機関の

果たす役割が大きく、軽水炉技術及び発電所そのもの等ハードの導入に関しては、機器製

造に必須な工業規格の導入を含めてメーカーの役割が も大きいが、原子力発電所の運用

等のソフトに関しては、原子力発電事業者である電気事業者の参画も不可欠である。原子

力発電所建設のコンサルテーションを始めとして、フィージビリティスタディ（ＦＳ）の

実施、サイト選定、建設後の運転・保守の面では電気事業者の経験が必要である。 

原子力新規導入国における人材育成が必要であるが、導入国の大学原子力工学系学科が

拡充されてから原子力産業界の技術者として一人前になるには、１０年から１５年の時間

が必要であるので、導入国における大学教育体系の整備は喫緊の課題とも言える。 

従って、原子力新規導入国に対しては、産官学が一致協力したオールジャパンの取組が

必要である。 

 

国際展開の時代に活躍する国際人材には、自身の技術分野・プロジェクトに精通してい

ることに加えて、①コミュニケーション能力、ディベート力、②異文化への理解、③世界

の法令・技術基準、許認可体系の知識（新規導入国の場合はそれらの整備の助言等）、④国

際的な原子力の諸課題に対する知識と理解等が要求される。 

また、世界的な原子力発電の急速な拡大とウラン資源の獲得競争の激化から、将来的に

はウラン燃料の需給が逼迫する懸念が高まっているので、エネルギー資源獲得の交渉を担

う国際人材も必要となってくる。 

 

ｂ．大学等、研究機関での国際人材育成 

国際人材の育成で必須となるコミュニケーション能力については、昔と比較して国際交

流が盛んになり、そのバリアは相当低くなっているものの、学生にいかにそのインセンテ

ィブを与えるかが重要な課題である。一部大学では、専門科目の授業を英語で行う等国際

人材の育成を視野にいれた取組もなされている。また、数ヶ月間の海外でのインターンシ

ップを修了の条件に課す等の取組を行っている大学院もある。しかし、これらの国際人材

の育成を視野に入れた活動はまだ一部にとどまっているので、大学においてもさらに積極

的な対応が望まれるところである。また、そのために必要な経済的な支援も含めて産官学

が連携して取組む必要がある。  

かつて、公費留学等の国際人材育成制度は、厳しい選抜を通過した一部のエリートだけ

に特典的に与えられる性格を持っていたが、原子力の国際展開を考えると、幅広い人材が

国際化に対応できるようにする等底辺の拡大を図る必要がある。従って、初等中等教育段

階からコミュニケーション能力やディベート力等基礎力の養成に力を入れることが必要で

ある。 

大学、研究機関は、世界トップレベルの研究成果を挙げ得ることを基本としており、こ

れらの機関で研究に従事しているものにとっては、英語での論文の執筆、国際会議での発

表や討論、国際的な研究プロジェクトへの参画等は当然のこととして、それに対応するた

めの国際的な人材の育成は従来から必然的な要求となっている。このような人材の育成は、

各大学や機関内での研鑽と早い段階からの海外派遣、海外研修、海外機関でのインターン

シップの経験を積むこと等が第一義であり、このような国際人材育成への取組をこれまで

以上に拡充させていくことが必要である。 

例えば、原子力工学系学科・専攻だけをみても、東京大学、東京工業大学、東海大学、

京都大学等において、短期留学、国際機関でのインターンシップ、英語での講義等を行っ

ている。これらが他の大学等にも拡大されることが望ましい。 
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(社)日本原子力産業協会は、向坊隆記念国際人材育成事業として世界原子力大学夏期研

修への参加支援等原子力産業界の若手人材育成事業を行っており、今後も、こうした海外

派遣の取組を継続していくことが必要である。 

国際機関や海外でのインターンシップ等国際人材育成に関する事業は、実施機関の連携

による効率化が図りやすい分野であり、ハブを定め、我が国としてのネットワーク化を図

る必要がある。 

 

ｃ．国際機関での日本人の活躍状況と派遣促進 

原子力発電の導入に関心を持つ国が増え、開発途上国を含む多くの国々における原子力

発電の安全運転と核不拡散を実現するためにも、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）等国際機関

の果たすべき役割が増してきている。しかし、例えば、ＩＡＥＡへの我が国の拠出額は  

１６％を占めるにもかかわらず、正規職員数は約３％にすぎない。我が国が世界の原子力

の発展に貢献するためにはＩＡＥＡ等の国際機関で活躍する日本人正規職員数を増加させ

ることが望ましい。 

国として、ＩＡＥＡ等の国際機関で働く日本人正規職員や、国際機関の活動に協力、貢

献する外部専門家を増やす必要がある。また、政策決定に関与する責任あるポストを獲得

することも重要である。原子力分野での国際貢献は、原子力の平和利用を推進する我が国

の方針にも適うものであり、原子力先進国としての我が国の国際社会に対する責務でもあ

る。 

国際機関で働いたり、活動に貢献したりしても、帰国後の活躍する場や処遇、国際機関

への貢献についての評価が不透明であるため、応募者が少ない状況にある。従って、国際

機関で働きあるいは貢献したことを評価し、その後の活躍の場を提供すること等を可視化

すること、また派遣を促進するための研修制度の創設等を推進することが必要である。国

全体としてＩＡＥＡ等の国際機関での上級ポストの獲得を国策としてとらえ戦略的に進め

ていく必要がある。 

 

ｄ．アジア諸国への人材育成支援 

 我が国は、これまで、研究者交流制度、講師育成研修、各種のセミナー、ＦＮＣＡ*9活

動等、主にアジア諸国を対象とした支援を行ってきた。アジア諸国が原子力発電を導入す

る段階となり、これらの支援の意義、その成果等を総括し、それら各活動の役割分担と連

携を図り、効果的な支援とすることが重要である。さらにアジア諸国における核不拡散体

制の確立・強化に貢献するため、我が国の核不拡散・保障措置・核セキュリティの技術や

知見を提供し、ＩＡＥＡ等の国際機関との連携のもと核不拡散関連技術分野での人材育成

を推進することも必要である。 

また、これらの支援の目標を明確化し、国主導のもとに産官学が連携し、一体的に柔軟

性とスピード感をもって対応する必要がある。 

アジア諸国における原子力分野の人材育成のネットワーク化は、各国の人材育成につい

ての意思疎通を容易とし、人材育成活動を効果的に実施するために重要であり、我が国と

しても原子力人材育成活動を通じて新規導入国の人材育成に貢献していくことが必要であ

る。既に、ＩＡＥＡの提唱によりアジア原子力教育ネットワーク*10が組織され、我が国か

らも東京工業大学が参加している。 

                                                  
*9：Forum for Nuclear Cooperation in Asia アジア原子力協力フォーラム 

日本が主導する原子力平和利用協力の枠組み。1990 年 3 月活動開始し、原子力技術の平和利用にお

いて、積極的な地域のパートナーシップを通して社会経済の発展に貢献することを目的とする。(1)

研究炉利用、(2)ラジオアイソトープ・放射線の農業利用、(3)医学利用、(4)原子力広報、(5)放射線

安全・廃棄物管理、(6)原子力安全文化、(7)人材養成、(8)工業利用の各分野において、ワークショ

ップ等で意見交換や情報交換を行っている。 
*10：ＡＮＥＮＴ 第４章参照 
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２．世界の原子力分野の人材の育成状況 
 

 

○世界では、原子力への回帰・新規導入の動きが急速に進みつつあり、各国とも原子力

のビジネス展開の基礎である原子力分野の人材育成に積極的に取り組んでいる 

 

・米国   原子力への回帰を受け原子力の学生は増加中。連邦政府は大学の研究炉

等原子力教育インフラに積極的な支援。 

・フランス 修士課程相当の原子力専門教育はフランス国立原子力科学技術学院(ＩＮ

ＳＴＮ）が一元的に実施。英語で原子力教育を実施。 

      ＩＮＳＴＮは欧州原子力教育ネットワーク(ＥＮＥＮ)の中核的組織。 

・韓国   ２０１１年に１学年韓国人５０名、外国人５０名の国際大学院を設立予

定。 

      ビジネスの国際展開と歩調を合わせた人材育成を実施。 

・ロシア  政府が原子力分野の人材育成を強力に支援。国立原子力研究大学を設立。

      プラント輸出のため国外の人材育成にも積極的。 

・中国   高等教育機関に原子力関係の学科新設が続く。発展に人材育成が追いつ

かない状況。 

・インド  研究機関や電力会社が原子力の人材育成の役割を担う。大学での原子力

教育は開始されたばかり。 

 

 

 世界では、原子力への回帰、新規導入等を踏まえ、原子力分野の人材育成が急務となっ

ており、各国で積極的に取組まれている。その取組みは当該国の国内の人材育成を越え、

国際的な取組に発展しており、原子力人材育成は、国際原子力ビジネスの一翼を担ってい

ると思われる。 

 これまで我が国の原子力産業は国内市場が中心であったが、近年原子炉メーカーを中心

にグルーバル化が始まっており、国際人材の育成が急務である。我が国における国際人材

育成の仕組み作りの参考とするため、主要国の人材育成の状況を紹介する。 

 

（１）米国 

現在、米国には１０４基の商業用原子炉が稼動しており、電力の約２０％を供給してい

る。１９７０年代終わり頃より新規原子力発電所着工はゼロであり、また、１９８０年代

までは、成績不振の発電所の閉鎖や建設計画の放棄が相次いだ。しかし、米国規制当局と

産業界の一致協力した努力により、１９９０年代からの原子力発電所の運転成績改善によ

り、原子力発電所の運転認可期間の延長（４０年から６０年へ延長）や各原子力発電所の

出力増強となった。出力増強の結果、原子力発電所の出力は全米の合計で約５００万ｋＷ

増大した。また、中断していた原子力発電所の新規建設への動きにまで発展し、２００７

年後半～２０１０年３月現在、約３０基の建設・運転一括許可（ＣＯＬ）が申請中であり

２０１６年までに４～６基の運転を目標にしている。 

２０１０年１月のオバマ大統領の一般教書演説には原子力発電の推進が盛り込まれた。 

米ＮＥＩ（Nuclear Energy Institute）の意識調査によると原子力が重要８４％、原子

力利用に賛成６９％、もっと原子力発電所を建設することに同意６２％、原子力発電は安

全と考える７６％という数字が出ている。 

１９９０年代に新規建設のなかった米国では原子力教育インフラが大幅に減少した。 

６０基以上あった大学の研究炉は、２５基までに減少し、大学の原子力工学コースも５０

以上あったものが、２５にまで減少した。原子力を学ぶ学生数は約１，８００名から約 

６００名まで減少した。 

しかし、近年の原子力回帰への動きや連邦政府の積極的支援等の影響で原子力を学ぶ学



 

 －19－

生数は増加傾向にあり、 近は、約３，８００名の学生が原子力工学系大学、大学院に在

籍している。環境問題への関心、エネルギー需要の増加、豊富な雇用等により学生の原子

力への関心は高まっている。前述のとおり連邦政府は、原子力教育へのインフラの支援を

積極的に行なっており、現在約９，０００万ドルが投資されている。 

 米国では教育において、各州がエネルギー教育を含め教育施策の 高決定権を持ってお

り、どの州でも教育に関する州法が整備されている。各州の科学教育のスタンダードは全

米科学教育スタンダードを参考にして作成されているが、具体的なカリキュラム作成では、

各州、地方の特徴が色濃くなる。エネルギー教育に限らず、教育内容は州によって異なっ

ている。 

連邦レベルでエネルギー教育についての積極的な関与はそれほど見られないが、エネル

ギー省（ＤＯＥ）と企業が支援をしている全米エネルギー教育開発プロジェクト（ＮＥＥ

Ｄ： National Energy Education Development Project）がエネルギー教育について積極

的に取組んでいる。このほか、州レベルでエネルギー教育や環境教育が展開されている。

一例として、ウィスコンシン州ではエネルギー教育支援のためウィスコンシン州 k-12 エネ

ルギー教育プログラムが展開されている。*11 

 

（２）フランス 

 フランスは原子力発電を積極的に推進しており、発電電力量の約８割は原子力発電であ

る。余剰電力を近隣諸国に輸出もしている。原子力技術を国家戦略として、プラント輸出

にも積極的に取組んでいる。 

 フランスでは学部での専門的原子力教育は行なわれず、修士相当の学生を対象にＩＮＳ

ＴＮ（フランス国立原子力科学技術学院）で一元的に原子力専門教育が行なわれている。

ＩＮＳＴＮは、フランスの学生だけでなく、欧州を中心とした海外の学生を積極的に受け

入れており、原子力教育はフランス語ではなく英語で実施されている。産業界から原子力

教育へ積極的に支援が行なわれており、フランス原子力・代替エネルギー庁（ＣＥＡ）、

ＡＲＥＶＡ、フランス電力会社（ＥＤＦ）等の多数の専門家が講師として参加している。

ＩＮＳＴＮは、欧州の原子力教育ネットワークであるＥＮＥＮ（European Energy Education 

Network）の中核的組織となっている。 

ＥＮＥＮは、各大学・各機関の特長を活かした欧州全体の原子力教育ネットワークとし

て２００３年に設立された。現在ヨーロッパの１７カ国、５１機関が参加し、原子力分野

での高等教育、訓練を通じた知識、知見の保存、共有を目的とした活動を展開している。

日本からは東京工業大学と日本原子力研究開発機構が加盟しており、学生や研究者の交流

等が行なわれている。 

ＥＮＥＮは原子力分野の修士（European Master of Science）の設置・充実化、訓練コ

ースの運営、ナレッジマネジメント等の活動を実施しており、学生は連携した大学間のど

の講義でも所属大学に係わらず受講でき、単位取得可能である。欧州内での大学等の研究

施設の共同利用、学生、教員の流動化を進めて欧州一体となって原子力教育の再構築を図

っている。今後、ＥＮＥＮメンバーを産業界にも広げ、欧州を越えた活動を発展的に展開

する予定である。 

一方、企業間連携の動きとして、２０１０年１月に欧州の原子力産業に携わる企業であ

るＡＲＥＶＡ、Ａｘｐｏ、ＥｎＢＷ、Eon Kernkraft、Urenco、VattenfallがEuropean Nuclear 

Energy Leadership Academy（ＥＮＥＬＡ）と呼ばれる学校の設立に合意した。この学校設

立の目的は、大学卒業生と高いポテンシャルを持った従業員を対象に、原子力産業界で活

躍する将来のリーダー達を育成することである。ＥＮＥＬＡはドイツのミュンヘン大学ガ

ーヒンキャンパスに設置され、２０１１年からプログラムが開始されることになっている。 

 

                                                  
*11：米国でのエネルギー教育の事例を資料－４に示す。  
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（３）韓国 

韓国は２００８年８月、第１次国家エネルギー基本計画を発表し、環境・経済両面から

適のエネルギー供給ミックスを追求し、低炭素・クリーンエネルギー比率の拡大を決定

した。１次エネルギーに占める原子力の比率は現在の１４．９％から２０３０年には   

２７．８％に拡大することを目標にしている。 

韓国は国内外の人材育成に関して野心的計画を持っている。韓国電力は、２０１１年

に”KEPCO International Graduate School＂と呼ばれる国際大学院を設立する予定である。

１学年１００人（韓国人５０名、国外５０名）からなり、２年間のプログラムはすべて英

語で行なわれる。国内外専門人材を養成すると同時に、韓国原子力技術に詳しい外国人を

育成し、原子力発電所受注のための人脈として活用することが想定される。 

また、韓国は国際セミナー等の自国への受け入れに積極的で、２００７年７月～８月世

界原子力大学（World Nuclear University）・夏季研修（Summer Institute）を受入れ、

２０１０年５月～６月には世界原子力大学・ＲＩ（Radioisotope）スクールが韓国で開講

されることになっている。 

韓国は官民一体で原子力発電所の輸出に取組み、２００９年末にはアラブ首長国連邦

（United Arab Emirates）での原子力発電所の建設工事の受注に成功した。韓国は自国原

子力ビジネスの国際展開と歩調を合わせた人材育成に積極的に取組んでいる。 

韓国政府は「原子力発電輸出産業化戦略」を発表し、２０１２年までに１０基、     

２０３０年までに８０基の原子力発電プラントを輸出し、世界の新規建設のシェア２０％

を獲得することを計画している。実現すれば、２０３０年までに約１６０万人の雇用創出

が見込まれる。 

２０１１年までに５大原子力企業（韓国電力、韓国水力原子力、韓電技術、韓電燃料、

韓電ＫＰＳ）で約２，８００名（輸出分野約５５０名、技術開発約５００名、国内新規建

設約４５０名、国内新規運転約１，３００名）の専門人材が新たに必要とされている。 

韓国水力原子力は２０１２年までに計１，０００名のインターン社員を選抜し、うち  

２００名は２０１０年上半期に採用する。彼らは３ヶ月の就業教育と６ヶ月の現場教育を

受けた後、新規採用者の５０～６０％の範囲で優先的に採用される。 

 

（４）ロシア 

ロシアでは、原子力分野で３０万人（平均年齢４８歳）が働き、毎年、約１万人ものあ

らゆる教育レベルを経た若手人材が必要になっている。政府は、原子力分野の人材育成を

強力に支援しており、モスクワ工科物理大学（ＭＥＰＩ）をベースとした、国立原子力研

究大学を設立した。ＭＥＰＩはモスクワの本部とロシア全土に６つの専門高等教育機関を

有しているが、これと合わせて１３のカレッジと５つの職業訓練学校を含め、４万人もの

学生を有する教育機関からなっている。 

また、ロシアはプラント輸出に意欲的であり、ロスアトムは人材育成に関して前記国立

原子力研究大学と協力し、国外での自国の原子力市場拡大を目的にロシア国内のみならず

国外の人材育成にも積極的に取組むことにしている。 

 

（５）中国 

 中国では原子力発電の急速な発展に対応するために、毎年３，０００人以上の原子力の

専門家が必要になると見込まれている。原子力技術者、研究者育成の重要性が認識され、

多くの高等教育機関において学科の新設等が続いている。大学等の高等教育機関のうち、

原子力学科や専攻をもつものは現在４０あり、また７つの高等教育機関は原子力学院を設

けている。清華大学、北京大学等は、中国核工業集団公司、中国工程物理研究院等と、協

議書に基づき人材育成を進めている。 

高等教育機関における原子力関係学部、専攻の新設につれ、学生数は以下の表のとおり

増加している。 

 



 

 －21－

 

表２．１ 中国の高等教育機関における原子力関係学部・専攻の学生数 

 

年 学部生 研究生（大学院生） 

２００７年 １，９７３人 ７３５人 

２００８年 ２，２７４人 ７４４人 

２００９年 ２，４６２人 ７９３人 

 

 

 ２００６年、教育省は専門分野分類を改訂し、原子力類では、「原子力工学・核技術」を

基礎に、国が管理する４分野（「原子力技術」、「放射線防護・環境工学」、「核化学工学・核

燃料工学」、「原子炉工学」）を新設した。また、物理学類では、「核物理」を、環境・安全

類では「核技術・核安全」のカテゴリーを新設した。これにより、中国の高等教育機関に

おける原子力教育分野は７つとなった。 

 中国原子力年鑑２００９年版では人材育成の課題として以下の事項が指摘されている。 

・原子力産業の急速な拡大、発展に人材の育成が追いつかない現状があり、とくに、上級

マネジメント層、優秀な研究者が不足。 

・核燃料サイクル事業には中断時期があったため、人材分布がアンバランス。 

・人材需給の矛盾。（原子力発電企業、研究所への就職希望者が多い一方、中西部のウラン・

核燃料資源企業は、地理的環境が厳しいこと、待遇が劣ること、業務が厳しいこと等に

より、就職希望者が少ない。） 

・長期にわたり、原子力産業の発展が緩慢になりそれに伴い人材需要が低下し、人材育成

が弱体化した時期があったため、ハイレベル技術者、研究者の層が薄い。 

・原子力技術者、研究者を育成するための教材の不足が深刻。 

 

（６）インド 

 インドは、輸入した軽水炉の使用済燃料から取り出したプルトニウムで核爆発実験を行

ったため、長い間、原子力発電を自主開発せざるを得なかった。核兵器不拡散条約（ＮＰ

Ｔ）にも未加盟である。 

 インド国内にトリウムが豊富に存在するため、トリウム資源をベースにした３段階開発

計画（重水炉→高速増殖炉→トリウム利用の重水炉）を推進中である。  

 ２００８年９月、原子力供給国会議（ＮＳＧ）の臨時総会で、ＮＰＴ未加盟のインドへ

の原子力技術や燃料の輸出解禁が全会一致で承認され、近年の急増する電力需要を補うた

め大型軽水炉の輸入も計画されている。 

 インドでは工学、物理、化学等様々な分野から学生が採用され、研究機関や電力会社が

原子力の人材育成の役割を担っている。大学での原子力教育は開始されたところである。 
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３． 近の情勢変化を踏まえ、取組の充実が求められる重要な課題 
 

 

○国内外の状況変化を踏まえ、取組の充実が求められる原子力の人材育成に重要な課題

として以下の項目を検討 

 

・学習指導要領改訂 

・大学等における原子力工学教育基盤の劣化 

・産業界への人材供給を指向する教育への転換 

・急速な国際化の進展 

・技術継承（暗黙知、形式知の継承） 

・ネットワーク化、ハブ化 

 

 

 エネルギーの安定供給の確保や地球温暖化防止の重要性の認識が高まり、原子力の役割

が再認識された結果、原子力先進国での原子力回帰や発展途上国での原子力発電の新規導

入等世界の原子力市場は活発化している。各国は、グローバル化した原子力市場において

イニシアチブをとろうと積極的、戦略的に活動しており、その基盤となる人材育成にも積

極的に取組んでいる。 

 原子力先進国にとっては、原子力産業の成長を支えた世代の退役期にあたり、また、原

子力新規導入国にとっては、原子力導入に必要な人材インフラ整備の意味から、人材確保

が急務となっている。 

 我が国としては、２０３０年頃からと想定される既設原子力発電所のリプレース時代ま

では、海外プラント受注を中心に我が国原子力産業の活性化、技術力の維持、向上を図っ

ていくことが必要であり、戦略的に、スピード感をもって原子力分野の技術者や研究者の

育成に取組み、グローバルな原子力市場において一定の役割を果していくことが必要であ

る。特に、原子力新規導入国への原子力プラント輸出においては、輸出相手国の人材基盤

の確立のための協力が輸出成功の要素の一つとなると考えられる。 

このような状況を背景に、我が国における原子力分野の技術者、研究者の育成に係わる

重要な課題を検討した。 

 

（１）我が国の原子力分野の技術者、研究者数 

 原子力は総合工学であり、原子力界の新規採用者のうち、原子力工学系学科・専攻の卒

業生の占める割合は２割程度と少数派で、機械、電気、化学等基礎基盤分野の出身者が８

割を占める。将来にわたり原子力工学系学科・専攻の卒業者数は、原子力界の新規採用数

を上回ると見込んでいるものの、新規採用者が一人前となるには１０年程度要することか

ら早めの人材確保が可能性であり、見込みより多くの採用が必要となる可能性も考慮する

ことが重要である。 

 

ａ．人材需要の評価 

初に、我が国の原子力産業における技術者数の推移と原子力発電プラントの建設数、

運転プラント数の関連等を分析し、原子力発電プラントの建設、運転の各段階に必要な要

員数を設定した。次に、今後の国内原子力発電プラント建設、運転数を設定した。新型炉

開発についても加味している。 終的に、国内メーカーによる海外プラント受注比率をパ

ラメータに、将来の我が国原子力産業における必要な技術者、研究者数を評価した。 

世界の全発電設備容量と原子力発電設備容量は、国際原子力機関（IAEA）の"Energy, 

Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2030 <2007 Edition>"

を参照した。ただし、この報告書がまとめられた２００７年以降、原子力への回帰や新規

導入への期待はさらに高まっており、適切に見直していく必要があることはいうまでもな
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い。 

図３．１に全原子力産業（電気事業者＋鉱工業）における技術者数評価結果を示す。 

現在、全原子力産業の技術者は約３万５千人である。 

国内メーカーによる海外プラント受注比率が無い場合、技術者数は横這いないし微増の

状態が続くが、韓国の目標と同じく２０％とする場合には、数年のうちに技術者を２万５

千人増やし、６万人のレベルとすることが必要である。海外プラント受注比率の変動に比

例して、鉱工業技術者数も変動しており、海外プラントの受注が、原子力産業全体の活性

化にとって非常に重要な因子であることがわかる。 
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図３．１ 我が国原子力産業における技術者数予測結果 

 

図３．２に、研究機関等も考慮した学卒以上の採用数予測結果を示す。前述のように、

国内メーカーによる海外プラント受注比率が大きく影響し、海外プラントの受注成功によ

り、我が国の原子力産業には多くの人材が必要となる。 
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図３．２ 我が国原子力産業における技術者（学卒以上）採用数予測結果 
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技術者の採用数でみると、海外プラント受注シェアが２０％の場合、技術者全体で約  

９００人／年、原子力専攻技術者で約３００人弱／年程度と予測される。 

原子力工学系学科・専攻卒業者数は、原子力産業採用者数を上回っているものの、優秀

な学生の確保と他産業への就職を考慮すると、原子力工学系学科・専攻を拡充することが

必要となる可能性もある。 

また、全体の８割を占める原子力工学系以外の学科・専攻の優秀な学生が原子力産業を

志向し、就職してもらうことも重要である。 

なお、新卒採用者の戦力化に１０年程度の期間を要することを考慮すれば、各企業等が

早期に人材確保を図ることも考えられ、新卒採用数が上記予測よりも早く増加する可能性

もある。 

 

（２）学習指導要領改訂への対応 

 今回（平成２０年３月公布）の学習指導要領の改訂により、小中学校の理科の時間は増

加し、後送りされてきた理科の学習内容は少し元に戻された。エネルギーや環境の問題は、

理科や社会科（地理歴史と公民）においてこれまでより多く取り上げられることになると

考えられる。中学校の理科では、原子力発電の原理や放射線についても学習することにな

り、原子力関係者として理科好きや原子力に興味を持つ生徒が増えるとの期待は高い。 

 既に、平成２１年度より算数・数学、理科について新しい学習指導要領の先行実施が開

始されている。現行の教科書に記載のない事項については指導に必要な補助教材が配布さ

れている。小学校は平成２３年度から、中学校は平成２４年度からの全面実施の予定であ

る。まず、新しい学習指導要領の内容が適切に反映された教科書ができるよう、教科書出

版会社へ情報提供や提言をしていく必要がある。 

 また、新しい学習指導要領の内容を自らは学んでこなかった教員も想定され、教員が新

たに追加された内容について研修する機会の提供を支援することも重要である。 

 国は、教員に対してこうした研修の機会を確保できるよう支援することが必要である。

また、産業界としても、研修や教材について支援の要請があれば、適切に対応することが

必要である。こうした支援は、支援活動のネットワーク化により、一層効果的、効率的な

実施が期待できる。 

 学習指導要領に関連した活動の例を以下に紹介する。 

 （社）日本原子力学会が実施している小中高校の教科書におけるエネルギーや原子力に

関係する記述適正化のための提言活動は、学習指導要領の改訂を踏まえこれから新しい教

科書が出版されることを考慮すれば、活動を継続する意義は大きい。 

電気事業連合会では、小学校教員向けにＮＨＫ教育番組の制作会社、及び、筑波大学附

属小学校と協力し、新学習指導要領に準拠した小学校５、６年生の社会科、理科、総合学

習の３教科についてＤＶＤ教材を制作し、全国の公立小学校（約２万３千校）及び公立図

書館（約２千館）に発送した。また、同ＤＶＤの活用のための模擬授業動画を３月２３日

より、インターネット上で公開している。中学校向けには、(財)経済広報センターに協力

し、理科第一分野における「放射線の性質と利用」に関する授業に活用できる映像教材を

制作し、全国の公立中学校（約１万１千校）及び公立図書館（約２千館）に発送した。こ

れらの取組は、新しい学習指導要領を踏まえた、エネルギー環境教育の実現に向け産業界

からの支援活動の一つとして重要である。 

 

（３）大学・大学院における原子力分野の技術者、研究者育成上の課題 

 大学・大学院における技術者、研究者の育成は重要な課題であり、さらなる調査・検討

を行い、次の課題を確認した。 

 ａ．原子力工学教育基盤の劣化 

 図３．４に、現在の我が国の主要国立大学法人における原子力工学系分野の教員の年齢

分布を示した。一部の分野では主要国立大学法人全体としても年齢構成がいびつで、高齢

化が進み、後継者不足が進行していることがわかる。個別の大学では、いびつさはさらに
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進行している。 

 その理由としては、大学におけるポスト削減とともに、原子力の基礎・基盤分野は、成

果をあげるのに時間も研究費もかかり、現在のような短期間に成果を上げることが求めら

れる時代では、特に任期付が多い若手研究者は、成果が上がりやすい先進的分野を指向す

る結果、基礎・基盤分野の研究者や教授人材が減ってきたと考えられる。 

 基礎・基盤分野の若手研究者を確保するためには、１章にも述べたが、短期的な成果を

問うことによる先進的な研究への偏重から、時間のかかる基礎・基盤研究も正当に評価で

きるシステムへの転換が必要である。 

 また、大学等の教授人材は、研究成果ばかりでなく、将来の技術者、研究者を育てる教

育も重要な使命としており、教授人材の評価にあたっては、研究貢献と同時に教育貢献の

評価方法をも明確にし、教育貢献が適切に評価されるようになれば、基礎・基盤分野の教

授人材の確保にも結びつくことが期待できる。 
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図３．４ 我が国の主要国立大学法人における原子力工学系教員の年齢分布のうち 

     炉物理、核化学・放射化学、プラント制御の各分野*12 

     （縦軸は分野ごとの全教員数に対する年齢層ごとの割合（％）） 

 

これらの教員の年齢分布からも容易に想像できるように、体系的な原子力教育を提供す

るための教授人材や教育施設を一つの大学単独で確保、維持をすることは困難となってお

り、大学、大学院等だけでなく、日本原子力研究開発機構等の研究機関も含めたネットワ

ーク化により、教授人材、教科書、教育施設等の教育環境の共用化を進め、我が国全体と

して原子力系工学分野の専門教育の質の維持・向上を図ることが必要である。 

 教授人材の不足の一方で教員のポスト削減も進行している。対応方策としては、ＥＵの

ように、教授人材を教育機関と研究機関のネットワーク化により大学間や大学と研究機関

の間で共有し、相互扶助するシステムとするか、または、米国のように、大学間の国際競

争に勝ち抜くため、優れた教育・研究環境を提供して世界中から優秀な研究者、教授人材

を集めると、世界中から優秀な学生も集まり、教育のイニシアチブをとることが可能とな

って優秀な教育・研究成果があがり、さらに大学の評価は高まって、優秀な研究者、教授

人材、学生を惹き付け、研究者や教授人材のポスト確保も容易となる正のフィードバック

（スパイラルアップ）により、世界のセンター・オブ・エクセレンス（ＣＯＥ）を目指す

という二つの選択肢が存在する。我が国は、これまで、個々の大学が独立して競争する米

国型できたが、ＥＵ型のように大学間が相互に連携して、ネットワーク化のメリットも活

かす必要がある段階となったと考えられる。 

 教科書については、例えば、基礎原理に関する原子炉物理のような科目の教科書は改訂

の必要はない一方で、 新の技術開発成果を反映する必要のある核燃料や核燃料サイクル

のような科目では、開発状況に応じた見直しが必要である。核燃料や核燃料サイクルの教

科書は、約３０年間、改訂されずにきたが、原子力人材育成プログラムの資金を使って、

                                                  
*12：我が国の主要国立大学法人における原子力工学系教員の年齢分布全分野については資料－３を参照。 
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見直しが実施された。 

（講義のネットワーク化 単位の共通化、互換化） 

 連携大学・大学院、遠隔地講義等のためには大学間の単位互換制度が専門教育において

も広範に取り入れられることが必要である。既に、体系的原子力教育や実験・実習の提供

を可能とするため、６大学と日本原子力研究開発機構による原子力教育大学連携ネットワ

ークでの共通講座開設や、原子力専門教育において不足している点を補い合い多様な人材

を育成する東京都市大学と早稲田大学による共同原子力専攻の新設等の動きがある。 

 日本原子力研究開発機構は、その設置法において、「原子力に関する研究者及び技術者

を養成し、及びその資質の向上を図ること」とされており、我が国の原子力に関する研究

者及び技術者の研修や大学等の学生を対象とした講義、実験、実習等、及び海外からの人

材育成要請にも積極的に貢献しており、今後も継続していくことが期待される。 

 現在、日本原子力研究開発機構は、大学との連携の他、アジア諸国の原子力人材育成に

も取組んでおり、こうした国内外の教育・研究機関とのネットワークの構築と運営によっ

て、人材育成が一層効果的、効率的に実施することが期待される。 

 また、人材の国際化の観点からは、語学等をふくめ、必要な教授人材、教材等は世界的

視野で確保することにより、原子力分野の教育・研究において世界のより高みを目指すこ

とも考えられ、教育資源の国際的連携を進めることが必要である。 

（原子力教育・研究施設の共同利用） 

 実験・実習等は、理論を多面的に理解し、学習や実務への動機付けのため非常に重要で

あるが、前述のように、原子力教育・研究施設は、原子炉や核燃料物質、放射性物質等を

取り扱うため、施設として限定され、また、一方で多くが原子力の黎明期に設置された教

育・研究施設であるため、老朽化が進み、必要な資金の確保や立地等の問題から、大学の

原子力関連教育・研究施設の維持・更新は難しくなっている。表３．１に我が国の研究用

原子炉等の状況を示す。大学の原子炉のうち、立教大学、武蔵工業大学（現在の東京都市

大学）のものは既に廃止され、東京大学の弥生炉も２年後には停止される予定であり、残

るものは近畿大炉と京大炉の二つだけである。このように原子力分野の教育・研究用施設

は限られているため、例えば、東京大学原子力専攻、京都大学原子炉実験所、近畿大学等、

個別のネットワークによる原子力施設の共同利用が実施されている。 
 

これらを推進するため、我が国全体の原子力施設利用のネットワークをコーディネート

し、海外の原子力施設の共同利用についても我が国の窓口となりうる機関が必要である。 

さらには、抜本的対策として、新たな教育・研究用原子力施設の設置についても検討し

ていく必要がある。 
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表３．１ 我が国の研究用原子炉・臨界実験装置等（廃止されたものを含む）の状況 
原子炉 

施設名 所有者 所在地 熱出力 初臨界 解体届 備考 

ＪＲＲ－１ ＪＡＥＡ 東海     50kW 1957. 8 1969.10 1978～原子炉公開 

ＨＴＲ 日立 川崎     100kW 1961.12 1975. 6 2007. 4廃止措置計画認可

原子力船むつ ＪＡＥＡ むつ      36MW 1974. 8 1992. 8 1996～原子炉公開 

ＪＰＤＲ ＪＡＥＡ 東海      90MW 1963. 8 1982.12 1996. 3跡地整地完了 

ＪＲＲ－２ ＪＡＥＡ 東海      10MW 1960.10 1997. 5 2006.11廃止措置計画認可

ＴＴＲ－１ 東芝 川崎     100kW 1962. 3 2001. 8 2007. 5廃止措置計画認可

立教大炉 立教大学 横須賀     100kW 1961.12 2002. 8 2007. 5廃止措置計画認可

武蔵工大炉 武蔵工大 川崎     100kW 1963. 1 2004. 1 2007. 6廃止措置計画認可

旧ＪＲＲ－３ ＪＡＥＡ 東海      10MW 1962. 9 1983. 3 改造 炉本体一括撤去 

ＪＲＲ－３ ＪＡＥＡ 東海      20MW 1990. 3   

ＪＲＲ－４ ＪＡＥＡ 東海     3.5MW 1965. 1   

ＮＳＲＲ 

 

ＪＡＥＡ 

 

東海 

 

300kW定常 

23GWパルス 

1975. 6 

 

  

 

ＪＭＴＲ ＪＡＥＡ 大洗     50MW 1968. 3   

ＨＴＴＲ ＪＡＥＡ 大洗      30MW 1998.11   

常陽 ＪＡＥＡ 大洗     140MW 1978.10   

近畿大炉 近畿大学 東大阪       1W 1961.11   

京大炉ＫＵＲ 京都大学 熊取       5MW 1964. 6   

東大炉弥生 東京大学 東海       2kW 1972. 7  2012. 3 停止予定 

ふげん ＪＡＥＡ 敦賀 165MWe 1979. 3  2003. 3 運転停止 

もんじゅ ＪＡＥＡ 敦賀    280MWe 1994. 4   

臨界実験装置 

施設名 所有者 所在地 熱出力 初臨界 解体届 備考 

ＡＨＣＦ ＪＡＥＡ 東海 50W 1961.10 1967.11 1979. 2廃止措置完了 

ＳＨＥ ＪＡＥＡ 東海 10W 1961. 1 1983 →ＶＨＴＲＣ 

ＶＨＴＲＣ ＪＡＥＡ 東海 10W 1985. 5 2000. 3 2006.11廃止措置計画認可

ＤＣＡ ＪＡＥＡ 大洗 1kW 1969.12 2002. 1 2006.10廃止措置計画認可

ＯＣＦ 日立 川崎 100W 1962.10 1974. 7 2003. 7廃止措置完了 

ＭＣＦ 三菱原子力 大宮 200W 1969. 8 1973.12 1974. 3廃止措置完了 

ＳＣＡ 住友原子力 東海 200W 1966. 8 1970.12 1971. 2廃止措置完了 

ＪＭＴＲＣ ＪＡＥＡ 東海→大洗 100W 1964. 9 1995.10 2003. 3廃止措置完了 

ＮＣＡ 東芝 川崎 200W 1963. 1   

ＴＣＡ ＪＡＥＡ 東海 200W 1962. 8   

ＦＣＡ ＪＡＥＡ 東海 2kW 1967. 4   

ＳＴＡＣＹ ＪＡＥＡ 東海 200W 1995. 2   

ＴＲＡＣＹ ＪＡＥＡ 東海 10kW 定常 1995.12   

   5GW 過渡   

ＫＵＣＡ 京都大学 熊取 1kW 1974. 8   

 
 

 

 ｂ．産業界への人材供給を指向する教育への転換の必要性 

 大学での工学部教育とは、そもそも産業界に有為な人材を供給することを目的としてい

た。現在の高等教育の主流は、大学院重点化の方針もあり大学院修士課程に移っている。

しかし、大学院では、これまで、教授と学生の閉ざされた徒弟制度を通じて、研究偏重の

大学教員養成を至上としてきた。学生は教授の研究や論文作成への貢献を強いられ、履修

する科目も指導担当教授の研究に偏したものとなりがちであった。一方、大学での定員削

減要求もあって大学教員は飽和状態となっており、産業界に対する人材供給に大学院教育

を切り替えざるを得なくなっている。このような切り替えは、博士課程修了者が、研究・

教育機関に限らず社会の多様な場で中核的人材として活躍することを求める中央教育審議
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会答申*13とも合致するものである。即ち、大学等は、実社会への貢献や実社会での処遇を

約束する魅力ある教育プログラムが提供できる体制に変革することが必要な時代となった

ことを意味する。そのため、大学等においては、研究のための科学技術専門教育の偏重か

ら、改めて産業人としての洞察力や理解力の涵養のための教育にも力を入れる必要がある。

また、産業界としても意欲と能力ある博士課程修了者を積極的に受け入れることを検討す

ることが必要である。 

 また、大学等が、各大学等の特性、機能や学生の進路に応じて実践的な教育を行うこと

も必要となっている。 

 

（４）技術継承 

 仕事がなければ工場は閉鎖され、技術者は離散し、それまでに蓄積された「知」が容易

に散逸した事例は枚挙に暇がない。 

 欧米の多くの国では、原子力発電所の新規建設が長い間途絶え、その間に原子炉メーカ

ーの技術者は離散し、原子力機器の製造工場は閉鎖された。「知」には、マニュアル化、文

章化することにより比較的維持・継承しやすく、技術基準、マニュアル、図面、仕様書、

教科書、技術論文等の形で社会に公開され、伝えることのできる「形式知」と、専門家、

研究者、技術者、熟練工の頭の中にだけあり、実務を通じてしか伝えることが困難な「暗

黙知」がある。「暗黙知」をできるだけ「形式知」化することにより維持・継承を確実にす

る努力は怠るべきではないが、「形式知」化できない「暗黙知」も多く存在する。また、「形

式知」であっても、体系化し、継承する努力を続けなければ的確な活用は難しくなる。 

 我が国では、幸いにして、原子力プラントの建設が現在に至るまで継続できたため、「形

式知」ばかりでなく「暗黙知」も維持・継承できてきた。このまま我が国の原子力に関す

る技術すなわち「形式知」と「暗黙知」を高水準に、我が国の強みとして確実に維持・継

承しつづけるための仕組みを確立しておくため、例えば、キャリアパスとして実務経験の

機会を計画的に与えることが必要である。 

 

（５）急速な国際化への対応 

 欧米諸国での原子力への回帰や新規の原子力導入国の増加等に伴い、原子力マーケット

の急速なグローバル化が進んでおり、この中で我が国の原子力産業界が生き残るには、積

極的な国際展開が必要である。 

 原子力新規導入国への原子力輸出では、プラント機器輸出のみならず、ファイナンス、

安全規制、規格・基準等の基盤整備、施設の運転や保守のための人材育成等も必要となる

ので、原子炉メーカーにとどまらず、原子力分野のリーディングカンパニーは、国と一体

となって国際化に取組む必要がある。即ち、我が国の原子力関係者全体の国際化が求めら

れている。このため、１章でも述べたように、原子力技術者には、コミュニケーション能

力、ディベート力、異文化への理解、国際的な原子力の諸課題への理解等が求められるこ

とになる。 

 我が国としては、産官学が連携し、教授人材、教材、施設等の資源を活用して、学校教

育から実務におけるＯＪＴまでを通した技術者、研究者等の育成体系が外から見え、かつ、

育成される人材の品質が保証できるものであることを示した上で、我が国の人材育成サー

ビスや人材育成システム等をグローバルな原子力市場に提供し、新規導入国での原子力人

材育成に貢献していくこととなる。 

新規導入国は、人材基盤が乏しく、教授人材の不足が予想されるので、国、大学等、研

究機関、産業界等広い分野の経験豊富なシニア人材が教授人材として活躍する場となるこ

とも考えられる。 

 

                                                  
*13 ：「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構築に向けて－答申」(中央教育審議会(平成

１７年９月５日)) 
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４．ネットワーク化、ハブ化 
 

 

○検討の結果、共通のキーワードとしてネットワーク（連携）とハブ（連携をコーディ

ネート）が抽出された 

 

・ネットワーク化のねらい 

  ①我が国の人材育成活動が横通し 

  ②各組織の人材育成活動の品質保証 

  ③我が国の人材育成体系の可視化 

 

・ネットワーク化の利点 

  ①情報、人、施設等の資源不足を補う 

  ②得意分野を持ち寄ることで、より高みを目指す 

  ③ニーズを的確に捉えたスピード感をもった対応が容易 

 

・教科、専門分野、職種、地域等さまざまな目的、機能に応じたネットワークが存在 

 

○我が国の原子力分野の人材育成全体の体系化、可視化のため、既存の人材育成やネッ

トワーク活動を横通しするネットワークとハブが必要 

 

 

（１）人材育成活動のネットワーク化、ハブ化の必要性と期待される効果 

 我が国において、人材育成活動は、主として各セクター及びそこに属する各組織の自主

的、自立的な活動として展開されている。このため、現状では、各組織が単独で広範な原

子力分野の体系的な教育を提供するには教授人材や教育・研究施設等の資源が不足せざる

を得ず、必要な教育を提供できなかったり、資源の活用にムダが生じたり、活動が重複し

たりする等、効果的、効率的な人材育成活動とはなっていない点が見受けられる。活動毎

に、その中心となって連絡調整するハブと活動の主体を結ぶネットワークがあれば、それ

ぞれの活動の不足を補い、より効果的・効率的な資源の活用ができ、かつ、各組織の得意

とする資源や活動を共有、連携することにより、より高みを目指した人材育成が可能とな

ると考えられる。 

 ネットワーク化により、①ネットワークに参加した各組織間で情報や人、施設等の共有

が容易となり、不足を補うと同時に、同じ効果を上げるために必要な資源の合理化が期待

できること、②得意分野を持ち寄ることにより、より高みを目指した活動が可能となるこ

と、③情報の共有により、ニーズを的確に捉えたスピード感をもった対応が取りやすくな

ること、等の利点を享受できる。 

 すでに、個別の必要性に基づき、情報の共有や施設の共同利用など要求される機能に応

じたネットワーク活動が部分的に実現している。これらのネットワーク活動は、それぞれ

のネットワークの自立性、自主性に任せることが基本であるが、段階毎に既存の人材育成

活動やネットワーク活動全体を大括りし、人材育成活動が横通しできるネットワークがあ

れば、更なる人材育成の効率化、高度化を図ることが可能と考えられる。 

 今後の原子力分野の人材育成のために期待される新たな活動には、各セクター内部や各

セクターを越えたセクター相互の連携と支援を前提にした計画が多数含まれており、こう

した横通しを可能とするネットワークを通じて原子力分野の人材育成全体の連携と支援も

必要となっている。 
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（２）人材育成に関するネットワーク活動の現状と評価 

 ａ．ネットワークに要求される機能 

 原子力分野の人材育成の取組は、初等中等教育段階から産業界の実務を担う技術者まで

非常に幅広い層を対象にしている。人材育成全体を見通した場合、教育段階に応じた適切

なエネルギー教育や原子力教育を提供する、立地地域の原子力関連産業に有用な人材を育

成する、国際展開に必要な人材を育成する、職種や専門技術分野に応じた教育・訓練を提

供する等、目的や機能に応じたネットワークの形態が考えられる。また、各ネットワーク

は横糸・縦糸の関係で相互に補完し、或いは連携しての活動が求められる。 

 各ネットワークには、ネットワーク参加各組織に対して、横断的、俯瞰的立場から、既

存の組織の活動を補い、情報の集約連絡調整機能を果たすこと、人的交流、教授人材の活

用、施設の共同利用、講義･教材の共同化等を進めること等ネットワークに期待される機能

をコーディネートするハブが必要である。ハブに委ねられた機能を果たすには、戦略を持

って取組む必要がある。 

 ハブ化、ネットワーク化により、我が国の人材育成活動の横通しができることにより、

各組織の人材育成活動の品質保証が容易となり、また、外からの我が国の人材育成体系の

可視化が可能となる。 

 

 ｂ．ネットワーク活動の現状 

人材育成のネットワーク活動は、現在、小中高校の初等中等教育段階や高専・大学・大

学院等の高等教育段階のそれぞれにおいて、教師間の連携、学校教育の支援、地域の連携、

施設の共同利用の連携、教育の共同実施の連携、実務知識・技量の連携、国際人材育成の

連携等、必要に応じて様々な目的・機能に応じた活動が既に実施されている。その例を以

下に示す。*14 

（ａ）エネルギー・環境教育のネットワークの例 

・エネルギー環境教育支援ネットワーク 

「エネルギー環境教育情報センター」 

１９８４年、政府・教育関係機関・エネルギー関係機関等の支援により設立さ

れた。学校教育や社会教育におけるエネルギー環境教育の推進を図るため、次

世代層や教育関係者を対象に、総合的な観点からエネルギー環境教育を実践す

る上で役に立つ各種教材・資料や様々な学習機会を提供している。 

センターの運営は、関係機関や専門家で構成する運営委員会を設置し、事業内

容や予算等について評価・検討している。 

エネルギー環境教育に関するカリキュラムの開発、各種補助教材の作成、先生

や児童・生徒を対象としたセミナー、施設見学会、体験学習会、各種コンクー

ルの実施等の事業を実施している。 

エネルギー環境教育に関心を持つ教育関係者の研究・交流の場として、「エネ

ルギー環境教育フォーラム」という会員組織を設け、機関紙の発行や全国各地

でシンポジウムを開催している。 

（ｂ）大学・大学院教育を中心としたネットワークの例 

・講義のネットワーク 大学間連携 

「原子力教育大学連携ネットワーク」 

金沢大学、東京工業大学、福井大学、茨城大学、岡山大学、大阪大学の６大学

と日本原子力研究開発機構は、原子力人材の育成を推進するため、原子力教育

大学連携ネットワークとして、｢共通講座｣を開設し、日本原子力研究開発機構

の施設を利用した学生実習プログラム等を実施している。 

                                                  
*14：人材育成のネットワーク活動事例については資料－１０を参照 
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・教授人材や施設の共用 

「東京都市大学と早稲田大学による共同原子力専攻（平成２２年４月設置予定）」 

早稲田大学と東京都市大学との連携に加え、産官学が一体となった教育を提供

する。実用の進展に対応する教育、研究を可能とし、基礎から技術倫理等まで

広範な知見を有する人材を育成する。 

「東京大学大学院工学系研究科原子力専攻」 

全国の大学の研究者に日本原子力研究開発機構の各種の共同利用施設を用いて

行う研究の機会を提供し、また研究をとりまとめている。 

・地域的なネットワーク 

「福井県 国際原子力人材育成センター(仮称)」 

福井県のエネルギー研究開発拠点化計画の一環として、福井県を原子力分野の

国際的な人材育成拠点にするため、アジアをはじめ世界各国から研修生らを受

け入れる総合窓口と位置付けられている。 

平成２１年度に、福井県、若狭湾エネルギー研究センター、国、電気事業者、

プラントメーカーが参加する国際原子力人材育成協議会を設立し、センターの

組織体制、研修プログラム等福井県独自の受け入れ態勢を検討する。 

平成２３年度～平成２４年度にかけて整備し、日本原子力発電(株)の原子力安

全研修施設、福井大学附属国際原子力工学研究所等と連携し、これらの施設を

有効活用する予定である。 

・産業界情報を提供するネットワーク 

「(社)日本原子力産業協会 原子力産業セミナー」 

平成１８年度より、理系学生を対象に、原子力産業に関する情報提供により、

原子力産業界の理解向上と、学生と企業の就職・採用活動の支援を目的に、合

同企業説明会方式で実施している。*15 

（ｃ）実務段階のネットワークの例 

・資格認定のネットワーク 

「日本原子力技術協会 保修に関する技量認定制度」 

原子力発電所の保修に関する技量認定制度を導入し、保修工事従事者の技量を

客観的に評価し認定することで技術を維持する。技量認定のための民間指針の

制定や、技量を評価するための試験問題の作成等の試運用を実施している。 

・継続研鑽実績登録のネットワーク 

「日本原子力学会 ＣＰＤ登録システム」 

技術者、研究者が、技術の確実な継承、 新の技術や知識の普及、高い職業倫

理の涵養等を可能とするよう自己研鑽に取り組むよう登録システムを構築した。 

（ｄ）国際人材のネットワークの例 

「アジア原子力教育ネットワーク(Asian Network for Education in Nuclear 

Technology（ＡＮＥＮＴ））」 

ＩＡＥＡが原子力知識管理活動として２００４年２月に設立。アジア（オース

トラリア、ニュージーランドを含む１５ヶ国が参加。我が国は不参加。協力機

関として東京工業大学が参加。アジア地域での原子力教育・訓練・研究の協力

のためのネットワーク。 

（ｅ）その他（社会の理解と信頼獲得に関連して）のネットワークの例 

・情報共有・情報公開のネットワーク 

「日本原子力技術協会 原子力施設情報公開ライブラリー ニューシア」 

原子力発電所や原子燃料サイクル施設の運転に関する情報やデータを広く共有

するため、データベースを作成し、インターネット上で公開している。 

                                                  
*15：原子力産業セミナーについては、資料－１１を参照。 
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（３）我が国の原子力分野の人材育成全体の体系化、可視化のためのネットワーク 

 既存のネットワーク活動は大きな効果が期待される重要な取組である。ただし、これら

の活動は、前述のように、個別の必要性に基づき、自主的、自立的な活動として実施され

ているものであり、すべての人材育成活動を網羅しているわけではない。これらのネット

ワーク活動を支援し、さらに範囲を拡げ、人材育成活動の体系化、相互の連携を図り、効

率化、高度化を進めていく必要がある。そのため、包括的なネットワークの導入が有効で

ある。こうした包括的ネットワーク導入の成果として我が国の原子力人材の育成体系の可

視化も期待できる。 

 そこで、人材育成の段階毎に、我が国全体を横通しする包括的なネットワークを想定す

ることが有用である。具体的には、理解と信頼の醸成活動のネットワーク、初等中等教育

への支援のネットワーク、高専・大学・大学院等高等教育のネットワーク、実務段階のネ

ットワーク、国際人材育成のネットワークの５つの包括的ネットワークである。さらに、

これら５つの包括的ネットワーク全体を統括するネットワークとハブを想定する。 

 これらの包括的なネットワーク、ハブについては、今後、その要否を含め、具体化を検

討していく必要がある。 

  

 人材育成活動を横通しする包括的なネットワーク化、ハブ化の全体像について図４．１

に例示する。 

 

 ａ．理解と信頼を醸成する社会的基盤段階のネットワーク 

 原子力についての必要性、将来性や夢を伝え、社会の原子力に対する理解と信頼を醸成

する活動は、広聴・広報活動と一体となった活動であり、既存の広聴・広報活動を含めた

ネットワーク化を図る必要がある。さらに、情報の提供について、公正、中立な第三者機

関からの情報発信についても検討することが必要である。 

 

 ｂ．初等中等教育段階のネットワーク 

 初等中等教育段階に期待されるエネルギー環境教育や科学的リテラシーを高める教育に

ついては、すでに、各種の支援や連携活動が行われている。ただし、それぞれが独立した

自主的、自立的活動のままである。そこで、新たに全体を横通しするネットワークとその

中心に連絡調整にあたるハブを設置することにより、既存の活動の過不足を検証し、その

結果、不足を補い、重複を解消することが可能となり、個々の活動の有効性、効率性を一

層高めることとなる。即ち、初等中等教育段階の教育を支援するネットワークとハブを設

置することが必要である。 

 

 ｃ．高専・大学・大学院等高等教育段階のネットワーク 

 大学等での原子力の専門教育の確保や原子力工学系以外の学生に対する原子力の魅力の

伝達が必要であり、講義のネットワーク化、教授人材の活用、原子力施設の共同利用等大

学間の連携がその解決策として有効である。しかし、我が国の大学は、大学の自主性の尊

重や自治の気風が強く、実態として連携はあまり進んでいない。そこで、大学間の意思疎

通を図り、大学間の連携を促進し、さらに、産業界等外部からの大学等への支援を調整で

きれば、大学等における人材育成の体系化、可視化、品質保証のために有効である。その

ため、高等教育段階のネットワークとハブを設置し、大学間および大学等と産業界の連携

を推進することが必要である。 

 

 ｄ．実務段階のネットワーク 

 技術者、研究者の専門知識の研鑽と意欲の維持のため、継続研鑽や資格取得を奨励する

共通の仕組みが必要である。また、現在、各セクター自身がそれぞれ独自に取組んでいる

技術継承のうち、共通化できる部分については、産官学の各セクターを越え、世代を越え

受け継いでいく基盤や仕組みを構築することが重要である。このため、産業界を中心に、
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大学、研究機関、学会等の連携を図ることが必要であり、ネットワークとハブを設置する

必要がある。 

 

 ｅ．国際人材育成のネットワーク 

 国際的に活躍できる人材の養成は、大学等教育機関での教育、産業界での実務、国際機

関や海外の大学への派遣等、さまざまな方法を組み合わせることが必要である。それには、

国際人材の養成を計画的かつ戦略的にも実施する必要があり、養成機関相互の連絡調整や

連携が重要となる。従って、ネットワーク化、及びネットワークの中心にあるハブによる

コーディネートが必要である。 

 

 ｆ．全体を統括するネットワークとハブの設置 

 以上の５つのネットワークの活動を統括して推進し、全体をコーディネートして、各活

動が協調して、全体の適正化を図っていくため、我が国の原子力人材育成活動の中心とし

て全体を統括するネットワークとハブを設置することが必要である。 

 

 全体を統括するネットワークとハブを含めた６つのネットワークは、ネットワークのあ

るべき姿として想定し、提言したもので、我が国において個別の必要性に基づき設置され

た既存の自主的、自立的ネットワーク活動やＩＡＥＡ等の国際機関によるネットワーク活

動を妨げるものではなく、むしろ、これらのネットワークと協調し、相互に補完しあって、

既存の活動を支援するためのものであることは言うまでもない。 

 原子力人材育成関係者協議会のこれまでの活動は、全体を統括するハブに期待される役

割そのものであると言える。 
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図４．１ 原子力人材育成活動のネットワーク化、ハブ化の全体像（例） 
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５．原子力分野の人材育成の取組方針 
 

 

○原子力分野の人材育成の取組方針を段階毎に整理 

 

・社会的基盤の段階 ：必要性、将来性、夢が伝わること 

・初等中等教育の段階：工学、エネルギー、原子力等への志向の育成 

           工学、エネルギー、原子力等の正確な知識の付与 

・高等教育の段階  ：生き方の意味や職業を考え、原子力を就職先に選択 

           専門的知識、判断力、思考力等の育成 

・実務の段階    ：原子力分野の発展に貢献、世界で活躍、キャリアアップ 

           専門的科学技術知識の研鑽、動機・意欲の保持 

・国際人材の育成、原子力新規導入国の人材育成： 

           原子力人材育成体系の可視化、人材育成システムの提供 

 

 

 人材に必要な知識、資質、能力は、教育機関や実務を通じて段階的に育成されている。

また、人材育成全体に共通する社会的基盤ともいうべき段階もある。したがって、社会的

基盤の段階、初等中等教育の段階、高等教育の段階、実務の段階の４段階に区分し、各段

階について人材育成の取組方針を提示する。 

 各段階は、職業に対する意欲や志向を育むキャリアデザイン面と職業人に必要な資質、

能力の育成の２面から特徴づけられる。段階毎に、１章、３章で抽出した課題への対応方

策を示した。 

 ４章で述べたように、各段階の活動を連携、協同により一層効果的、効率的に実施する

ため、ネットワーク化とハブの設立が重要である。段階毎の実施事項とネットワークにつ

いて図５．１に示す。 

 

 

（１）社会的基盤の段階 

 社会的基盤の段階は、広聴・広報活動と共通した部分があり、原子力に対する理解と信

頼を獲得することを目標に、コミュニケータやメディア等を通じて、原子力の必要性、安

全性、将来性、夢、原子力施設の安全・安定運転に努めていること等を広く社会に伝える

段階である。 

 原子力関係者は、情報の受け手の注意や関心を捉える情報を発信、提供することが必要

である。情報の伝え方について、メディアや当事者以外の公正、中立な第三者機関からの

情報発信、提供も検討課題である。 

 原子力に魅力を感じてもらえるよう夢を発信することが重要である。 

 国は、原子力政策大綱や原子力立国計画、高速増殖炉等の新技術開発計画や技術戦略マ

ップ等を公表すること、研究機関や産業界は、具体的原子力プロジェクトを確実に推進し

ていくこと、産業界は原子力プラントの輸出を実現すること等が必要である。また、放射

線利用等の原子力のもつ多面的利用が促進されることも重要である。 

 こうした取組には、オールジャパンでの連携、ネットワーク化が有効である。 

  

（２）初等中等教育の段階 

 原子力分野の技術者や研究者を育成するためには、まず、初等中等教育の段階において

は、科学的リテラシーを身につけ、進学先の選択において理系や工学系を志向してもらう

ことが必要である。 

 小中高校での理科、社会科、総合的学習の時間等におけるエネルギーや環境に関するバ

ランスのとれた教育、体験学習等を通じて、理系科目やエネルギー環境問題に関する理解
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を促進し、原子力をネガティブに捉えることなく、多くの若者に理系コースへ進学しても

らうこと、さらには、大学等の原子力工学系学科・専攻に優秀な人材が集まることが目標

となる。また、国際化の時代を迎え、コミュニケーション力やディベート力等を教育の初

期段階から磨くことも重要である。 

 新学習指導要領が確実に児童・生徒の授業に反映されることが必要である。 

 また、理科、社会科（地理歴史および公民）、総合的学習の時間を利用し、エネルギー環

境教育を行い、科学技術やエネルギーへの関心を育むことも必要である。 

 そのため、教科書出版会社への情報提供、教員への情報提供や研修機会の強化、補助教

材の提供等が必要である。 

 国や産業界は、これらの活動に対し適切に支援していく必要がある。 

 原子力のグローバル化にともなう国際的に活躍できる人材育成の重要性を踏まえれば、

コミュニケーション力やディベート力等の育成にも一層力を入れていく必要がある。 

 なお、今回の学習指導要領の改訂により、小学校第５学年と第６学年において英語の授

業が週１回実施される等、小学校の段階から国際化を踏まえた取組が具体化してきている。 

 エネルギー環境教育や理科教育、社会科教育など、科目ごとに複数の独立したネットワ

ーク化が図られ、活動が行われており、全体を統括するネットワークを設置することで、

相互の連絡調整が図られ、活動がより効果的、効率的に実施できることが期待される。 

 

（３）高等教育の段階 

 高等教育の段階は、必要な能力や専門知識を身につけ、職業を選択する段階である。 

 原子力分野の魅力が伝わり、挑戦すべき事柄が示され、仕事の意義等のやりがいが伝わ

ることにより、原子力工学系のみならず、機械、電気、化学等の基礎基盤分野の、国際的

にも活躍できる優秀な人材に、原子力分野を進路、職業の選択肢の一つに考えてもらえる

ことが目標である。 

 大学等の教育機関においては、産業界からのニーズも取り入れたコースワークの充実等

により洞察力や理解力等の資質の育成や必要な専門知識の習得が行われることが期待され

る。 

 国際的に活躍できる人材の視点からは、前段階から引き続き、コミュニケーション力、

ディベート力等をレベルアップしていくことが重要である。 

 高等専門学校では、原子力分野を専門とする学科を有する学校はないが、関係の深い機

械系学科、電気系学科等において、原子力について教育したり、学生の研究課題として取

り上げたりしている。あわせて、学生の進路選択のために原子力分野の魅力、やりがいに

ついて情報提供し、原子力分野を志向する動機付けとすることが必要である。 

 国の原子力人材育成プログラムにより、高等専門学校での原子力教育に対する支援が実

施され、原子力に関する教育は強化されてきており、高等専門学校自身の取組として定着

化していくことが必要である。 

 大学・大学院の原子力工学系学科・専攻においては、教授人材の高齢化が進み、退職し

ていく一方で、若手研究者は減少しており、教授人材の確保が必要となっている。また、

教育・研究用施設の老朽化も進んでおり、体系的原子力専門教育を提供するには、国内外

を問わず教授人材や講義、施設の共同利用等連携を進める必要がある。また、インターン

シップや産業説明会等により、学生のキャリアデザインを支援することも重要である。 

 大学の特徴的な研究分野や地域性を生かした取組や、学生の進路を考慮した取組も期待

される。 

 進路選択前の学生や、原子力工学系以外の学生に、原子力技術の概要や原子力分野の社

会的意義、取組むべき課題、魅力等を伝え、幅広く原子力分野を志向する動機付けをする

ことが必要である。 

 こうした取組について、産官学は、連携し、強化していくことが必要である。 

 我が国原子力産業のグローバル化が進展しており、学生時代から国際経験を積み、コミ

ュニケーション力やディベート力等を強化し、国際的に活躍する意欲を持った人材を育成
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することの重要性が一層高まっている。 

 既に、大学等では一部の科目について英語で講義が実施されているところもある。講義

での英語の使用は、学生のコミュニケーション能力を高めるとともに、留学生に対する言

葉の障壁を取り除き、講義の世界的ネットワーク化や教授人材の獲得を容易にするもので

ある。 

 我が国の大学等においては、主としてそれぞれの不足を補うため、大学等相互間や大学

と研究機関の個別のネットワーク化が進められている。国や産業界からの支援についても

ネットワークに取り入れ、それぞれの得意分野を持ちより、活動の効果を高めることを通

して、教育や研究のより高みを目指し、世界の教育機関に伍していくことが期待される。 

 

（４）実務の段階 

 実務の段階では、技術者、研究者が、実務、研究に就き、実力を磨き、世界のトップレ

ベルを目指す段階である。 

 技術者や研究者が原子力分野で実力を育成あるいは如何なく発揮し、原子力分野の発展

に貢献し、国際的にも活躍することが目標である。 

 国際人材の育成の観点からは、コミュニケーション能力やディベート力等を実務を通じ

て磨き、世界の原子力安全規制や規格・基準、あるいは、保障措置、核セキュリティ等の

原子力固有のグローバルな課題に精通することも求められる。 

 原子力分野の企業、教育研究機関等への就職後の実務段階の人材育成は、実務を通じて

行うことが基本であるが、必要に応じて社内外の教育・訓練プログラム等を活用したり、

資格取得を活用したりしながら、継続研鑽を図り、技術継承を確実に計画的に進めていく。

また、原子力分野は、社会的に極めて注目されており、コンプライアンス教育や倫理教育

も重要である。 

 我が国の技術を世界の標準類に反映させたり、逆に、世界標準を我が国の規格・基準に

適切に取り入れたりすることは、原子力安全確保や我が国原子力産業の国際展開のために

重要である。 

 国際標準策定活動以外にも、国際機関や国際会議等での積極的な活躍が我が国の国際貢

献上で重要であり、国際機関に勤務した人材の帰国後の活躍の場の可視化を図り、有為の

人材の国際的活躍を促進し、我が国の国際貢献を強化してことが必要である。 

 

（５）国際人材の育成および原子力新規導入国の人材育成 

 国際人材の育成は、前述の各段階を横通ししている人材育成活動であり、小中高校から

大学等におけるコミュニケーション能力やディベート力の育成、専門的知識の学習や国際

人としての動機付けの上に、技術者や研究者としての実務経験や研修を通じて育成される

ことになる。 

 また、原子力新規導入国の人材育成への貢献では、我が国の原子力分野の技術者、研究

者の育成体系を整理し、可視化することにより、新規導入国の信頼を得、新規導入国から

の人材の受入れを容易化するとともに、新規導入国での人材育成体系構築に積極的に提案、

参画することが可能となる。 

 新規導入国にとって関心の高い部分は、特に、高等教育の段階と実務の段階と考えられ、

これらの人材育成体系を可視化することは急務である。 

 こうした新規導入国の人材育成への参画には、産官学の連携、協同が重要である。 

 新規導入国からの留学、研修受け入れや、新規導入国への教授人材の派遣等を通じて、

新規導入国の原子力分野の人材が育成され、育成された人材には、新規導入国における原

子力の発展に尽くすことや、国際機関や他の国の原子力分野においてグローバルに活躍す

ることが期待される。 

 新規導入国における原子力分野の人材育成のニーズは、規制者、研究者、技術者から現

場技能者、さらには、社会とのコミュニケータまでを含む幅広いものであり、ニーズに応

じて柔軟かつ適切に対応することが必要である。 
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      図５．１ 人材の育成段階毎のねらい、実施事項とネットワーク 

 

 

【原子力分野の発展に貢献、世界で活躍、キャリアアップ】

【生き方の意味や職業を考え、原子力分野を就職先に選択】

【工学、エネルギー、原子力等への志向の育成】

（キャリアデザイン面） （資質・能力面）

【専門的知識、判断力、思考力等の育成】

【客観的な価値観を持った工学、エネルギー、
原子力等への知識の付与】

【専門的科学技術知識の研鑽、動機・意欲の保持】

段階毎の実施事項とネットワーク化

【必要性、将来性、夢が伝わる】

エネルギー環境教育のカリキュラムへの取り入れ

新学習指導要領に基づいた授業の確実な実現

新学習指導要領に基づいた授業

オープンキャンパス等による工学系への魅力の回復

教科書出版会社への情報提供
教員への情報提供や研修機会の強化

受け手の注意、関心を捉える情報発信
具体的原子力プロジェクトの確実な推進

原子力産業の国際展開の実現

産業説明会やインターンシップを通じた情報提供

原子力職場の活力維持

原子力以外の学生に原子力基礎教育提供
教授人材の確保、教育貢献に関する評価基準の明確化

国、産業界からの支援、支援のネットワーク化

初等中等教育への国や産業界から支援と支援のネットワーク

国、産業界からの支援、支援のネットワーク化
教授人材、教科書、教育・研究施設の連携、共用化、国際連携
大学の機能、特性に応じた実践的教育

国際的キャリアパスや帰国後の処遇の可視化

シニア人材の活用

シニア人材の活用

原子力分野の技術継承の仕組みの確立

産業説明会やインターンシップを通じた情報提供

分野、機能に応じたネットワーク

高等教育への国や産業界から支援と支援のネットワーク

実務段階のネットワーク

理解と信頼の醸成活動のネットワーク
（社会的基盤の段階）

（初等中等教育段階）

（高等教育段階）

（実務段階）
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６．原子力分野の技術者、研究者の育成、人材基盤の確保のための提言 

 

 これまでに導かれた、実施することが必要な課題を提言として取りまとめる。 

 

提言１ 理系、特に工学系への進学者を増やすための初等中等教育への取組の強化 

・エネルギー環境教育のカリキュラムへの取り入れ 

・新学習指導要領に基づいた原子力発電や放射線教育に関する授業の実施 

・上記授業実施のための支援の充実強化と支援の効率的運用のためのネットワーク化 

・オープンキャンパス等により高校生に原子力の魅力を伝え、工学系、特に原子力工学系

への関心を高める 

 

提言２ 原子力の必要性、安全性等の正確な知識の教育、伝達 

・教科書出版会社への正確な情報の提供 

・教員への正確な情報の提供や研修機会や支援の強化とネットワーク化による効果的実施 

・副読本・補助教材の提供、出前授業等の支援の充実・強化とネットワーク化による効果

的実施 

・受け手の注意、関心を捉える情報発信 

 

提言３ 原子力の技術、研究、産業等の魅力、将来性を社会、特に若い世代に伝達し、学

生の進路選択に際し原子力への志向性を向上 

・原子力が今後世界的に大きく拡大していくことの社会や児童、生徒、学生への普及活動 

・具体的な原子力プロジェクトの確実な進展、特に、我が国原子力産業の国際展開の実現 

・学生への産業説明会やインターンシップを通じた情報提供 

・活力ある原子力職場の実現 

・原子力工学系以外の学生への原子力基礎教育の提供 

 

提言４ 原子力専門教育の体系再構築と充実強化 

・基礎・基盤分野の教授人材の確保、育成 

・教授人材確保の観点から教育貢献に関する評価基準の明確化 

・産業界から共同研究、講師派遣、施設見学会開催等の教育支援の強化、充実 

・講義の単位共通化等講義や教授人材のネットワーク化 

 

 ○原子力分野の技術者、研究者の育成、人材基盤の確保のための提言 

 

 １ 理系、特に工学系への進学者を増やすための初等中等教育への取組の強化 

 ２ 原子力の必要性、安全性等の正確な知識の教育、伝達  

 ３ 原子力の技術、研究、産業等の魅力、将来性を社会、特に若い世代に伝達し、

学生の進路選択に際し、原子力への志向性を向上 

 ４ 原子力専門教育の体系再構築と充実強化 

 ５ 国際人材の養成 

 ６ 原子力新規導入国への国際展開に対応する人材育成体制の整備 

 ７ 原子力分野の技術継承の仕組みの確立 

 ８ 人材育成活動の機能に応じたネットワーク化やその中心となってコーディネ

ート、コントロールするハブ設立の推進 

 ９ 我が国原子力人材育成の体系化と可視化 

１０ 原子力人材育成を戦略的に進めるための中核的恒常機関（原子力人材育成全体

のハブ）の設立 
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・教育・研究用原子力施設の共同利用による実験、体験機会や内容の充実とネットワーク

化 

・教科書、教授人材、教育研究用施設等教育資源の国際連携 

・各大学の専門性、得意分野を活かす等特色ある大学の取組に対する支援（選択と集中） 

・原子力施設が立地する地域の大学、研究施設、産業の連携を生かした先端技術から実践

までの幅広い教育の実施 

 

提言５ 国際人材の養成 

・国際機関で働く日本人職員の増加、国際会議への積極的参画 

・国際的キャリアパス、帰国後の処遇の可視化 

・国際的教育活動への参加支援、英語による授業等の環境整備 

・専門技術分野に加え、国際感覚を備え、原子力固有の国際的共通課題について知見を有

する人材の養成 

 

提言６ 原子力新規導入国への国際展開に対応する人材育成体制の整備 

・原子力新規導入国への人材育成方策の提案のための我が国人材育成体系の整理 

・原子力新規導入国技術者育成のための、受入れ、教授人材派遣体制の整備 

 

提言７ 原子力分野の技術継承の仕組みの確立 

・原子力技術に関する暗黙知の形式知化推進による技術継承の確実化 

・原子力技術に関する形式知と暗黙知を維持・継承する仕組みの確立 

 

提言８ 人材育成活動の機能に応じたネットワーク化やその中心となってコーディネート、

コントロールするハブ設立の推進 

・人材育成活動を教育段階、専門領域、施設、人的資源、地域等の視点からのネットワー

ク化の推進 

（ネットワークの例） 

大学間の共通講座のネットワーク、大学等の教育・研究施設共同利用のネットワーク、

初等中等教育支援のネットワーク、実務段階の研修支援のネットワーク、 

国際人材育成のネットワーク、等 

・個別ネットワークの中心のハブの設立 

 

提言９ 我が国の原子力人材育成の体系化と可視化 

・育成段階毎に活動を横通しするネットワークと全体を統括するネットワークの導入によ

る原子力人材育成の体系化、原子力人材の品質保証 

・原子力人材育成の総合的連携化の成果としての外部からの可視化 

 

提言１０ 原子力人材育成を戦略的に進めるための中核的恒常機関（原子力人材育成全体

のハブ）の設立 

・要員や予算が配分され、産官学を強力に調整する中核機関を設立 

・中核機関は、個別活動の自主性・自立性を尊重しつつ、全体調整と対外的窓口の役割 

 

 原子力人材育成関係者協議会の活動は、産官学の関係者がボランタリーに集まり、検討

を続けてきた。原子力分野の技術者や研究者を育成していくため、 近の状況変化をも踏

まえた対応方策を実現するためには、要員や予算が配分され、産官学を強力に調整できる

常設の機関（ハブ）により実施していくことが必要な段階となった。 

 常設の機関（ハブ）は、我が国の原子力分野の人材育成活動全体を調整し、グローバル

な人材育成の窓口となる。初等中等教育段階、高等教育段階、実務段階と、それに同時並

行する国際的に活躍する人材育成活動のネットワークを包含し、それぞれの、または、相
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互間のネットワークを通じて、人、モノ、金の資源配分をコーディネートし、計画的で合

理的なものとし、全体として適正化を図ることが期待される。ある特定の目的のために設

立され活動しているネットワークを含め、個々の活動について自主性、自立性が尊重され

ることは言うまでもない。 

 従って、協議会の活動は、常設の機関に発展的に引き継がれていくこととする。 
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おわりに 
 

 本報告書には、平成１８年度からの「原子力人材育成関係者協議会」の活動により得ら

れた成果をまとめ、今後の原子力分野の技術者、研究者の幅や厚みを確保し、技術や知を

維持・継承していくための提言を行った。 

 本報告書の中で最も重要なものは、それぞれの人材育成活動を適正化するためにネット

ワーク化すること、ネットワークの中心には活動の適正化のためのハブが必要であること、

及び、人材育成体系全体を統括する中核的恒常機関（原子力人材育成全体のハブ）を設置

することの提案である。全体を統括する組織としては、要員と予算を持つ常設の機関が相

応しい。従って、協議会の活動はこの常設の機関に引き継がれ、提言が具体化されていく

ことを期待する。 

 原子力人材を取り巻く環境は「原子力人材育成の在り方研究会」の後継会議体として協

議会が発足した当時から変化してきている。これらの変化に関わりなく有効な中長期的な

取組方針や提言も多いが、各国活動の国際化等*16最近の状況変化を踏まえた提言もある。

品質が保証された技術者、研究者を組織的、体系的、効果的、効率的に養成できる体制を

確立し、その状況が外部から見えるようにすることは、国際化の時代には必須の課題であ

る。我が国が世界の原子力分野の技術者や研究者の育成の中核となることを期待するもの

である。 

 

 なお、協議会に当初提起された１１課題*17は、課題の軽重にとらわれずに、各委員から

の提案のあったものをそのまま列挙したものであった。このうち、重要と判断されるもの

については、本報告書に包含して報告されている。従って、協議会におけるこれらについ

ての検討は終了することとする。 

 「原子力分野の人材に係る定量データ」は、本報告書が提言する中核的恒常機関に引き

継がれ、定期的に更新していくこととする。 

 

 最後に、本報告書の取りまとめにあたり、多くの方にご協力をいただいた。ここに、心

より感謝の意を表するものである。 

                                                  
*16 : フランス、韓国、ロシアそれぞれが他国人も受け入れ可能な原子力技術者教育機関を準備し，その

ことを国際的に発信していること等 
*17： 資料－１ 課題一覧 参照 
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原子力人材育成関係者協議会及び原子力人材育成ロードマップ作業会名簿 
 

１．「原子力人材育成関係者協議会」名簿 （区分内五十音順、敬称略） 

（１）座 長 
 服部 拓也  （社）日本原子力産業協会 理事長 

 
（２）学識経験者（原子力学会及び高専関係者を含む。） 
  ＜大学＞ 

工藤 和彦  九州大学 高等教育開発推進センター 特任教授 
 小林 英男  横浜国立大学 安心・安全の科学研究教育センター 客員教授 

班目 春樹  東京大学 大学院 工学系研究科 原子力専攻 教授 
森山 裕丈  京都大学 原子炉実験所 所長 

    
＜学会＞ 

 飯井 俊行  （社）日本原子力学会 教育委員会 委員 
        （福井大学大学院工学研究科 原子力・エネルギー安全工学専攻 教授） 

 
   ＜高等専門学校＞ 
 小田 公彦  （独）国立高等専門学校機構 理事 

 
（３）電気事業者 

工藤 健二  東京電力（株） 執行役員 原子力・立地業務部長（第 7回まで） 
 伊藤 眞一  東京電力（株） 原子力・立地業務部長（第 8回より） 
 辻倉 米蔵  電気事業連合会 顧問（原子力技術担当）、関西電力（株） 顧問 

 
（４）原子力関連メーカー 

河原 暲   （株）日立製作所 電力グループ 技師長（第 5回まで） 
 小澤 通裕  日立ＧＥニュークリア・エナジー（株） 技術主管（第 6回より） 

鈴木 成光  三菱重工業（株） 原子力事業本部 原子力技術部長 

       （第 7回まで） 
遠山 眞   三菱重工業（株） 原子力事業本部 原子力技術部長 
       （第 8回より） 
前川 治   （株）東芝 電力システム社 統括技師長 

 
（５）国（文部科学省、経済産業省、内閣府） 

新井 憲一  経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官  

        （第 5回まで） 
上田 洋二  経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官 
       （第 6回より） 
山田 知穂  経済産業省 原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課長 

       （第 5回まで） 
大村 哲臣  経済産業省 原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課 課長 

     （第 6回より） 
片岡 洋   文部科学省 高等教育局 専門教育課 企画官（第 1回まで） 

坂口昭一郎  文部科学省 高等教育局 専門教育課 企画官 

      （第 2回より第 7回まで） 
神田 忠雄  文部科学省 高等教育局 専門教育課 企画官（第 8回より） 
高橋 泰三  経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課長 

       （第７回まで） 
三又 裕生  経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課長 
       （第 8回より） 
山野 智寛  文部科学省 研究開発局 原子力計画課長 （第７回まで） 
田口 康   文部科学省 研究開発局 原子力計画課長 （第 8回より） 
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黒木 慎一  内閣府 政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付 

参事官（原子力担当）(第 5回まで) 

土橋 久   内閣府 政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付 

参事官（原子力担当）（第 6回より第 7回まで） 
 中村 雅人  内閣府 政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付 

参事官（原子力担当）（第 8回より） 
 
（６）研究機関、その他団体 

杉本 純   （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 
八束 浩   （社）日本原子力産業協会 常務理事 

 
（７）事務局 
   （社）日本原子力産業協会 政策推進部  
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２．「原子力人材育成ロードマップ作業会」名簿 

（メンバー五十音順、敬称略） 

 

主査 辻倉 米蔵 電気事業連合会 顧問（原子力技術担当）、関西電力（株）顧問 

 

新井 憲一 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力政策課 原子力政策企画官 

  (～2008.6) 

生田 優子 (独)日本原子力研究開発機構 原子力研修センター(～2008.4) 

今井 里如 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力政策課 課長補佐 

上田 欽一 （社）日本原子力産業協会 政策推進部 主任 

上田 洋二 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力政策課 原子力政策企画官 

  (2008.7～) 

氏田 博士 (財)エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部 主管研究員 

内田 誠  三菱重工業(株) 原子力事業本部 原子力技術部  原子力技術企画課  

主席技師 

 大串 直人 東京電力(株) 原子力・立地業務部 総括グループ 副長（2008.7～） 

垣田 浩一 東京電力(株) 原子力・立地業務部 総括グループ 副長（～2008.6） 

金子 正人 (財)放射線影響協会 顧問 

川﨑 哲史 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 課長補佐 

川田 能成 日立ＧＥニュークリア・エナジー(株) 国際協力室 主任技師 

木藤 啓子 （社）日本原子力産業協会 政策推進部 主管（2009.7～） 

熊田 忠真 （独）原子力安全基盤機構 企画部 調査役（2009.2～） 

齋藤 昌之 関西電力(株) 原子力事業本部 原子力企画グループ マネジャー 

清水 健  電気事業連合会 原子力部 副部長 

杉本 純  日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長(～2008.4) 

多田 克行 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 課長補佐 

次田 彰  文部科学省 研究開発局 原子力計画課 課長補佐 

長﨑 晋也 東京大学大学院 工学系研究科 原子力専攻 教授 

波多野 守 (財)エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部 参事 

橋場 隆  (株)原子力安全システム研究所 社会システム研究所 

原 秀策  （社）日本原子力産業協会 政策推進部 マネージャー（2009.7～） 

村上 浩史 東京電力(株) 原子力品質・安全部 部長（2009.2～） 

村上 博幸 日本原子力研究開発機構 原子力研修センター 次長(2008.4～) 

村田 扶美男 日立ＧＥニュークリア・エナジー(株) 国際協力室長 

森  建二 (株)東芝 電力システム社 原子力事業部 技監 

門真 和人 文部科学省 研究開発局 原子力計画課 専門官(2008. ～) 

山本 晋児 (社)日本原子力産業協会 政策推進第２部 リーダー(～2009.6) 

結城 則尚 原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課 課長補佐(2008. ～) 

横田 純一 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 原子力政策課 課長補佐 

        (～2009.6) 

吉野 昌治 原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課 課長補佐(～2008. ) 

渡邉 浩人 文部科学省 研究開発局 原子力計画課 総括係長(～2008. ) 
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３．「原子力人材育成関係者協議会」検討経過 

 

(1) 「原子力人材育成関係者協議会」第 1回協議会  

・ 日 時 ： ２００７年９月１４日（金）１０：００～１２：００ 

・ 場 所 ： 経済産業省 本館 １７階・西２ 国際会議室 

   ・ 議 事 ： 

①実施要領の説明（原産協会） 

②「産学人材育成パートナーシップ」の推進について 

（人材育成協議会の位置付けに関する提案） 

＜説明：敬称略＞ 

二タ村 森 経済産業省 産業技術環境局 大学連携推進課 

産業人材企画調整官  

③平成 20 年度原子力人材育成プログラム実施方針の説明 

＜説明：敬称略＞ 

山野 智寛 文部科学省 研究開発局 原子力計画課長 

新井 憲一 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官 

④課題の確認 

(ⅰ)人材育成の中長期的ロードマップやビジョンの作成 

＜説明：敬称略＞ 

辻倉 米蔵 関西電力（株） 常務執行役員 

(ⅱ)原子力分野の人材需給及び就職状況等に係る定量的分析 

＜説明：敬称略＞ 

河原  暲 （株）日立製作所 電力グループ 技師長 

新井 憲一 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官 

    ⑤安全基盤小委員会で提起された課題について 

＜説明：敬称略＞ 

山田 知穂 経済産業省 原子力安全・保安院  

原子力安全技術基盤課長 

⑥協議会メンバーの決定、課題の選定･優先順位の決定、作業会主査の決定 

 

(2) 「原子力人材育成関係者協議会」第２回協議会  

・ 日 時 ： ２００７年１１月１９日（月）１４：００～１６：００ 

・ 場 所 ： 経済産業省 別館 ３階 第４特別会議室 

   ・ 議 事 ： 

①「産学人材育成パートナーシップ」第 1回全体会議の報告（経済産業省） 

②課題の確認 

(ⅰ) 基盤技術分野の研究者の評価に関する課題 

＜説明：敬称略＞ 

飯井 俊行 原子力学会 教育委員会委員（福井大学大学院工学研究科 教授） 

(ⅱ) 奨学金に関する課題 

＜説明：敬称略＞ 

飯井 俊行 原子力学会 教育委員会委員（福井大学大学院工学研究科 教授） 

(ⅲ) 人材育成に関する国際対応 

＜説明：敬称略＞ 

杉本 純  日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

    ③対応方針、検討状況の確認 

(ⅰ) 人材育成の中長期的ロードマップやビジョンの作成 

＜説明：敬称略＞ 

辻倉 米蔵 関西電力（株） 常務執行役員 
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(ⅱ) 原子力分野の人材需給及び就職状況等に係る定量的分析 

＜説明：敬称略＞ 

河原  暲 （株）日立製作所 電力グループ 技師長 

 

(3) 「原子力人材育成関係者協議会」第３回協議会  

・ 日 時 ： ２００８年 １月３０日（水）１４：００～１６：００ 

・ 場 所 ： 三田共用会議所 

   ・ 議 事 ：       

①原子力人材育成プログラムおよび産学人材育成パートナーシップについて 

(ⅰ) 平成 20 年度原子力人材育成プログラム実施方針（案）について 

(ⅱ) 産学人材育成パートナーシップへの報告について 

＜説明：敬称略＞  

新井 憲一 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官 

渡邉 浩人 文部科学省 研究開発局 原子力計画課 総括係長 

②課題の確認 

(ⅰ) 原子力専門家人材マップ 

(ⅱ) 人材ニーズに関する情報発信 

(ⅲ) 基盤的活動に対する社会的貢献に係る評価 

＜説明：敬称略＞  

山田 知穂  経済産業省 原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課長 

    ③検討状況の確認 

(ⅰ) 原子力分野の人材需給及び就職状況等に係る定量的分析  

＜説明：敬称略＞  

河原  暲 （株）日立製作所 電力グループ 技師長 

(ⅱ) 人材育成の中長期的ロードマップやビジョンの作成    

＜説明：敬称略＞  

辻倉 米蔵 関西電力（株） 常務執行役員 

 

(4) 「原子力人材育成関係者協議会」第４回協議会 

・ 日 時 ： ２００８年 ４月 ８日（火）１４：００～１６：００ 

・ 場 所 ： 経済産業省・本館１７階 第１特別会議室 

   ・ 議 事 ：       

①人材育成パートナーシップ全体会議への報告について 

（ⅰ）各分科会からの報告について 

＜説明：敬称略＞ 

新井 憲一 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 企画官 

②報告書（骨子案）について 

＜説明：敬称略＞ 

山本 晋児 事務局 

③原子力分野の人材に係る定量的分析について 

＜説明：敬称略＞ 

河原  暲 （株）日立製作所 電力グループ 技師長 

④原子力人材育成ロードマップに関する中間報告 

＜説明：敬称略＞  

辻倉 米蔵 関西電力（株） 常務執行役員 
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(5) 「原子力人材育成関係者協議会」第５回協議会 

・ 日 時 ： ２００８年 ６月 ５日（火）１４：００～１６：１５ 

・ 場 所 ： 経済産業省・別館３階 第３４６会議室 

   ・ 議 事 ：       

①原子力人材育成シンポジウムの開催結果報告 

＜説明：敬称略＞ 

河原  暲 （社）日本原子力学会 会長 

②原子力分野の人材に係る定量分析ＷＧについて 

＜説明：敬称略＞ 

河原  暲 （株）日立製作所 電力グループ 技師長 

③原子力人材育成ロードマップについて 

＜説明：敬称略＞  

辻倉 米蔵 関西電力（株） 常務執行役員 

④原子力教育訓練に関する国際会議（NESTet2008）出席報告 

＜説明：敬称略＞  

杉本 純  日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

 

(6)「原子力人材育成関係者協議会」第６回協議会 

・ 日 時 ： ２００８年１２月１６日（火）１３：３０～１５：４０ 

・ 場 所 ： 経済産業省本館１７階 国際会議室 

・ 議 事 ：       

①「原子力人材育成関係者協議会 報告書 平成 21 年版（素案）」の確認 

(ⅰ)「原子力人材育成に向けた取組の方向性（素案）」の確認  

＜説明：敬称略＞  

辻倉 米蔵 電気事業連合会 顧問 

波多野 守 (財)エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 参事 

(ⅱ)「人材育成に関する国際対応作業会」に関する部分の確認 

＜説明：敬称略＞  

杉本 純 （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

③各作業会進捗状況確認 

(ⅰ)「奨学金・研究者評価作業会」の進捗状況確認  

＜説明：敬称略＞  

森山 裕丈 京都大学大学院工学系研究科原子核工学専攻 教授  

(ⅱ)「原子力専門家人材マップ等作業会」の進捗状況確認  

＜説明：敬称略＞  

大村 哲臣 経済産業省原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課長 

 

(7)「原子力人材育成関係者協議会」第７回協議会 

・ 日 時 ： ２００９年３月１１日（火）１３：００～１５：１５ 

・ 場 所 ： 経済産業省本館１７階 国際会議室 

・ 議 事 ：       

 ①「原子力人材育成関係者協議会 報告書 原子力人材育成に向けた取組（案）」

の確認 

      (ⅰ)「原子力人材育成に向けた取組（案）」全体の確認 

＜説明：敬称略＞  

      辻倉 米蔵 電気事業連合会 顧問 

      (ⅱ)人材育成に関する国際対応作業会に関する部分の補足説明 

＜説明：敬称略＞  

杉本 純 （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 
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     ②各作業会進捗状況確認 

      (ⅰ)「奨学金・研究者評価作業会」の進捗状況確認 

      ＜説明：敬称略＞  

森山 裕丈 京都大学大学院工学系研究科原子核工学専攻 教授  

      (ⅱ)新学習指導要領に基づく小中学校教科書のエネルギー関連記述に関する

提言」について 

      ＜説明：敬称略＞  

      工藤 和彦  九州大学 高等教育開発推進センター 特任教授 

      (ⅲ)「原子力専門家人材マップ等作業会」の進捗状況確認 

      ＜説明：敬称略＞  

大村 哲臣 経済産業省原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課長 

 

(8)「原子力人材育成関係者協議会」第８回協議会 

・ 日 時 ： ２００９年１２月４日（金）１４：００～１６：００ 

・ 場 所 ： 日本原子力研究開発機構 東京事務所 第１会議室 

・ 議 事 ：       

   ①各作業会の進捗状況について 

   (ⅰ)「ロードマップ作業会」の進捗状況について 

      ＜説明：敬称略＞ 

辻倉 米蔵 電気事業連合会 顧問 

   (ⅱ)「国際対応作業会」の進捗状況について 

      ＜説明：敬称略＞ 

杉本  純 （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

     ②国からの提案・説明等について 

 (ⅰ)「原子力政策大綱に示される「人材の育成・確保」に関する政策の 

評価について 

 ＜説明：敬称略＞ 

藤原 志保 内閣府 原子力政策担当室 政策統括官（科学技術政策・

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ担当）付参事官（原子力担当）付 参事官補佐 

 (ⅱ)「国際原子力人材育成イニシアチブ」について 

    ＜説明：敬称略＞ 

田口  康 文部科学省 研究開発局 原子力計画課 課長 

     (ⅲ)「経済産業省 原子力人材育成プログラム」について 

        ＜説明：敬称略＞ 

多田 克行 経済産業省 資源エネルギー庁 原子力政策課 課長補佐 

 (ⅳ)「原子力専門家人材マップ」の作成について 

    ＜説明：敬称略＞ 

大村 哲臣 経済産業省 原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課長 
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(9)「原子力人材育成関係者協議会」第９回協議会 

・ 日 時 ： ２０１０年２月２５日（木）１０：００～１２：００ 

・ 場 所 ： 航空会館２階２０１会議室 

・ 議 事 ：       

  ①「国際対応作業会報告書（案）」について 

     ＜説明：敬称略＞ 

杉本  純 （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

   ②「ロードマップ作業会報告書（案）」について 

     ＜説明：敬称略＞ 

辻倉 米蔵 電気事業連合会 顧問 

 

(10)「原子力人材育成関係者協議会」第１０回協議会 

・ 日 時 ： ２０１０年３月３０日（火）１４：００～１６：００ 

・ 場 所 ： 航空会館２階２０１会議室 

・ 議 事 ：  

①「原子力人材育成に関する国際対応作業会報告書（案）」について 

  ＜説明：敬称略＞ 

杉本  純 （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

 ②「原子力人材育成関係者協議会報告書（案）」について 

＜説明：敬称略＞ 

辻倉 米蔵 電気事業連合会 顧問 

③「原子力人材育成ネットワークの設立について（案）」について 

  ＜説明：敬称略＞ 

田口  康 文部科学省 研究開発局 原子力計画課長 

    ④「IAEA アブダビ人材育成国際会議について」 

＜説明：敬称略＞ 

杉本  純 （独）日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長 

    ⑤「日本原子力学会の「新学習指導要領に基づく高等学校教科書のエネルギー関

連記述に関する提言」 

＜説明：敬称略＞ 

工藤 和彦 九州大学 高等教育開発推進センター 特任教授 
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４．「原子力人材育成ロードマップ作業会」検討経過 

 

（１）第１回 ２００７年１０月 ９日（火）１０：００～１２：００  

       於 関西電力東京支社 

   ・ロードマップ作成にあたって調査、作業会の今後の進め方について 

（２）第２回 ２００７年１１月 ２日（金）１０：００～１２：００   

       於 原子力産業協会 

   ・ロードマップ作成に係る調査票の内容、調査先について 

（３）第３回 ２００７年１１月２１日（水）１２：３０～１４：００  

       於 関西電力東京支社 

   ・人材育成協議会での審議結果、調査票、調査先およびインタビューの分担につい

て 

（４）定量分析作業会との合同  ２００７年１２月 ７日（金）  

       於 エネルギー総合工学研究所 

   ・調査について 

（５）第４回 ２００８年 １月３０日（水）１０：００～１１：４０  

       於 原子力産業協会 

   ・調査結果（途中経過）について 

（６）少人数会合 ２００８年 ２月１３日（水）１３：３０～１５：３０  

       於 関西電力東京支社 

   ・調査結果に基づく対応方策について 

（７）少人数会合 ２００８年 ２月２６日（火）１０：１５～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・調査結果に基づく対応方策、検討の進め方、ロードマップのまとめ方について 

（８）第５回 ２００８年 ３月１３日（木）１０：００～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・調査結果に基づく対応方策、検討の進め方、ロードマップのまとめ方について 

（９）定量分析作業会との合同  ２００８年 ４月 ３日（木）１０:００～１２:００ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書（案）、今後の進め方について 

（10）少人数会合 ２００８年 ４月２２日（火）１４：００～１５：３０ 

       於 エネルギー総合工学研究所 

   ・今後の進め方について 

（11）第６回 ２００８年 ５月２０日（火）１３：３０～１６：３０ 

       於 エネルギー総合工学研究所 

   ・取り組むべき方向について 

（12）少人数会合 ２００８年 ７月 ８日（火）１０：００～１２：００ 

       於 関西電力東京支社 

   ・今後の進め方について 

（13）第７回 ２００８年 ７月１７日（木）１０：００～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・今後の調査の進め方について 

（14）第８回 ２００８年 ７月３１日（木）１０：００～１２：３０ 

   ・ロードマップ作業会の役割、追加調査について 

（15）第９回 ２００８年 ８月２０日（水）１３：３０～１５：３０ 

       於 東京電力本館 

   ・原子力委員会に対する説明結果、今後の調査の進め方について 
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（16）少人数会合 ２００８年 ８月２９日（金）１３：３０～ 

       於 原子力産業協会 

   ・今後の進め方について 

（17）少人数会合 ２００８年 ９月１１日（木）１３：３０～ 

       於 原子力産業協会 

   ・今後の進め方について 

（18）少人数会合 ２００８年 ９月１６日（火）１３：３０～ 

       於 原子力産業協会 

   ・新入社員に関するアンケートの内容について 

（19）少人数会合 ２００８年１０月 ２日（木）１３：３０～ 

       於 原子力産業協会 

   ・重点課題、原子力界新人へのアンケート調査について 

（20）第１０回 ２００８年１０月１０日（金）１０：００～１２：２０ 

       於 原子力産業協会 

   ・アンケート調査、報告書のまとめ方について 

（21）少人数会合 ２００８年１０月２３日（木）１０：００～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書骨子のまとめ方、役割分担について 

（22）少人数会合 ２００８年１１月 ４日（火）１４：００～１６：３０ 

       於 原子力産業協会 

   ・学習指導要領、学生を対象としたアンケート調査の集計結果（案）、原子力人材

育成に向けた取組の方向性（素案）について 

（23）第１１回 ２００８年１１月１１日（火）１０：００～１２：００  

       於 原子力産業協会 

   ・協議会報告書素案、学生に対するアンケート調査結果について 

（24）少人数会合 ２００８年１１月２６日（水）１３：３０～１５：３０ 

       於 原子力産業協会 

   ・協議会報告書（案）について 

（25）第１２回 ２００８年１２月 ３日（水）１３：３０～１６：２０ 

       於 原子力産業協会 

   ・１２／１６の第６回人材育成関係者協議会の議事、原子力の情報伝達の仕組みの

検討準備会の設置について 

（26）第１３回 ２００９年 １月１３日（火）１３：３０～１５：４５ 

       於 原子力産業協会 

   ・協議会での検討の進め方について 

（27）第１４回 ２００９年 １月２８日（水）１０：００～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・新入社員アンケート結果、報告書（案）について 

（28）第１５回 ２００９年 ２月１２日（木）１３：３０～ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書（案）のとりまとめについて 

（29）第１６回 ２００９年 ２月２６日（木）１３：３０～１６：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・協議会報告書（案）について 

（30）第１７回 ２００９年 ４月２２日（水）１０：００～１２：２０ 

       於 原子力産業協会 

   ・今後の進め方について 
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（31）第１８回 ２００９年 ５月１８日（月）１０：００～１２：００ 

       於 関西電力東京支社 

   ・今後の進め方について 

（32）第１９回 ２００９年 ６月１１日（木）１３：００～１５：１０ 

       於 原子力産業協会 

   ・人材育成の段階分け、今後の活動計画の策定、海外調査について 

（33）第２０回 ２００９年 ７月３１日（金）１３：３０～１５：３０ 

       於 関西電力東京支社 

   ・海外調査結果、今後の検討の進め方、報告書のまとめ方について 

（34）少人数会合 ２００９年 ８月１３日（木）１３：００～１５：００ 

       於 電気事業連合会 

   ・報告書のまとめ方について 

（35）第２１回 ２００９年１０月１４日（水）１０：００～１２：００ 

       於 関西電力東京支社 

   ・報告書について 

（36）第２２回 ２００９年１１月 ６日（金）１０：００～１２：３０ 

       於 原子力産業協会 

   ・文部科学省国際原子力人材育成イニシャティブ、海外調査報告、報告書について 

（37）第２３回 ２００９年１１月２６日（木）１０：００～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書について 

（38）少人数会合 ２００９年１２月１７日（木）１０：００～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書について 

（39）第２４回 ２０１０年 １月１３日（水）１４：３０～１６：３０  

       於 原子力産業協会 

   ・報告書骨子案について 

（40）第２５回 ２０１０年 １月２１日（木）１１：００～１３：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書の構成、執筆分担について 

（41）第２６回 ２０１０年 ２月 ３日（水）１０：００～１２：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書の構成について 

（42）第２７回 ２０１０年 ２月１０日（水）１３：００～１５：１５ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書目次と骨子について 

（43）第２８回 ２０１０年 ３月 ３日（水）１５：００～１８：００ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書のとりまとめについて 

（44）第２９回 ２０１０年 ３月１６日（火）１０：３０～１２：３０ 

       於 原子力産業協会 

   ・報告書のとりまとめについて 

以上 
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１．原子力人材育成の在り方研究会調査報告書（平成１９年３月） 

（平成１８年度 大学・大学院等における原子力人材育成の在り方調査） 

  http://www.jaif.or.jp/ja/news/2007/jinzai-kenkyukai_report.pdf 

 

２．原子力人材育成関係者協議会報告書（平成２０年７月） 

（原子力分野の人材に係る定量分析結果、原子力人材育成ロードマップ（中間取り纏め）） 

  http://www.jaif.or.jp/ja/seisaku/jinzai-kyogikai_report0807.pdf 

 

３．原子力人材育成関係者協議会報告書（平成２１年４月） 

（原子力人材育成に向けた取組） 

  http://www.jaif.or.jp/ja/seisaku/jinzai-kyogikai_report0904.pdf 

 

４．原子力人材育成関係者協議会「原子力人材育成に関する国際対応作業会」報告書（平

成２２年４月） 
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資料－１ 課題一覧 

 

原子力人材育成関係者協議会 提起された課題一覧  

 （2009年2月現在） 

 
提起された課題 作業会主査 

１ 人材育成の中長期的ロードマップやビジョンの作成 辻倉委員 

２ 原子力分野の人材需給及び就職状況等に係る定量的分析 河原委員 

３ 教育用実験炉等大学の施設維持、廃棄物処理に関する将来的課題 未定 

４ 基盤技術分野の研究者の評価に関する課題 飯井委員 

５ 大学・大学院等の研究者の過大な事務負担に関する課題 未定 

６ 小学生、中学生及び高校生に原子力への興味を持たせるための施策 未定 

７ 奨学金に関する課題 飯井委員 

８ 原子力専門家人材マップ（ニーズマップ及びリソースマップ）の策定 長﨑教授 

９ 人材ニーズに関する情報発信、ニーズ側とリソース側の交流促進 未定 

10 
規格や技術基準の制定、そのための試験研究などに貢献する研究者の

評価制度の構築 
未定 

11 人材育成に関する国際対応 杉本委員 

  

＊：ロードマップやビジョンの検討から抽出された課題については含まない。 



 

 －55－

資料－２ 小中学校の理科時間数の推移 

 

 

     表１ 小学校理科時間数の推移 

実施年度 第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 第５学年 第６学年

（１９５１） 

理科社会の合計

２０～ 

３０％ 

２０～ 

３０％

２５～ 

３５％

２５～ 

３５％

２５～ 

３５％ 

２５～ 

３５％

全体の時間 ８７０ ８７０ ９７０ ９７０ １０５０ １０５０

１９５８ ６８ ７０ １０５ １０５ １４０ １４０

１９７１ ６８ ７０ １０５ １０５ １４０ １４０

１９８０ ６８ ７０ １０５ １０５ １０５ １０５

１９９２ － － １０５ １０５ １０５ １０５

２００２ － － ７０ ９０ ９５ ９５

２０１１ － － ９０ １０５ １０５ １０５

 

 

     表２ 中学校理科時間数の推移 

実施年度 第１学年 第２学年 第３学年 

（１９５１） １０５～１７５ １４０～１７５ １４０～１７５ 

１９５８ １４０ １４０ １４０ 

１９７２ １４０ １４０ １４０ 

１９８１ １０５ １０５ １４０ 

１９９３ １０５ １０５ １０５～１４０ 

２００２ １０５ １０５ ８０ 

２０１２ １０５ １０５ １４０ 

     （注）３５時間で週１回の授業に相当 
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資料－３ 我が国の主要国立大学法人における原子力工学系教員の年齢分布 

     （縦軸は分野ごとの全教員数に対する年齢層ごとの割合（％）） 
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資料－４ 米国でのエネルギー教育に関する参考事例 

 

 米国では教育において、各州がエネルギー教育を含め教育施策の最高決定権を持ってお

り、どの州でも教育に関する州法が整備されている。各州の科学教育のスタンダードは全

米科学教育スタンダードを参考にして作成されているが、具体的なカリキュラム作成では、

各州、地方の特徴が色濃くなってくる。エネルギー教育に限らず、教育内容は州によって

バラツキが見られる。 

連邦レベルでエネルギー教育についての積極的な関与はそれほど見られないが、DOE と

企業が支援をしている全米エネルギー教育開発プロジェクト（NEED: National Energy 

Education Development Project）がエネルギー教育について積極的に取り組んでいる。ほ

かに、州レベルのエネルギー教育や環境教育が展開されている。一例として、ウィスコン

シン州ではエネルギー教育支援のためウィスコンシン州 k-12 エネルギー教育プログラム

が展開されている。 

 

 ＜全米レベルでのエネルギー教育事例＞ 

○全米エネルギー教育開発プロジェクト（NEED: National Energy Education Development 

Project） 

NEED は 1980 年に設立された非営利の教育協会であり、米国の連邦では唯一のエネルギ

ー教育機関である。その役割は、エネルギーの生産と消費に関する学習とエネルギー資源

の学習に関するプログラムを提供することである。NEED は全米レベルで小学校から高等学

校まで一貫したカリキュラムと教師用及び生徒用の学習教材の開発を行なっており、体系

的なカリキュラムによるエネルギー環境教育を推進している。NEED は学期の期間内に１日

ワークショップを米国の各地で実施したり、夏休みに約１週間の「エネルギー教育会議」

を数回開催しており、教師のためのエネルギー教育を実施している。また、各州の教師教

育においては、各州の州立大学等との連携はそれほど緊密ではないが、徐々に展開されつ

つある。NEED は米国エネルギー省、エネルギー関連事業者、州政府等の協力により運営さ

れており、エネルギー教育の関係諸機関のネットワークが形成されている。 

 

 ＜州レベルでのエネルギー教育事例＞ 

○ウィスコンシン州 k-12 エネルギー教育プログラム（KEEP: The Wisconsin k-12 Energy 

Education Program） 

 KEEP は、ウィスコンシン州において、エネルギー教育の発展のための活動を行なってい

る非営利団体である。１９９５年にエネルギーに関連した学習を推進するために設立され

た。幼稚園から高校までの１２年間にわたるエネルギー教育プログラムの開発、普及、実

施そして評価を通じ州内の学校でのエネルギー教育を推進することを目的にしている。ウ

ィスコンシン州政府、エネルギー教育の専門家、エネルギー関連企業等の連携により、教

師を対象とした教育プログラムを推進している。KEEP のプログラムは教師の免許更新（米

国の各州では教員の免許更新が義務）に必要な単位に加算され、教員免許更新等にも活用

されており、教師へのエネルギー教育に対する知識と理解の向上に寄与している。 
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資料－５ 定量データ調査結果等からの抜粋 

 

原子力関係学科・専攻の在学生数の推移 

原子力関係学科・専攻の在学生数推移
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鉱工業従事者数推移（原産実態調査） 
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電気事業従事者数推移（原産実態調査） 
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電気事業者の採用状況
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メーカ（6社）の採用状況
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国立大原子力系学科・専攻の就職先内訳と原子力関係就職割合 

就職先内訳と原子力関連就職率
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発電プラント建設・運転基数と技術者数の推移 
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我が国における原子力発電所の建設中基数と運転基数の推移（イメージ） 
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注）①原子炉の寿命は60年、建設期間は2010年以降4年
②2030年までの新増設は単機容量130万kWe、2030年以降のリプレースは単機容量150万kWeクラスの原子炉を導入すると仮定
③2010年から2030年までは、2030年に58GWeとなるよう、4年毎に1基ずつ導入すると仮定した
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我が国における原子力発電所の新増設計画 

運転中 ５４基

：建設中 ２基

：今後１０年間で運転開始予定 ８基

原子力発電所の新増設計画

２０１９年度以降２０１５年度１４０級ＡＢＷＲ浜岡６号中部

２０１９年度２０１３年度１５９.０ＡＰＷＲ川内３号九州

出力（万kW）

１５３.８

１５３.８

１３８.３

１３７.３

１３７.３

１３７.３

１３８.５

１３８.５

１３８.０

１３８.０

１３８.５

８２.５

９１.２

２０１７年 ３月２０１０年１０月ＡＰＷＲ敦賀４号

２０２２年度２０１７年度ＡＢＷＲ上関２号

２０１８年３月２０１２年６月ＡＢＷＲ上関１号

２０１６年 ３月２０１０年１０月ＡＰＷＲ敦賀３号日本原電

２０１９年度以降２０１３年度以降ＡＢＷＲ東通２号

２０１７年 ３月２０１０年１２月ＡＢＷＲ東通１号

２０１６年１０月２０１１年 ４月ＡＢＷＲ福島第一８号

２０２０年度以降２０１５年度以降ＡＢＷＲ東通２号

２０１５年１０月２０１１年 ４月ＡＢＷＲ福島第一７号東京

２０１１年１２月２００５年１２月ＡＢＷＲ島根３号中国

２０１４年１１月２００８年 ５月ＡＢＷＲ大間原子力電源開発

２０２０年度

２００９年１２月２２日

営業運転開始

運転開始年月

合計 １９３０.８万kW（１４基）（北海道電力泊３号を除く）

２０１５年度ＢＷＲ浪江・小高東北

２００３年１１月ＰＷＲ泊３号北海道

着工年月炉型発電所名電力

出典：２００９年度電力供給計画に最新状況を反映
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資料－６ 原子力人材育成プログラムの実施状況 

 

（１）原子力人材育成の在り方研究会での検討 

原子力の開発利用を着実に進めるためには、原子力立国計画でも指摘されていると

おり、若い優秀な人材を継続的に確保する必要がある。 

しかしながら、度々の原子力施設の事故・故障等や目に見えない放射線に対する不

安等により原子力学科への進学・就職を希望する学生の減少や、近年の学部及び大学

院の改組・統合化による原子力の体系的な専門教育のレベル低下、教授人材のＩＴや

ナノテク等の先端分野への流出等により、原子力や関連する基礎分野人材の育成が困

難となっている。 

このような状況を踏まえ、原子力人材育成の在り方研究会は当面の対策として、大

学等への支援について以下の通り提言した。 

なお大学等への支援は、支援期間終了後は大学の自主的な取組として継続されるこ

とを期待するものである。 

 ａ．教育活動支援（大学・大学院等の原子力教育推進のための教育活動支援） 

   ア．原子力基礎教育研究の充実 

   （ア）学生の質の向上及び基礎教育の重視 

   （イ）実習・実験の重視 

   （ウ）大学の特色を活かしたカリキュラム、教材及び講義内容の充実 

   （エ）学生の学会事業等への参加支援 

   イ．インターンシップの充実 

   （ア）海外インターンシップへの支援 

   （イ）国内インターンシップ支援（産業界のインフラ活用による実習支援） 

   ウ．進路選択前及び原子力専攻以外の学生への支援 

   エ．原子力のコアカリキュラムの整備(標準的なカリキュラム及び教材の調査・開発) 

 ｂ．研究活動支援（原子力を支える基盤技術分野の研究活動支援） 

   ア．基盤技術分野の研究活動支援 

 

（２）原子力人材育成プログラムの実施状況 

原子力人材育成の在り方研究会での検討結果を踏まえ、文部科学省と経済産業省は、

平成１９年度より、大学及び高等専門学校の教育・研究を支援する原子力人材育成プ

ログラムを実施した。 

  

 ○平成１９年度 

   原子力教育支援プログラム（１年間）        

   （予算）  ０．７５億円 １５００万円×５件程度 

   （採択）  大学 ５件 

   チャレンジ原子力体感プログラム（１年間） 

   （予算）  ０．７５億円  ９００万円×８件程度 

   （採択）  大学１１件 

   原子力の基盤技術分野強化プログラム（３年間程度） 

   （予算）  １億円    ２０００万円×５件程度 

   （採択）  大学 ６件 

   原子力研究促進プログラム（１年間） 

   （予算）  ０．１６億円 大学２５０万円×５件、高専１５０万円×４件程度 

   （採択）  大学 ６件、高専 ６件 

   原子力研究基盤整備プログラム（３年間） 

   （予算）  １億円    ５０００万円×２件程度 

   （採択）  大学 ３件 
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   原子力教授人材充実プログラム（１年間） 

   （予算）  ０．１億円  大学２００万円×４件、高専１００万円×２件程度 

   （採択）  大学 ４件、高専 ２件 

   原子力コアカリキュラム開発プログラム（３年間） 

   （予算）  ０．１７億円 １７００万円×１件 

   （採択）  学会 １件 

   平成１９年度計 

   （予算）  ３．９３億円  

   （採択）  大学３５件、高専 ８件、学会 １件 

 ○平成２０年度 

  原子力教育支援プログラム（１年間） 

  （予算）  １．２億万円  １４５０万円×８件程度 

  （採択）  大学１０件 

  チャレンジ原子力体感プログラム（１年間） 

  （予算）  ０．８億円    ９００万円×８件程度 

  （採択）  大学 ８件、高専 １件 

  原子力の基盤技術分野強化プログラム（新規） 

  （予算）  １．６億万円  ２０００万円×新規２件程度、継続６件 

  （採択）  大学 ２件新規＋５件継続 

  原子力研究促進プログラム（１年間） 

  （予算）  ０．１５億円   １５０万円×１０件程度 

  （採択）  大学 ５件、高専 ６件 

  原子力研究基盤整備プログラム（継続のみ） 

  （予算）  １億円 

  （採択）  大学 ３件継続 

  原子力コアカリキュラム開発プログラム（継続のみ） 

  （予算）  ０．１７億円 

  （採択）  学会 １件継続 

  原子力コア人材育成プログラム（新規、２年間） 

  （予算）  ０．８億円   １０００万円×８件程度 

  （採択）  大学１０件、高専 ２件 

  平成２０年度計 

  （予算）  ５．７２億円 

  （採択）   大学４５件、高専 ９件、学会１件  

 ○平成２１年度 

  原子力教育支援プログラム（１年間） 

  （予算）  ０．９億円   １４５０万円×６件程度 

  （採択）  大学 ８件 

  チャレンジ原子力体感プログラム（１年間） 

  （予算）  ０．６億円    ７５０万円×８件程度 

  （採択）  大学 ８件、高専 ２件  

  原子力の基盤技術分野強化プログラム（継続のみ） 

  （予算）  １．８億円   ２２５０万円×８件 

  （採択）  大学 ８件継続 

  原子力研究促進プログラム（１年間） 

  （予算）  ０．１５億円   １５０万円×１０件程度 

  （採択）  大学 ７件、高専１０件 



 

 －64－

  原子力研究基盤整備プログラム（継続のみ） 

  （予算）  １億円     ３３００万円×３件 

  （採択）  大学 ３件継続 

  原子力コアカリキュラム開発プログラム（継続のみ） 

  （予算）  ０．１２億円 

  （採択）  学会１件継続 

  原子力コア人材育成プログラム（継続、新規） 

  （予算）  １．１億円    ７５０万円×１５件程度 

  （採択）  大学２件新規＋８件継続、高専３件新規＋１件継続 

  平成２１年度計 

  （予算）  ６．６７億円 

  （採択）  大学４４件、高専１６件、学会１件 

 

○参加学生数 

  経済産業省分 平成１９年度延べ約１，５００名 

         平成２０年度延べ約２，０００名 

   文部科学省分 平成１９年度延べ約１，２００名 

          平成２０年度延べ約３，３００名 

 

各事業プログラムによる支援には濃淡があり、人数の寡多を一概には評価できない

ものの、例えば、平成１９年度に実施したチャレンジ原子力体感プログラム（経済産

業省分）では、大学等から延べ１，２００人分の実習、研修、インターンシップ等の

事業応募があり、プログラムによって約９００人弱（応募者の約８０％）の学生が受

講することができた。 

平成２０年度には延べ１，５００人の事業応募があり約９４０人(６３％)が受講す

ることできた。 

 

（３）原子力人材育成プログラムの評価 

ａ．学科、専攻新設の呼び水になっている 

「原子」と冠の付く学科は、平成１８年には大学１大学、大学院５校に減少したが、

本プログラムに参加した東京都市大学（旧武蔵工業大学）、東海大学、福井大学、

八戸工業大学等では、原子力に関する新しい学科、専攻及びコースの設置や設置

検討が行われており、本プログラムが学科、専攻新設の呼び水になっている。 

○平成２０年度 

 ・東京都市大学工学部に原子力安全工学科を新設 

 ・東海大学工学部エネルギー工学科原子力技術コースを新設 

○平成２１年度 

 ・福井大学に附属国際原子力工学研究所を新設 

 ・八戸工業大学工学部機械情報技術学科に原子力コースを新設 

○平成２２年度（予定） 

 ・東京都市大学と早稲田大学の両大学で「共同大学院原子力専攻」開設 

 ・東海大学エネルギー工学科を原子力工学科に名称変更 

ｂ．大学等の自主的、自立的な取組につながっている 

平成２０年度にチャレンジ原子力体感プログラム（経済産業省分）を実施した

大学９校を対象に調査したところ、６校では仮に今後国からの支援がなくなった

としても実習、研修等を継続実施するとしている。残りの３校でも、継続の可能

性について検討しており、本プログラムが大学の自主的な取組に貢献している。 
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ｃ．高等教育における原子力教育の導入が進んだ 

応募校数が平成１９年度大学１７校、高等専門学校１１校から、平成２１年度大学

２４校、高等専門学校２０校に拡大した。 

特に、高等専門学校では原子力を専門に教える学科は無いことや原子力に知見

のある教師が限られており、本プログラムによる研修受講やインターンシップ等

は、学生に対して原子力教育を普及する重要な役割を果たしている。 

ｄ．教科書・テキストやカリキュラムの改訂・整備が進んだ 

核燃料工学等３０年来改訂がなされていない教科書や放射性廃棄物処分の教科書等

の未整備について改訂・整備が進んだ。 

ｅ．大学等が行う人材育成に、電力会社、原子炉メーカー、研究機関等が積極的に協力

し、産官学が連携した枠組みが実施された 

本プログラムを通じて大学等が行う人材育成において、電力会社、原子炉メーカー、

研究機関等へのインターンシップや研修の受入れ等の協力が得られ、産官学が連携し

た取り組みが展開できた。 

 

（まとめ（暫定評価）） 

 ・原子力人材育成プログラムの実施によって、原子力専攻の学生のみならず、他分野

専攻の学生においても原子力産業への興味が着実に増進した。 

 ・総じて大学等からの評価が高く、事業の継続・支援強化の要望が大きい。参加した

学生からの評判も高い。 

 ・産業界からも事業の継続・支援強化の期待も大きい。 

 

（４）原子力人材育成プログラムの課題と今後の対応の方向性 

   平成２１年４月にまとめられた原子力人材育成関係者協議会の報告書では、専門家

から原子力人材育成プログラムについて４つの課題が指摘された。 

  ・国際的取組の強化 

  ・コース設置等思い切った取組への支援 

  ・教育・研究設備の共同利用の一層の推進 

  ・立地地域との連携 

今後大量の技術者の退職、原子力ルネサンスと呼ばれる海外での原子力ニーズの増

加、２０３０年頃からの国内の原子力のリプレース、地球温暖化対策等を踏まえ、こ

れらの課題に対して積極的に取組む必要があるとともに、以下の課題についても産官

学の関係機関が一層連携を強化し、人材育成の資源の有効利用を図り、精力的に取組

んでいく必要がある。 

・大学等による自立的な人材育成の実施。 

・大学等を定常的に支援できる環境作りの確立。 

・大学等への支援期間の長期化により大学等のカリキュラムへ反映のしやすくする

環境作り。 

・大学等の要請に十分応えられる企業及び研究機関のより一層のサポート体制の整

備。 

  原子力教育を取り入れる大学等が増加する一方で企業及び研究機関が派遣でき

る講師の人数及び学生を受け入れられる施設や時間数が少なく、学校側の要請に

十分応えられない状況。 
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資
料
－
７
 
各
国
の
原
子
力
利
用
の
状
況
と
見
通
し
 

原
子

力
発

電
国

・
地

域
の

状
況

（
原

子
力

発
電

所
を

運
転

し
て

い
る

国
：

3
1
ヶ

国
・

地
域

）
 

２
０

１
０
年

２
月

１
７

日
、

原
産

協
会

国
際

部
作

成
 

北
米

 

原
子

力
発
電

所
 

 

国
名

 

(
原
発
規
模

順
位

)
 

運
転

中
 

万
kW
(基

)
 

建
設

中
 

万
kW
(基

)

原
子
力

発
電
量

シ
ェ
ア

稼
働
率

2
00
6
年

2
00
7
年

2
00
8
年

 

備
考

（
原
子

力
開

発
動

向
）

 

米
国

 

（
1
位

）
 

1
0,
1
12
 

(
10
4
)
 

1
18
(
1)

1
9.
7
%
 

9
0.
9
%

9
2.
2
%

9
1.
3
%

・
T
M
I
事
故
（
1
9
7
9
年
）
頃
よ
り

30
年
間
、
新
規
原
発
建
設
ゼ
ロ
。
し
か
し
、
各
原
発
の
出
力
増
強
に
よ

り
、
運
転
中
原
発
の
合
計
規
模
は
約

5
0
0
万

kW
増
大
。
 

・
原
発
の
新
規
建
設
の
動
き
：
2
0
0
7
年
後
半
～
現
在
、
約

30
基
の
建
設
・
運
転
一
括
許
可
（
C
O
L
）
申
請

中
。
 

・
米

NE
I
の
予
想
：
20
16

年
迄
に

4～
８
基
の
運
転
目
標
。
 

・
政

府
DO
E
に
よ
る
原
発
建
設
融
資
保
証
の
４
候
補
：
ボ
ー
グ
ル
（

AP
10
00
、
2
基

）
、
サ

マ
ー
（
AP
1
00
0、

2
基

）
、
S
T
P
(
A
B
W
R
、
２
基
)
、
カ
ル
バ
ー
ト
ク
リ
フ
ス
（
）
U
S
-
E
P
R
、
１
基
)
 

・
2
0
0
9
年

1
月

20
日
、
オ
バ
マ
新
政
権
発
足
。
チ
ュ
ー
D
OE

長
官
就
任
。
ユ
ッ
カ
マ
ウ
ン
テ
ン
処
分
場
計

画
見
直
し
へ
（
予
算
削
減
、
新
し
い
廃
棄
物

戦
略

策
定

へ
）。

オ
バ

マ
政
権

の
「

グ
リ

ー
ン
ニ
ュ

ー
デ

ィ

ー
ル
政
策
」
：
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
省

エ
ネ

、
ス

マ
ー

ト
グ

リ
ッ

ド
な

ど
の

開
発

・
促

進
に

重
点

。

気
候
変
動
問
題
へ
積
極
的
に
取
組
。
 

・
2
0
0
9
年

4
月

5
日
、
オ
バ
マ
大
統
領
、
プ
ラ
ハ
で
「
核
兵
器
の
な
い
世
界
」
め
ざ
す
包
括
戦
略
に
つ
い

て
演
説
。
 

・
20
0
9
年

6
月
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
気
候
変
動
法

案
、
下
院

可
決
（

温
暖
化

ガ
ス

削
減

目
標

は
、
20
0
5
年

比

で
20
20

年
17
％
、
20
50

年
83
％
。
20
2
0
年
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
目
標

1
5
％
）（

上
院

で
は
、

同
種
法
案
の
審
議
は
遅
れ
気
味
、
採
決
は

20
10

年
に
繰
越
）
 

・
米

N
E
I
の
意
識
調
査
結
果
（
2
0
0
9
年

10
月
）：

原
子
力
が
重
要

8
4
％
、
原
子
力
利
用
に
賛
成

6
9
％
、
も

っ
と
原
発
を
建
設
す
る
こ
と
に
同
意

6
2
％
、
原
発
は
安
全
と
考
え
る

7
6
％
。

 

・
20
1
0
年

1
月

2
7
日
、
オ
バ
マ
大
統
領
、
一
般
教
書
演
説
で
「
安
全
で
ク
リ
ー
ン
な
新
世
代
の
原
発
建
設

を
通
じ
た
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー
雇
用
の
創

出
促

進
」

を
強

調
。

 

・
2
0
1
0
年

2
月

1
6
日
、
オ
バ
マ
大
統
領
、
原
発

2
基
の
建
設
に
約

8
0
億
ド
ル
の
政
府
保
証
を
供
与
す
る

と
発
表
。
 

カ
ナ

ダ
 

（
8
位

）
 

 
1,
2
6 

(
 1
8
)
 

1
50
(
2)

1
4.
8
%
 

8
3.
7
%

7
9.
8
%

・
世
界
の
ウ
ラ
ン
生
産
量
の
約

1
/
3
を
占
め
る
。
 

・
オ
ン
タ
リ
オ
、
ニ
ュ
ー
ブ
ラ
ン
ズ
ウ
ィ
ッ
ク
、

ア
ル

バ
ー

タ
の

3
州

で
新

規
原

発
計

画
中

。
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7
9
.
9
%

・
加
政
府
、
国
営
カ
ナ
ダ
原
子
力
公
社
（
A
E
C
L
）
再
編
の
一
環
と
し
て

CA
ND
U
部
門
へ
の
投
資
家
を
募
集
。
 

 中
南

米
 

ブ
ラ

ジ
ル

 

（
2
0
位
）
 

 
 1
9
0 

(
  
2
)
 

1
35
(
1)

3
.1
%
 

7
8.
0
%
 

7
4.
1
%
 

8
5.
2
%
 

・
国
家
電
力
計
画
（
P
E
N
2
0
3
0
）
：
2
0
1
5
年
迄
に

1
基
運
転
（
ア
ン
グ
ラ

3
号
機
）
、
2
0
3
0
年
迄
に

1
0
0
万

k
W
級

4～
8
基
運
転
目
標
。
 

・
2
0
0
9
年

1
2
月
、
1
9
8
6
年
以
来
工
事
中
断
中
の
ア
ン
グ
ラ
原
発

3
号
機
（
1
3
5
万

k
W
、
P
W
E
）
、

着
工
。

 

メ
キ

シ
コ

 

（
2
5
位
）
 

 
 1
3
1 

(
  
2
)
 

－
 
 4
.
0%

 
 
87
.
3%

 
83
.
5%

 
82
.
0%

・
運
転
中

2
基
の
出
力
増
強
（
各

20
ア
ッ
プ
、
2
0
0
9
～
1
0
実
施
予
定
）
 

・
新
規
原
発
建
設

 

ア
ル

ゼ
ン

チ

ン
 

（
2
6
位
）
 

 
 9
4
 

(
  
2
)
 

 
69
 
(1
)

6
.2
%
 

8
7.
3

%
 8
2.
1

%
 8
3.
4

%
 

・
原
子
力
発
電
開
発
計
画
（
2
0
0
6
年

8
月
）：

 

建
設
中
断
中
の
ア
ト
ー
チ
ャ

2
号
機
の
建
設

再
開

。
 

ア
ト
ー
チ
ャ

2
号
機
の
運
開
後
、
同
国

4
基

目
の
新
規
原
発
建
設
の

F
S
開
始
。

 

 旧
ソ
連
（

C
I
S
等

）
 

ロ
シ

ア
 

（
4
位

）
 

 
2,
1
74
 

(
31
)
 

7
13
 
(9
)

1
6.
9
%
 

7
5.
9
%

7
7.
7
%

7
9.
6
%

・
発
電
分
野
で
、
ガ
ス
火
力
の
縮
小
と
原
子
力
の

増
大

の
基

本
方

針
。

 

・
原
子
力
発
電
量
シ
ェ
ア
を

20
0
7
年
の

1
6
％
か
ら

2
0
2
0
年
に

2
5
～
2
8
％
に
増
大
目
標
。
 

・
こ
の
目
標
実
現
の
た
め
に
は
約

30
基
の

新
規

運
転

開
始

が
必

要
。

 

・
ロ
シ
ア
、
世
界
の
ウ
ラ
ン
濃
縮
サ
ー
ビ
ス

市
場

（
能

力
）

の
約

4
割

の
シ

ェ
ア

保
有

。
 

・
ロ
シ
ア
提
唱
の
国
際
ウ
ラ
ン
濃
縮
セ
ン
タ
ー
（
I
U
E
C
）
、
20
07

年
、
ア
ン
ガ
ル
ス
ク
に
発
足
。

 

・
1
9
9
8
年

、
原
発
輸
出
事
業
体
と
し
て
ア
ト
ム
ス
ト
ロ
イ
エ
ク
ス
ポ
ル
ト
（
A
S
E
）
設
立
。
こ
れ
ま
で
に
、

中
国
（
田
湾
）
2
基
、
イ
ン
ド
（
ク
ダ
ン
ク

ラ
ム

）
2
基

、
イ
ラ

ン
（

ブ
シ

ェ
ー

ル
）

1
基
、
ブ

ル
ガ

リ

ア
（
ベ
レ
ー
ネ
）
2
基
を
完
成
又
は
。
建
設

中
。

 

ウ
ク

ラ
イ
ナ

（
7
位

）
 

 
1,
3
17
 

(
 1
5
)
 

－
4
7.
4
%
 

7
3.
9
%

7
6.
0
%

7
3.
4
%

・
国
家
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
（
2
0
0
6
年

3
月
）：

20
3
0
年
の
原
子
力
発
電
シ
ェ
ア
は
現
行
の

5
0
％
確
保
目
標
。

こ
の
た
め

2,
00
0
万

kW
の

原
発
建
設
必
要
。
 

ア
ル

メ
ニ
ア

（
3
0
位
）
 

 
  
3
8 

(
  
1
)
 

－
3
9.
4
%
 

7
3.
5
%

7
1.
3
%

6
8.
6
%

・
現
在
運
転
中
の
ア
ル
メ
ニ
ア

2
号
機
の
代
替

電
源

と
し

て
新

規
炉

の
建

設
可

能
性

。
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リ
ト

ア
ニ

ア

＊
 

 

 
  
0
 

(
  
0
)
 

－
7
2.
9
%
 

7
6.
5
%

8
7.
4
%

8
7.
8
%

・
1
9
9
0
年
、
旧
ソ
連
か
ら
独
立
後
は
、
イ
グ
ナ
リ
ナ
原
発

2
基
（
1
5
0
万

k
W
、
R
B
M
K
炉
）
が
運
転
。
 

・
し
か
し
そ
の
後
、
E
U
加
盟
条
件
と
し
て
、
2
0
0
4
年
末
イ
グ
ナ
リ
ナ

1
号
機
閉
鎖
。
2
0
0
9
年

1
2
月

末
2

号
機
閉
鎖
。
(
そ
れ
ま
で
は
原
子
力
発
電
量

シ
ェ

ア
は

世
界

2
位

)
 

・
イ
グ
ナ
リ
ナ
原
発
の
代
替
炉
計
画
を
提
案
（
バ
ル
ト

3
国

と
ポ
ー
ラ
ン
ド
参
加
。
2
0
1
5
年
運
転
目
標
）
。
 

・
2
0
0
9
年

1
2
月

9
日
、
新
規
原
発
の
建
設
・
運
転
へ
戦
略
的
投
資
家
を
国
際
募
集
。
（
締
切

20
10

年
1

月
29

日
）
 

 ア
フ

リ
カ

 

南
ア

フ
リ
カ

（
2
3
位
）
 

 
 1
8
4 

(
  
2
)
 

－
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.
3%
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.
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.
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.
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・
南
ア
フ
リ
カ
電
力
公
社
（
E
S
K
O
M
）
の

2
0
2
5
年
計
画
：
 

原
子
力
発
電
シ
ェ
ア
を
現
在
の

5
％
か
ら

3
0
％
に
拡
大
。
 

原
子
力
発
電

2,
0
0
0
万

kW
開
発
（
軽
水
炉
と

P
B
M
R
）
 

・
2
0
0
8
年

1
2
月
、
E
S
K
O
M
、
原
発
建
設
計
画
の
棚
上
げ
を
発
表
（
ア
レ
バ
、
W
H
の
選
定
作
業
中
止
）
。

 

 欧
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原
子

力
発
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国
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規
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順
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）
 

運
転
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万
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)
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設
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)
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子
力

発
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働
率
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年

2
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（
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子

力
開

発
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向
）

 

フ
ラ
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（
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6
,3
2
4 

(
58
)
 

1
63
 
(1
)

7
6.
2
%
 

7
7.
6
%

7
5.
8
%

7
5.
6
%

・
原
子
力
に
よ
る
余
剰
電
力
を
近
隣
諸
国
に
輸
出

。
 

・
2
0
0
5
年

7
月
の
法
律
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
と
原
子
力
の
重
要
な
役
割
を
明
示
。
 

・
2
0
2
0
年

頃
、

第
3
世
代

型
炉

E
P
R
に
移
行
。
2
0
3
0
/
4
0
年
代
、
第

4
世

代
炉
（
高
速
炉
）
へ
移
行
。
 

・
20
0
7
年
、
EP
R
初
号
機
(
フ
ラ
マ
ン
ビ
ル

3
号
機
)
着
工
。
20
0
9
年

1
月
、
政
府
、
E
P
R
2
号
機
の
パ
ン
リ

ー
・
サ
イ
ト
へ
の
建
設
を
決
定
。

 

・
ア
レ
バ
、
E
D
F
、
仏
政
府
（
大
統
領
を
筆
頭
に
）
一
体
に
、
原
発
の
海
外
輸
出
を
積
極
展
開
。

 

 
（

中
国

で
運

転
・

建
設

・
計

画
中

。
フ

ィ
ン

ラ
ン

ド
で

建
設

中
、

英
国

、
米

国
、

イ
タ

リ
ア

で
建

設
計

画
推
進
中
）
 

・
2
0
0
9
年

9
月
、
高
速
原
型
炉
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
、
運
転
終
了
。

 

・
2
0
0
9
年

1
2
月
、
原
子
力
庁
が
原
子
力
・
代
替
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
に
改
称
（
C
E
A
の
呼
称
は
変
わ
ら
ず
）
。

 

ド
イ

ツ
 

（
5
位

）
 

 

2
,0
3
4(
 
1

7
)
 

－
2
8.
3
%
 

8
9.
1
%

7
4.
4
%

7
8.
4
%

・
2
0
0
2
年

4
月
、
脱
原
子
力
法
施
行
（
原
子
力
の
段
階
的
廃
止
等
を
規
定
）。

 

・
2
0
0
9
年

1
月
、
独
シ
ー
メ
ン
ス
、
仏
ア
レ
バ
と
の
原
子
力
合
弁
解
消
発
表
（
同

3
月
露
ロ
ス
ア
ト
ム
と

覚
書
締
結
）
。
 

・
2
0
0
9
年

7
月
、
R
W
E
、
ル
ー
マ
ニ
ア
の
チ
ェ
ル
ナ
ボ
ー
ダ
原
発

2
基
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

9.
1
5
％
出
資
参
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加
決
定
。
・
2
0
0
9
年

9
月

2
7
日
の
総
選
挙
で
、
キ
リ
ス
ト
教
民
主
・
社
会
同
盟
（
C
D
U
/
C
S
U
）
が
第

1

党
を
維
持
し
、
自
由
民
主
党
（
F
D
P
）
と
の
議
席
合
計
で
過
半
数
に
達
し
、
同

1
0
月

24
日
、
中
道
右
派

2
党
に
よ
る
連
立
協
定
に
同
意
（
脱
原
子
力

法
を

改
正

し
、
原
発

の
運

転
期

間
延

長
。
た
だ

し
新

規
建

設

は
せ
ず
、
太
陽
光
や
風
力
な
ど
の
再
生
可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
へ

の
転

換
を

進
め

る
）
。

 

・
2
0
1
0
年

1
月

2
1
日
、
４
電
力
ト
ッ
プ
と
政
府
高
官
、
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
将
来
に
つ
い
て
会
談
。
 

・
R
W
E
と

E.
O
N
の
共
同
開
発
企
業
、
英
国
で

6
0
0
万

kW
の
原
発
建
設
計
画
推
進
中
。
 

英
国

 

（
9
位

）
 

1
,1
9
04
(

 
19
)
 

－
1
3.
5
%
 

6
6.
9
%

6
3.
1
%

5
4.
2
%

・
ガ
ス
炉
の
老
朽
化
に
よ
り

20
2
0
年
頃
に
は
原

発
は

数
基

に
減

少
。

 

・
2
0
0
8
年

1
月
、
政
府
、
原
子
力
発
電
所
建
設
に
向
け
た
白
書
発
表
。
(
2
0
1
8
年
頃
の
新
規
原
発
の
運
開

を
想
定
)
 

・
包
括
設
計
評
価
（
G
D
A
）
に
加

A
E
C
L
、

仏
ア
レ
バ
、
G
E
日
立
、
W
H
の
認
証
審
査
。
 

・
2
0
0
9
年

4
月
、
政
府
、
国
内
原
発
新
設
の
候
補
地

1
1
ヶ
所
を
提
示
。
 

・
20
09

年
7
月

15
日
、
政
府
、
20
20

年
迄
に
総
発
電
量
に
占
め
る
原
子
力
・
風
力
等
の
低
炭
素
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
割
合
を
現
在
の

2
0
％
か
ら

4
0
％
ま
で
引
き
上
げ
る
温
暖
化
ガ
ス
排
出
削
減
策
発
表
。

 

ス
ウ

ェ
ー

デ

ン
 

（
1
0
位
）
 

 
 

9
34
0
( 
1
0)
 

－
4
2.
0
%
 

8
1.
5
%

8
0.
4
%

7
8.
2
%

・
国
民
投
票
（
1
9
8
0
年
）
で

20
1
0
年
迄
の
原
発
の
段
階
的
廃
止
を
決
議
。
 

・
1
9
9
9
年
に
バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

1
号
機
閉
鎖
、

2
0
0
5
年
に
同

2
号
機
閉
鎖
。

 

・
運
転
中
原
発
の
出
力
増
強
を
実
施
。（

原
子
力

の
代

替
電

源
見

つ
か

ら
ず

）
 

・
2
0
0
6
年

9
月
の
総
選
挙
で
勝
利
し
た

4
党
、
脱
原
子
力
政
策
の
凍
結
で
合
意
。
 

・
2
0
0
9
年

2
月
、
政
府
は
脱
原
発
政
策
を
転
換
す
る
と
発
表
。

 

・
2
0
0
9
年

6
月
、
S
K
B
、
世
界
初
の
使
用
済
み
燃
料
処
分
場
サ
イ
ト
を
フ
ォ
ー
ス
マ
ル
ク
に
決
定
。
 

ス
ペ

イ
ン

 

（
1
2
位
）
 

 
  
7
45
 

(
  
8
)
 

－
1
8.
3
%
 

8
2.
7
%

8
1.
3
%

7
7.
6
%

・
2
0
0
4
年

発
足
の
社
会
労
働
党
政
権
、
脱
原
子
力
政
策
推
進
。

 

・
ス
ペ
イ
ン
電
事
連
、「

2
0
3
0
年
の
電
源
開
発
見
通
し
」
で
原
子
力
の
必
要
性
強
調
。
 

・
2
0
0
9
年

7
月
、
政
府
、
ガ
ロ
ー
ナ
原
発
の

4
年

間
の

運
転
延
長
認
可
。
 

・
政
府
、
国
内
原
発
の
運
転
寿
命

40
年
の

延
長

に
つ

い
て

の
法

案
検

討
開

始
。

 

ベ
ル

ギ
ー

 

（
1
3
位
）
 

 
  
5
73
 

(
  
7
)
 

－
5
3.
8
%
 

8
6.
9
%

8
9.
9
%

8
4.
8
%

・
原
子
力
発
電
シ
ェ
ア

5
割
を
超
す
原
子
力

高
依

存
国

。
 

・
20
0
9
年

1
0
月

12
日

、
政
府
、
初
期
の

3
基
の
原
発
に
つ
い
て
脱
原
子
力
法
（

2
0
0
3
年

1
月
可
決
）
の

期
限
よ
り
も

10
年
間
の
運
転
延
長
を
承
認

。（
電

力
会
社

は
追

加
の

税
金

支
払

い
へ

）
 

チ
ェ

コ
 

（
1
6
位
）
 

 
  
3
69
 

(
  
6
)
 

－
3
2.
5
%
 

7
9.
7
%

7
8.
7
%

7
8.
5
%

・
2
0
0
8
年

7
月
、
チ
ェ
コ
電
力
、
テ
メ
リ
ン
原
発
サ
イ
ト
に

2
基

3
4
0
万

k
W
増
設
計
画
発
表
（
2
0
1
3
年

着
工
、
2
0
2
0
年
に

初
の
１
基
運
転
）
。
20
09

年
8
月
、
公
開
入
札
開
始
、
同

10
月
末
締
切
。
 

・
ド
コ
バ
ニ
原
発
サ
イ
ト
に
も
１
基
建
設
の

可
能

性
表

明
。

 

ス
イ

ス
 

（
1
7
位
）
 

 
 3
2
4 

(
  
5
)
 

－
3
9.
2
%
 

9
3.
9
%

9
3.
7
%

9
3.
8
%

・
20
0
3
年
の
国
民
投
票
で
原
子
力
モ
ラ
ト
リ
ア
ム
否
決
、
2
0
0
5
年
の
原
子
力
法
改
正
で
原
子
力
オ
プ
シ
ョ

ン
維
持
を
明
確
化
。
 

・
「
2
0
3
5
年
迄
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
見
通
し
」
（
2
0
0
7
年

2
月
）
：
中

長
期

の
電

力
需

要
を

満
た

す
に

は
新

規
原
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発
建
設
が
必
要
と
結
論
。
 

・
2
0
0
8
年

6
月
、
ゲ
ス
ゲ
ン
原
発
の
隣
接
サ
イ
ト
の
新
規
建
設
申
請
。
 

・
ベ
ズ
ナ
ウ

1、
2
号
機
、
ミ
ュ
ー
レ
ベ
ル

ク
原

発
の

更
新

計
画

も
検

討
中

。
 

フ
ィ

ン
ラ

ン

ド
 

（
1
8
位
）
 

 
27
0
 

(
  
4
)
 

1
60
 
(1
)

2
9.
7
%
 

9
3.
5
%

9
3.
9
%

9
2.
9
%

・
使
用
済
み
燃
料

終
処
分
場
：
2
0
0
1
年
に
政
府
の
原
則
決
定
が
国
会
で
承
認
さ
れ
、
オ
ル
キ
ル
オ
ト
・

サ
イ
ト
が
決
定
。
ポ
シ
バ
社
は

2
0
1
2
年
に
建
設
許
可
申
請
し
、
2
0
2
0
年
操
業
開
始
の
計
画
。
 

・
2
0
0
5
年

8
月
、
同
国

5
基
目
と
な
る
オ
ル
キ
ル
オ
ト

3
号
機
着
工
（
E
P
R
、
1
7
0
万

k
W
）。

フ
ィ

ン
ラ

ン

ド
で
は

3
0
年
ぶ
り
、
欧
州
で
は

15
年
ぶ
り
の
原
発
新
設
（
3
年
程
度
の
建
設
遅
延
発
生
）
。

 

・
2
0
0
9
年

2
月
、
フ
ォ
ー
タ
ム
社
、
同
国

6
基
目
の
原
発
建
設
許
可
申
請
（
ロ
ビ
ー
サ
・
サ
イ
ト
）。

 

ブ
ル

ガ
リ
ア

（
2
0
位
）
 

 
  
1
91
 

(
  
2
)
 

－
3
2.
9
%
 

7
6.
1
%

8
2.
0
%

8
8.
1
%

・
E
U
加
盟
条
件
と
し
て
、
2
0
0
6
年
末
迄
に
コ
ズ
ロ
ド
イ
原
発

1～
4
号
機
、
運
転
停
止
。
 

・
2
0
0
4
年

5
月
、
政
府
、
建
設
中
断
中
の
ベ
レ
ネ
原
発
１
、
2
号
機
の
建
設
再
開
決
定
。
 

・
2
0
0
9
年

1
月
、
議
会
、
閉
鎖
済
み
の
コ
ズ
ロ
ド
イ
原
発

2
基
の
運
転
再
開
決
議
。
 

ハ
ン

ガ
リ
ー

（
2
1
位
）
 

 
 1
8
7 

(
  
4
)
 

－
3
7.
2
%
 

8
1.
4
%

8
7.
2
%

8
6.
2
%

・
現
在
の
原
発

4
基
の
寿
命
延
長
と
出
力
増
強

方
針

。
 

・
2
0
2
0
～
2
5
年
迄
に
原
発

2
基
建
設
の
必
要
性
（
検
討
中
）。

 

ス
ロ

バ
キ
ア

（
2
3
位
）
 

 
  
1
76
 

(
  
4
)
 

8
8 
(
2)

5
6.
4
%
 

7
7.
6
%

7
9.
5
%

8
5.
3
%

・
ス
ロ
バ
キ
ア
電
力
、
1
0
年
以
上
中
断
中
の
モ
ホ
フ
チ
ェ
原
発
３
、
４
号
機
の
建
設
再
開
へ
。

 

・
2
0
0
9
年

1
月
、
政
府
、
前
年
末
に
運
転
停
止
し
た
ば
か
り
の
ボ
フ
ニ
ツ
ェ
原
発
の
運
転
再
開
の
可
能
性

を
表
明
。
 

ル
ー

マ
ニ
ア

（
2
4
位
）
 

 
 1
3
1 

(
  
2
)
 

2
12
 
(3
)

1
7.
5
%
 

9
0.
2
%

9
5.
8
%

9
0.
5
%

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
（
20
07

年
2
月
）
：
原
子
力
シ
ェ
ア
を

20
15

年
迄
に

30
％
に
増
大
。
 

・
2
0
0
8
年

1
1
月
、
チ
ェ
ル
ナ
ボ
ー
ダ
原
発

3、
4
号
機
建
設
決
定
。（

2
0
1
4
年
、
2
0
1
5
年
運
転
予
定
）
 

ス
ロ

ベ
ニ
ア

（
2
7
位
）
 

 
  
7
0 

(
  
1
)
 

－
4
1.
7
%
 

9
1.
3
%

9
3.
0
%

1
02
.
1

%
 

・
ス
ロ
ベ
ニ
ア
と
ク
ロ
ア
チ
ア
の
共
同
所
有

の
ク

ル
ス

コ
原

発
が

運
転

中
。

 

・
ク
ル
ス
コ
原
発

2
号
機
の
建
設
計
画
検
討
中
（
2
0
1
3
年

着
工
、
2
0
1
7
年
運
開
予
定
）
。
 

オ
ラ

ン
ダ

 

（
2
8
位
）
 

 
  
4
9 

(
  
1
)
 

－
 
 3
.
8%

 
 
82
.
5%

 
94
.
6%
 

 
92
.
9%

・
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
事
故
等
の
影
響
で

1
9
9
5
年
、
原
子
力
開
発
中
断
の
政
策
。

 

・
近
年
、
原
子
力
政
策
見
直
し
機
運
。
2
0
0
6
年
、
唯
一
運
転
中
の
ボ
ル
セ
ラ
原
発
の
寿
命

60
年
承
認
。
 

・
新
規
原
子
炉
建
設
の
是
非
に
つ
い
て
政
府

内
で

議
論

。
 

 ア
ジ

ア
 

原
子

力
発
電

所
 

 

国
名

 
運

転
中

 
建

設
中

 

原
子
力

発
電
量

稼
働
率

2
00
6
年

 

備
考
（

原
子

力
開

発
動

向
）
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（
原

発
規
模

順
位

）
 

万
k
W
(
基
)
 

万
k
W
(
基
)

シ
ェ
ア

2
0
0
7
年

2
00
8
年

日
本

*
 

（
3
位

）
 

 
4,
8
85
 

(
54
)
 

3
04
 
(3
)

2
4.
9
%
 

7
0.
2
%

6
4.
4
%

5
8.
0
%

・
現
行
計
画
（
3
基
建
設
中
、
10

基
建
設
準
備
中
、
合
計

13
基

1
,
7
2
3
万

k
W
）
。

 

・
原
子
力
委
員
会
「
原
子
力
政
策
大
綱
」
（
2
0
0
5
年

10
月

制
定
、
同
月
閣
議
決
定
）
 

・
2
0
0
7
年

7
月
、
新
潟
県
中
越
沖
地
震
後
、
柏
崎
刈
羽
原
発
（
7
基
、
8
2
1
.
1
万

k
W
）
、

全
基

停
止

。
 

（
2
0
0
9
年

7
月
柏
崎
刈
羽

7
号
機
、
8
月
同

6
号
機
、
試
運
転
入
り
（
営
業
運
転
は
ま
だ
））

 

・
福
田
首
相
講
演
「
原
子
力
発
電
の
着
実
推
進
が

極
め

て
重

要
」
（
20
08

年
原
産
大
会
）
。

 

・
「
低
炭
素
社
会
づ
く
り
行
動
計
画
」（

2
0
0
8
年

7
月
閣
議
決
定
）：

2
0
2
0
年
を
目
途
に
原
子
力
等
の
ゼ
ロ

エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
源
の
割
合
を

5
0
％
以
上
と
す
る
。
 

＜
2
0
0
9
年

＞
 

・
1
月
、
原
発
の
新
検
査
制
度
導
入
。（

定
期
検

査
間

隔
が

24
ヶ

月
以

内
で
柔

軟
に

設
定

可
能

に
な

る
）

 

・
1
月

30
日
、
中
部
電
力
、
浜
岡

1
、
2
号
機
を
廃
止
と
、
リ
プ
レ
ー
ス
と
し
て

6
号
機
増
設
を
発
表
。
 

・
8
月

10
日
、
麻
生
首
相
、
2
0
2
0
年
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
中
期
目
標
に
つ
い
て
、
海
外
か
ら
購
入
す
る
排

出
枠
等
を
除
い
て

05
年
比

15
％
削
減
（
1
9
9
0
年
比

8
％
削
減
）
す
る
と
発
表
。
 

・
6
月

18
日
、
経
産
省
、「

原
子
力
発
電
推
進

強
化

策
」
を
と

り
ま

と
め

。（
C
O
2、

1
5
％
削
減
の
中
期
目
標

達
成
の
た
め
、
20
2
0
年
迄
に
原
発
新
増
設

9
基
、
稼
働
率

81
％
、
原
子
力
発
電
量
シ
ェ
ア

4
0
％
の
目
標
。）
 

・
8
月

12
日
、
J
A
E
A
、
高
速
炉
も
ん
じ
ゅ
を
来
年
３
月
迄
の
運
転
再
開
方
針
を
発
表
。
 

・
8
月

30
日
、
総
選
挙
で
民
主
党
圧
勝
、
自
民

党
惨

敗
（

9
月

16
日

、
民
主
・
国
民
・
社
民

の
3
党
連

立

内
閣
発
足
）《

参
考
》
民
主
党
の
マ
ニ
フ
ェ

ス
ト
「

安
全
第

一
と

し
て

国
民

の
理

解
と

信
頼

を
得

な
が

ら

原
子
力
利
用
に
つ
い
て
着
実
に
取
り
組
む
」、
「
2
0
2
0
年
の
温
暖
化
ガ
ス
の
中
期
目
標
、
1
9
9
0
年
比

2
5
％

削
減
」。

（
社
民
党
は
脱
原
子
力
主
張
）
 

・
8
月

31
日
、
日
本
原
燃
、
再
処
理
工
場
の
竣
工
を

20
10

年
10

月
に
延
期
す
る
と
発
表
。

 

・
1
0
月

1
8
日
、
九
州
電
力
の
玄
海
原
発
、
M
O
X
燃
料
を
装
荷
終
了
。
 

韓
国

 

（
6
位

）
 

1
,7
7
2 

(
 2
0
)
 

6
70
 
(6
)

3
5.
6
%
 

9
2.
3
%

8
9.
4
%

9
3.
1
%

・
当
初
、
米

WH
（
C
&
E
）
、
仏
フ
ラ
マ
ト
ム
、
加

A
E
C
L
か
ら
原
発
を
導
入
し
て
い
た
が
、
国

産
化

を
進

め
（
KS
N
P

→
OP

R→
OP
R
+ 
→
AP

R1
4
00
）
、
現
在
は
海
外

輸
出

活
動

を
展

開
中

。
 

・
20
08

年
8
月
、「

第
1
次
国
家
エ
ネ
ル
ギ
ー

基
本

計
画

」
発

表
。
環

境
・
経

済
両

面
か

ら
適

の
エ
ネ

ル

ギ
ー

供
給

ミ
ッ

ク
ス

追
求

。
低

炭
素

・
ク

リ
ー

ン
エ

ネ
ル

ギ
ー

比
率

拡
大

。
一

次
エ

ネ
ル

ギ
ー

に
占

め

る
原
子
力
の
比
率
は
現
在
の

14
.
9
％
か
ら

2
0
3
0
年
に
は

2
7.
8
％
に
拡
大
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は

2
.
4
％
か
ら

1
1％

に
拡
大
。
 

・
2
00
8
年

12
月
、
第

4
次
電
力
需
給
基
本
計
画
発
表
。
2
0
2
2
年
迄
に
原
発

12
基
建
設
。
原
子
力
発
電
電

力
量
比
率
は

48
％
に
拡
大
。
 

・
月

城
低
中
レ
ベ
ル
廃
棄
物
処
分
場
（
20
05

年
11

月
の
住
民
投
票
で
サ
イ
ト
選
定
、
20
06

年
着
工
、
20
09
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年
12

月
第
一
期
段
階
竣
工
予
定
）
（
20
0
9
年

1
月
、
韓
国
放
射
性
廃
棄
物
管
理
公
団
（
K
R
M
C
）
設
立
）
。
 

・
原
発
の
優
れ
た
運
転
実
績
（
2
0
0
0
年
以
来
、
平
均
設
備
利
用
率

9
0
％
台
を
維
持
）
。

 

・
原
子
力
世
論
調
査
（
2
0
0
8
年
）、
「
原
子
力
は
必
要

9
2
.
5
％
」、
「
原
発
は
安
全

63
.4
％
」、
「
原

子
力
発
電

の
比
率
を
上
げ
る
べ
き

6
7
.
5
％
」、
「
居
住
地
域
へ
の
原
発
建
設
受
入
れ
に
つ
い
て
賛
成

34
.6
％
、
地

域

発
展
へ
の
投
資
金
額
を
見
て
決
め
る

3
2
.
8
％
」。

 

・
2
0
0
9
年

1
2
月

27
日
、
韓
国
企
業
連
合
、
U
A
E
ア
ラ
ブ
首
長
国
か
ら
原
発
受
注
に
成
功
。
 

・
2
0
1
0
年

1
月

1
3
日
、「

原
子
力
発
電
輸
出
産
業
化
戦
略
」
発
表
（
2
0
3
0
年
迄
に

8
0
基
輸
出
目
標
）
。
 

中
国

 

（
1
1
位
）
 

 
85
9
 

(
 1
1
)
 

1
,9
2
4 

(
18
)

 
 2
.
2%

 
8
7.
9
%
 

8
7.
5
%
 

8
8.
1
%
 

・
1
9
9
4
年

2
月
、
導
入
炉
の
広
東
大
亜
湾

1
号
機
（
仏
フ
ラ
マ
ト
ム
製
）
、
運

転
開

始
 

同
年

4
月
、
国
産
の
秦
山
Ⅰ
-
1
号
、
運
転
開
始
（
但
し
、
圧
力
容
器
等
は
海
外
か
ら
輸
入
）
 

・
中
国
の
総
発
電
設
備
容
量
、
8
億

k
W
超
（
20
0
9
年

4
月
）（

近
年
、
年
間

90
00

万
～
1
億

kW
増

大
）

 

・
「
第

1
1
次

5
カ
年
計
画
」
（
20
0
6
～
1
0
年
）：

省
エ

ネ
と

環
境

保
護

重
視

。
再

生
可

能
エ

ネ
と

原
子

力
の

積
極
開
発
。
 

・
「
原
子
力
発
電
中
長
期
計
画
」
（
20
07

年
10

月
）
：

 

2
0
2
0
年
の
目
標
；
運
転
中

4,
0
0
0
万

k
W
、
建
設
中

1
,
8
0
0
万

k
W
。

 

・
自
力
国
産
化
路
線
（
C
P
R
-
1
0
0
0
）
と
海
外
技
術
導
入
を
推
進
。

 

・
現
在
、
国
産

PW
R3

基
、
仏
フ
ラ
マ
ト
ム
炉

4
基
、
加

AE
CL

炉
2
基
、
露

VV
ER

炉
2
基
が
運
転
中
。
 

・
2
0
0
9
年

2
月
、
国
家
エ
ネ
ル
ギ
ー
局
幹
部
、
20
20

年
の
原
発
規
模

7,
00
0
万

kW
に

拡
大
方
針
表
明
。
 

・
米

WH
製

AP
1
00
0
原
発
導
入
（
20
09

年
4
月
三
門

1
号
機
、
同

9
月
海
陽

1
号
機
、
着
工
）
。

 

・
20
09

年
末
の
全
発
電
設
備

8
億

7,
40
0
万

kW
で
米
国
に
次
ぎ
世
界

2
位
。
 

・
高
速
炉
開
発
：
実
験
炉

C
E
F
R
（
2
.
5
万

k
W
）
2
0
0
9
年
内
、
臨
界
予
定
。
 

台
湾

 

（
1
4
位
）
 

 
  
4
93
 

(
  
6
)
 

2
60
 
(2
)

1
9.
6％

8
9.
1
%
 

9
0.
4
%
 

9
0.
4
%
 

・
第

4
原
子
力
発
電
所
（
龍
門
、
2
基
）：

日
本
以
外
で
建
設
中
の
唯
一
の

AB
W
R
。

 

－
台
湾
電
力
主
体
で
建
設
。
1
次
系
主
契
約
者
：
米

G
E
、
A
E：

米
S＆

W、
RP
V：

バ
ブ
コ
ッ
ク
日
立
、
IH
I、

T
G
：
三
菱
重
工
業
、
廃
棄
物
シ
ス
テ
ム
：
日

立
 

－
当
初
、
第

1
号
機
は

1
9
9
9
年

3
月
、
第

2
号
機
は
同
年

8
月
着
工
（
運
開
予
定
は

2
0
0
4
年
）
。

 

－
2
0
0
0
年

5
月

、
台
湾
総
統
選
挙
で
反
原
子
力
の
民
進
党
の
陳
水
扁
氏
が
当
選
し
、
同
年

10
月
建
設
中

止
。
 

－
原
子
力
推
進
の
野
党
国
民
党
が
多
数
を
占

め
る

立
法

院
と

の
協

議
の

結
果

、
20
01

年
2
月
建
設
再
開
。 

－
設
計
・
製
造
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
上
の

問
題

か
ら

、
運

開
時

期
が

何
回

か
延

期
。

 

（
燃
料
装
荷
、
運
転
開
始
は

20
1
0
～
1
1
年
の
見
込
み
）
 

・
2
0
0
8
年

5
月
、
馬
英
九
国
民
党
政
権
発
足
（
民
進
党
の
非
核
国
家
構
想
か
ら
離
脱
）
。

 

イ
ン

ド
 

（
1
5
位
）
 

 
  
3
78
 

(
 1
7
)
 

 
29
8
 (
6
)

 
 2
.
0 
%

5
4.
2
%
 

4
8.
8
%
 

・
イ

ン
ド
初
の
軽
水
炉
タ
ラ
プ
ー
ル

1、
2
号
機
（
GE

製
BW
R、

19
69

年
運
開
）
は
ア
ジ
ア
で

初
の
軽
水

炉
。
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3
9
.
7
%
 

・
少

量
の

U
資
源

、
大

量
の

Th
資

源
を

ベ
ー
ス

に
し
た

3
段
階

開
発

計
画

を
推

進
中

。
 

・
1
9
7
4
年

の
核
実
験
に
よ
り
、
イ
ン
ド
自
力
の
国
産
炉

PH
WR

を
中
心
に
建
設
。
 

・
20
32

年
迄
に
原
子
力

6,
30
0
万

kW
目

標
（
総
発
電
設
備

7
億

kW
の

9％
）
。

 

・
20
0
8
年

9
月
、
原
子
力
供
給
国
会
議
（
NS
G）

の
臨
時
総
会
で
、
NP
T
未
加
盟
の
イ
ン
ド
へ
の
核
技
術
や

燃
料
の
対
印
輸
出
解
禁
を
全
会
一
致
で
承
認

。（
仏

、
露
、

米
等

と
原

子
力

協
力

協
定

締
結

）
 

・
外
国
か
ら
の

L
W
R
導
入
計
画
想
定
（
建
設
中
の
ロ
シ
ア
製
ク
ダ
ン
ク
ラ
ム

2
基

以
外

に
）
：

 

ク
ダ
ン
ク
ラ
ム
（
ロ
シ
ア
製

VV
E
R
1
0
0
0
、
4
基
）
、
ジ
ャ
イ
タ
プ
ー
ル
（
ア
レ
バ
製

EP
R、

1,
00
0
万

kW

相
当
）、

グ
ジ
ャ
ラ
ト
州
（
A
P
1
0
0
0
、
6
基

）、
ア

ン
ド
ラ

プ
ラ

デ
シ

ュ
州

（
G
E
H
製

）
 

・
2
0
0
9
年

9
月

2
9
日
、
シ
ン
首
相
、
2
0
5
0
年
迄
に
原
発
能
力
を

4
億

7,
0
0
0
万

kW
に
す
る
と
発
表
。
 

・
高

速
炉
開
発
：
実

験
炉

FB
TR
（
1.
3
万

kW
）
運
転
中
、
原
型
炉

PF
BR
（
50

万
kW
）
20
11

年
運
開
予
定
。
 

パ
キ

ス
タ
ン

（
2
9
位
）
 

 
  
4
0 

(
  
2
)
 

 
30
 
(1
)

 
 1
.
9%

 
 
68
.
4%

 
62
.
0%

 
46
.
6%

・
チ
ャ
シ
ュ
マ
原
発

2
号
機
、
中
国
の
協
力
で
建
設
中
（
2
0
1
1
年
運
転
開
始
予
定
）。

 

・
2
0
2
0
年
の
予
測
電
力
需
要

5
,
2
0
0
万

kW
の

約
1
割
を
原
子
力
で
賄
う
目
標
。
 

注
：
運
転
中
・
建
設
中
の
原
子
力
発
電
所
は

20
0
9
年

1
2
月

1
日
現
在
（
主
に
世
界
原
子
力
協
会
デ
ー
タ
参
照
）
。
但
し
、
日
本
、
リ
ト
ア
ニ
ア
は

2
0
1
0
年

1
月

1
日
現
在
。
 

原
子
力
発
電
シ
ェ
ア
は

20
08

年
の
デ
ー
タ
（
I
AE
A
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）
。
稼
働
率
（
設
備
利
用
率
）
は
、
原
子
力
施
設
運
転
管
理
年
報
（
J
N
E
S
）
デ
ー
タ
引
用
（
I
A
E
A・

P
R
I
S

デ
ー

タ
）
。
 

C
I
S
＝
独
立
国
家
共
同
体
。
旧
ソ
連
の

1
2
ヶ
国
で
形
成
さ
れ
た
緩
や
か
な
国
家
連
合
体
。
バ
ル
ト

3
国
は
含
ま
な
い
。
ウ

ク
ラ
イ
ナ
等
は
準
加
盟
国
。
グ

ル
ジ

ア
は

20
09

年
8
月

脱
退

。
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原
子

力
発

電
新

規
導

入
国

の
状
況

（
現
在

、
運
転

中
の
原

子
力
発

電
所
を

持
っ
て

い
な
い

が
、

導
入

を
計

画
・

検
討

し
て

い
る

国
）

 

 

2
0
1
0
年
２
月

17
日
、
原
産
協
会
国
際
部
作
成
 

１
．

欧
州

  

国
 

人
口

 

(
万

人
)
 

発
電

量
 

(億
kW
h)

1
人
当
た
り

発
電
量
 

(
kW
h
/人

)
 

 

原
 
子
 
力
 
開
 
発
 
動
 
向

 

イ
タ
リ
ア
 

5
,
8
8
8
 

2
,
9
4
3
.
8

5
,
0
0
0

・
1
9
6
3
～
9
0
年
、
原
発
を
建
設
・
運
転
（
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
事
故
を
契
機
に
、
1
9
8
7
年

の
国
民

投
票
で

原
発

全
面
廃
止
決
定
。
当
時
運
転
中
の
原
発
も

19
90

年
迄
に
閉
鎖
）

 

・
慢
性
的
な
電
力
不
足
で
国
内
需
要
の

1
0
数
％
を
仏
等
(
原
子
力
発
電
電
力
)
か
ら
輸
入
。
原
発
を
持
た
な
い

唯
一
の

G
8
国
。
 
 

・
2
0
0
4
年

制
定
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
、
海
外
企
業
と
の
合
弁
事
業
に
よ
る
原
発
建
設
へ
の
参
加
可
能
に
な
る
。
 

・
20
05

年
、
電
力
公
社

EN
EL

と
仏

ED
F
協
力
協
定
締
結
。（

仏
フ

ラ
マ

ン
ビ

ル
3
号
機

の
建

設
に

参
加

等
）

 

・
EN
E
L、

ス
ロ
バ
キ
ア
電
力
の
モ
ホ
フ
チ
ェ
原
発

3
,
4
号
機
の
建
設
資
金
と
し
て

16
億
ユ
ー
ロ
手
当
て
（
20
12
、

1
3
年
運
開
予
定
）
。
ル
ー
マ
ニ
ア
の
チ
ェ
ル
ナ
ボ
ー
ダ
原
発

3
,
4
号
機
建
設
に
共
同
出
資
（
2
0
1
4
、
1
5
年
運

開
予
定
）
 

・
2
0
0
8
年

5
月
、
政
府
、
石
油
・
天
然
ガ
ス
へ
の
依
存
度
を
軽
減
す
る
た
め
原
発
建
設
を
開
始
す
る
と
発
表
。
 

・
2
0
0
9
年

8
月
、
原
子
力
発
電
復
活
を
目
的
と
す
る
新
し
い
法
律
施
行
。
E
N
E
L
、
原
発

4
基
建
設
計
画
発
表
。
 

・
2
0
0
9
年

8
月
、
E
N
E
L
と

ED
F
、
伊
国
内
で
原
発
新
設
の

FS
を
行
う
合
弁
会
社
「
ズ
ビ
ル
ッ
ポ
・
ヌ
ク
レ
ア

ー
レ
・
イ
タ
リ
ア
」
（
SN
I）

設
立
。
（
20
20

年
迄
に

EP
R
の
第

1
号

機
運
開
を
目
標
）
 

・
2
0
0
9
年

9
月
、
チ
ュ
ー
米

D
O
E
長
官
と
ス
カ
ヨ
－
ラ
伊
経
済
発
展
相
、
原
子
力
共
同
宣
言
と
協
力
協
定
に
署

名
。
 

・
ア
ン
サ
ル
ド
・
ニ
ュ
ー
ク
リ
ア
社
、
加

AE
CL

と
共
同
で
ル
ー
マ
ニ
ア
の
チ
ェ
ル
ナ
ボ
ー
ダ

1,
2
建
設
に
参

加
（
1
9
9
6
年
、
2
0
07

年
運
開
）
 

ポ
ル
ト
ガ
ル
 

1
,
0
6
2
 

4
6
1
.
9

4
,
3
4
9

・
政
府
は

2
0
0
4
年
に
原
発
導
入
計
画
を
却
下
し
た
が
、
現
在
再
検
討
中
。
 

・
年
間
約

50
億

k
W
h
 
の
電
力
を
ス
ペ
イ
ン
か
ら
純
輸
入
。
 

ア
イ
ル
ラ
ン
ド
 

4
3
0
 

2
5
6
.
3

5
,
9
6
0

・
1
9
8
1
年
、
政
府
、
カ
ー
ン
ソ
ー
岬
に

65
万

k
W
級

P
W
R
の
建
設
を
検
討
。
(
そ
の
後
、
撤
回
)
 

・
2
0
0
6
年

4
月
、
政
府
の
諮
問
機
関
、
長
期
的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
確
保
か
ら
原
発
導
入
の
再
検
討

が
必
要
と
の
報
告
書
発
表
（
比
較
的
小
型
炉

。
英

本
土

と
の

連
係

線
強

化
、

英
へ

の
輸

出
も

視
野

）
 

・
2
0
0
7
年
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
電
力
供
給
庁
、
原
発
導
入
に
向
け

E
U
の
主
要
企
業
と
の
合
弁
事
業
の
検
討
表
明
。
 

ノ
ル
ウ
ェ
ー
 

4
7
0
 

1
,
3
7
3
.
3

2
9
,
2
1
9

・
発
電
量
の
ほ
ぼ
す
べ
て
が
水
力
。
電
力
の
輸
出
入
は
季
節
や
降
雨
量
に
よ
っ
て
左
右
さ
れ
る
。

 

・
産
業
界
、
水
力
の
補
完
と
し
て
（
国
内
に
豊
富
な

T
h
資
源
を
ベ
ー
ス
に
し
た
）
原
子
力
発
電
を
希
望
。
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・
2
0
0
8
年

2
月

、
政

府
の

諮
問

委
員

会
、

①
T
h
燃

料
炉

建
設

の
可

能
性

、
②

U
オ

プ
シ

ョ
ン

補
完

と
し

て
の

T
h
オ
プ
シ
ョ
ン
維
持
、
人
材
育
成
、
国
際
協
力
の
重
要
性
、
を
報
告
。
 

・
ノ
ル
ウ
ェ
ー
放
射
線
防
護
庁
、
石
油
・
ガ
ス
産

業
か

ら
の

NO
R
M
廃

棄
物
の
地

下
処

分
場

計
画

を
許

可
。

 

ポ
ー
ラ
ン
ド
 

3
,
8
0
8
 

1
,
5
5
3
.
6

4
,
0
8
0

・
E
U

大
の
石
炭
資
源
国
。
発
電
量
の

9
3
％
は
石
炭
火
力
で
あ
り
、
C
O
2
排
出
削
減
が
急
務
。

 

・
2
0
0
5
年

、
政
府
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
多
様
化
と

C
O
2
排
出
削
減
の
た
め
、
原
発
導
入
準
備
開
始
。
 

・
2
0
0
7
年

2
月
、
リ
ト
ア
ニ
ア
の
イ
グ
ナ
リ
ナ

2
号
機
の
代
替
炉
建
設
計
画
へ
の
参
加
で
合
意
（
バ
ル
ト

3

国
と
の
共
同
建
設
、
20
15

年
迄
の
運
転
目
指
す
。
設
備
容
量

32
0
万

kW
。
参
加
割
合
で
協
議
中
）
。

 

・
2
0
0
9
年

1
月
、
政
府
、
原
発
計
画
の
策
定
・
実
施
を
決
定
。
（

少
な

く
と
も

2
ヶ

所
で
建
設

し
、

う
ち

1
ヶ

所
で

2
0
2
0
年
迄
に
運
転
予
定
）
。
 

・
2
0
0
9
年

3
月
、
経
済
省
に
原
子
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
局
設
置
。
 

・
20
09

年
8
月
、
政
府
、
原
発
開
発
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
承
認
。（

4
段
階
で
開
発
。
2
0
1
6
年
着
工
、
2
0
2
0
年
末
運

転
目
指
す
）
 

・
2
0
0
7
年

9
月
、
G
N
E
P
に
参
加
。
 

(
1
9
8
0
年
代
に

4
基
の

44
万

kW
・
V
V
E
R
が
ザ
ル
ノ
ビ
エ
ツ
に
建
設
中
だ
っ
た
が

1
9
9
0
年
に
中
断
）
 

ア
ル
バ
ニ
ア
 

3
1
9
 

5
4
.
4

1
,
7
0
5

・
2
0
0
7
年
、
政
府
、
原
発
建
設
計
画
を
提
案
。
（

発
電

電
力
は

国
内

、
バ

ル
カ

ン
諸

国
・

イ
タ

リ
ア

へ
輸

出
）

 

・
2
0
0
9
年
、
ク
ロ
ア
チ
ア
、
ア
ル
バ
ニ
ア
の
建
設
計
画
案
に
賛
同
。
両
国
は
、
モ
ン
テ
ネ
グ
ロ
、
ボ

ス
ニ
ア
に

も
参
加
呼
び
か
け
。
 

・
サ
イ
ト
候
補
地
は
ド
ウ
レ
ス
。
伊
電
力

EN
EL
、
FS

実
施
中
。

 

エ
ス

ト
ニ
ア

 
1
3
4
 

1
0
2
.
1

7
,
6
1
9

・
リ

ト
ア
ニ

ア
の

イ
グ

ナ
リ

ナ
原

発
の

リ
プ

レ
ー

ス
計

画
に

参
加

中
。

 

・
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
の

6
基
目
の
原
発
計
画
へ
の
参

加
の

可
能

性
を

調
査

中
。

 

・
2
0
0
9
年
初
、
国
営
電
力
、
2
0
1
9
年
迄
に

WH
製

I
R
I
S
炉
(
3
3
.
5
万

k
W
)
、
2
基
の
建
設
検
討
中
と
発
表
。
 

・
2
0
0
9
年

2
月
、
政
府
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
、
2
0
2
5
年

迄
の
原
発

1
0
0
万

kW
の
建
設
を
盛
り
込
む
。
 

（
原
潜
訓
練
用
の
小
型
の
ソ
連
海
軍
炉
、
2
基
、
1
9
6
8
-
8
3
年
稼
動
、
1
9
8
9
年
閉
鎖
）
 

ラ
ト

ビ
ア

 
2
2
8
 

4
9
.
1

2
,
1
5
4

・
リ
ト
ア
ニ
ア
の
イ
グ
ナ
リ
ナ
原
発
の
リ
プ
レ
ー

ス
計

画
に

参
加

中
。

 

 ２
．

C
I
S
 

ア
ゼ

ル
バ

イ
ジ

ャ

ン
 

8
4
7
 

2
1
2
.
2

2
,
5
0
5

・
1
0
0
～
1
5
0
万

kW
の
原
子
力
発
電
所
建
設
を
計
画
（
2
0
1
0
年
頃
の
着
工
目
途
）。

 

・
2
0
0
8
年

6
月
、
I
A
E
A
、
バ
ク
ー
郊
外
へ
の
研
究
炉
設
置
に
支
援
協
力
表
明
（
2
0
1
2
年
着
工
予
定
）
。

 

・
2
0
0
9
年

、
ロ
シ
ア
、
原
発
建
設
協
力
を
提
案
。
 

グ
ル

ジ
ア

 
4
4
0
 

7
2
.
7

1
,
6
5
2

・
ロ
シ
ア
へ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
依
存
度
が
高
く
、
エ

ネ
ル

ギ
ー

自
立

の
一

助
と

し
て

原
子

力
発

電
所

建
設

を
議

論
。 

・
2
0
0
8
年

8
月
、
ロ
シ
ア
軍
が
グ
ル
ジ
ア
侵
攻
。
2
0
0
9
年

8
月
、
グ
ル
ジ
ア
外
務
省
、
CI
S
脱
退
を
通
告
。
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カ
ザ
フ
ス
タ
ン
 

1
,
5
4
2
 

6
7
9
.
2

4
,
4
0
5

・
高
速
炉

B
N
-
3
5
0
（
カ
ス
ピ
海
沿
岸
）
、
19
73
～
99

年
運
転
（
発
電
と
海
水
淡
水
化
）
。

 

・
原
発
建
設
計
画
推
進
中
（
南
部
地
域
、
西
部
地

域
、

地
方

都
市

向
）。

 

・
バ
ル
ハ
シ
湖
畔
又
は
ア
ク
タ
ウ
で
の
新
規
建
設
の

FS
、
20
09

年
完
了
予
定
。
（
1
,
2
号
機
、
2
0
1
6
年
、
17

年
運
転
）
。
 

・
2
0
0
6
年

7
月
、
露

A
S
E
と
の
合
弁
事
業
設
立
（
中
小
型
革
新
炉
の
開
発
・
販
売
）。

 

・
世
界
第

2
位
の
ウ
ラ
ン
資
源
国
。
(年

間
ウ
ラ
ン
生
産
量
は
世
界

3
位
、
2
0
1
0
年
迄
に

1
位
目
指
す
)
 

・
ウ
ス
チ
カ
メ
ノ
ゴ
ル
ス
ク
の
ウ
ル
バ
冶
金
工
場
、
1
9
4
9
年
操
業
開
始
、
1
9
7
3
年
以
来
、
露
で
濃
縮
さ
れ
た

ウ
ラ
ン
を
用
い
て
燃
料
ペ
レ
ッ
ト
製
造
。
（
現
在
の
株
式
、
カ
ザ
ト
ム
プ
ロ
ム

6
6
％
、
露
ト
ゥ
ベ
ル

3
4
％
）
 

・
2
0
0
6
-
0
8
年
、
中
国
広
東
核
電
集
団
有
限
公
司
、
中
国
核
工
業
集
団
公
司
と
カ
ザ
ト
ム
プ
ロ
ム
、
戦
略
協
力

協
定
締
結
。
 

・
2
0
0
7
年
、
日
本
(
企
業
)
と
の
間
で
多
く
の
協
力
協
定
・
覚
書
締
結
。
（

ウ
ラ

ン
供

給
、

燃
料

加
工

、
原

発
建

設
等
）
 

・
2
0
0
7
年

、
加
カ
メ
コ
と
カ
ザ
ト
ム
プ
ロ
ム
、
ウ
ラ
ン
転
換
工
場
設
立
調
査
で
協
定
締
結
 

・
2
0
0
8
年

、
カ
ザ
ト
ム
プ
ロ
ム
と
露
テ
ネ
ッ
ク
ス
の
合
弁
事
業
（
ア
ン
ガ
ル
ス
ク
濃
縮
工
場
拡
大
、
1
0
％
）
 

・
2
0
0
8
年

3
月
、
仏
ア
レ
バ
と
カ
ザ
ト
ム
プ
ロ
ム
、
戦
略
協
定
締
結
(
ウ
ラ
ン
採
掘
、
燃
料
加
工
）。

 

・
2
0
0
9
年

1
0
月
、
仏
ア
レ
バ
と
カ
ザ
ト
ム
プ
ロ
ム
、
核
燃
料
加
工
合
弁
事
業
設
立
協
定
に
署
名
。
 

・
露
提
唱
の
国
際
ウ
ラ
ン
濃
縮
セ
ン
タ
ー
に
カ
ン

ザ
フ

ス
タ

ン
参

加
。

 

・
セ
ミ
パ
ラ
チ
ン
ス
ク
に

3
基
、
ア
ル
マ
ト
ィ
に

1
基

の
研

究
炉

が
稼

働
中

。
 

ベ
ラ
ル
ー
シ
 

9
6
9
 

3
0
9
.
6

3
,
1
9
5

・
ガ
ス
の

9
0
％
を
ロ
シ
ア
か
ら
輸
入
。
電
力
の
ほ
と
ん
ど
が
ガ
ス
火
力
で
あ
る
。
 

・
20
06

年
央
、
政
府
、
モ
ギ
レ
フ
地
方
に
原
発

2
基
（
20
0
万

kW
）
の
建
設
計
画
を
承
認
（
1
号
機

20
16

年
、

2
号
機

2
0
1
8
年
運
開
目
標
）。

2
0
2
5
年

迄
に
さ
ら
に

2
基
建
設
を
提
案
。
 

・
2
0
0
9
年

6
月
、
政
府
、
露

A
S
E
が
主
契
約
者
に
な
る
と
発
表
。（

同
9
月
、
F
S
支
援
協
定
に
署
名
）
 

・
2
0
0
9
年

5
月
、
中
国
と
原
子
力
協
定
締
結
。

 

（
以
前
、
ミ
ン
ス
ク
近
郊
に

VV
E
R
-
1
0
0
0
建
設
し
て
い
た
が
、
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
事
故
後
の

19
88

年
に
中
止
。
） 

 ３
．

ア
ジ

ア
 

 

国
 

人
口

 

(
万

人
)
 

発
電

量
 

(億
kW
h)

1
人
当
た
り

発
電
量
 

(
kW
h
/人

)
 

 

原
 
子
 
力
 
開
 
発
 
動
 
向

 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
 

2
3
,
1
6
3
 

1
,
2
7
3
.
6

5
5
0

・
1
9
8
9
年
、
ジ
ャ
ワ
島
中
部
の
ム
リ
ア
半
島
へ
の
原
発
計
画
調
査
開
始
。（

19
9
7
年

、
原

発
建

設
計

画
は

無
期

延
期
）
 

・
2
0
0
1
年

の
電
源
開
発
長
期
計
画
に
原
発
導
入
盛
り
込
み
。
(2
01
6
年

20
0
万

kW
、
25

年
6
00
～
70
0
万

kW
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目
指
す
)
 

・
ム
リ
ア
原
発
建
設
計
画
（
1
0
0
万

k
W
×
2
基
）：

2
0
0
8
年
入
札
、
2
0
1
0
年
決
定
、
2
0
1
6
～
1
7
年
運
転
目
指
す
。 

・
別

途
、
20
07

年
7
月
、
韓
国
と
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
メ
ド
コ
社
、
原

発
2
基
建
設
に
関
す
る

FS
覚
書
に
署
名
。
 

・
マ
ズ
ー
ラ
へ
の
韓
国
製
小
型
炉

S
M
A
R
T
の
立
地
可
能
性
、
ロ
シ
ア
製
浮
揚
型
炉
の
導
入
可
能
性
検
討
。
 

・
研
究
炉

3
基
稼
働
中
（
燃
料
は
自
前
製
造
）。

研
究

炉
以

外
に

も
各

種
原

子
力

施
設

所
有

。
 

ベ
ト

ナ
ム

 
8
,
7
3
8
 

5
3
4
.
6

6
1
2

・
電
力
需
要
の
急
増
。
ピ
ー
ク
需
要
は
発
電
設
備

容
量

を
大

幅
に

上
回

り
、
輪
番

停
電

を
余

儀
な

く
さ

れ
て

い

る
。
 

・
1
9
8
0
年

代
前
半
、
原
発
導
入
に
関
す
る
予
備
調
査
実
施
。
1
9
9
5
年
、
原
発
導
入
の
必
要
性
を
報
告
。
 

・
2
0
0
6
年

2
月
、
政
府
、
「
20
2
0
年
迄
の
原
子
力
平
和
利
用
長
期
戦
略
」
承
認
（
2
0
0
万

kW
運
開
）
。

 

・
2
0
0
8
年

2
月
、
共
産
党
政
治
局
、
プ
レ

FS
を
基
本
承
認
。
（
2
0
2
0
年
の
規
模
を

1
0
0
万

kW
級

2
基
か
ら

4

基
に
増
加
）
 

・
20
08

年
4
月

、
政

府
決
定
「

20
20

年
時
点
で
原
発

10
0
万

kW
×
４
基
」（

ニ
ン

ト
ゥ

ア
ン

省
の

2
ヶ

所
に

各

2
基
）
 

・
2
0
0
8
年

6
月
、
原
子
力
法
、
国
会
通
過
。
 

・
2
0
0
9
年

1
1
月

25
日
、
プ
レ

F
S
（
＝
投
資
報
告
書
）
国
会
承
認
。
（

こ
れ

に
よ

り
原

発
建

設
が

正
式

決
定
）
 

（
第

1
号
機
は

20
14

年
着
工
、
20
20

年
運
開
計
画
）
 

・
2
0
1
0
年

2
月
上
旬
、
越
政
府
が
第

1
期

工
事
（
2
基
）
を
ロ
シ
ア
に
発
注
す
る
方
針
を
固
め
た
と
の
報
道
記

事
。
 

タ
イ
 

6
,
3
8
8
 

1
,
3
2
2
.
0

2
,
0
7
0

・
近
、
将
来
の
電
力
需
要
予
測
（
今
後

20
年
間
、
年
率

7％
）
に
よ
り
、
原
発
導
入
計
画
が
復
活
。
 

・
20

07
年

6
月
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
相
、「

タ
イ
発
電
公
社
(
E
G
A
T
)
が

4
0
0
万

kW
の
原
発
計
画
を
推
進
す
る
」
と
発

表
。
（
20
14

年
着
工
、
20
20

年
か
ら
運
転
開
始
。
）

 

・
2
0
0
8
年

1
0
月
、
米
バ
ー
ン
ズ
・
ア
ン
ド
・
ロ
ー
に
原
発
導
入
関
連
調
査
委
託
（
立
地
、
技
術
、
炉
型
等
）。

 

・
1
9
7
7
年

以
来
、
研
究
炉
が
稼
働
中
。
現
在
、
大
型
の
研
究
炉
を
建
設
中
。
 

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

1
5
,
8
6
7
 

2
2
6
.
4

1
4
3

・
1
9
6
1
年
、
原
発
建
設
計
画
浮
上
。
19
63

年
、
建
設
サ
イ
ト
を
ル
ー
プ
ー
ル
に
決
定
。（

1
9
7
1
年
、
バ
ン
グ
ラ

デ
シ
ュ
独
立
）
 

・
1
9
8
0
年
、
政
府
、
1
2
.
5
万

kW
の
原
発
建
設
を
承
認
。（

実
行

さ
れ

ず
）

 

・
1
9
9
9
年
、
政
府
、
ル
ー
プ
ー
ル
原
発
建
設
遂
行
の
考
え
を
表
明
。（

20
01

年
、
建
設
行
動
計
画
決
定
。
20
05

年
、
中
国
と
原
子
力
協
定
締
結
）

 

・
20
0
7
年
、
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
原
子
力
委
員
会
、
ル
ー
プ
ー
ル
原
発
計
画
提
案
（
2
0
1
5
年

迄
に

5
0
万

k
W
２
基

建
設
）。

 

・
2
0
0
9
年

5
月
、
政
府
、
ロ
ス
ア
ト
ム
と
原
子
力
協
力
覚
書
に
署
名
（
年
内
に
原
子
力
協
定
締
結
予
定
）
 

・
3M
W
級
ト
リ
ガ
炉
、
19
86

年
か
ら
稼
動
。
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フ
ィ

リ
ピ
ン

 
8
,
7
9
6
  

5
6
5
.
5

6
4
3

・
1
9
7
3
年
の
石
油
危
機
を
契
機
に
、
1
9
7
6
年
よ
り
バ
タ
ー
ン
原
発
（
6
2
万

k
W
）
着
工
。
1
9
8
4
年
完
成
す
る
も

財
政
問
題
と
安
全
上
の
懸
念
等
か
ら
、
運
転
さ
れ

な
い

ま
ま

維
持

。（
一

時
、
ガ

ス
火

力
へ

の
転

換
も

検
討

） 

・
2
0
0
8
年
の
国
家
エ
ネ
ル
ギ
ー
計
画
、エ

ネ
ル
ギ

ー
輸

入
依

存
低

減
に

向
け

、
60

万
k
W
の

原
発
導

入
予

測（
20
25

年
運
転
）
。
さ
ら
に
、
2
0
2
7
年
、
3
0
年
、
34

年
に
夫
々
6
0
万

k
W
導
入
予
測
。
 

・
2
0
0
8
年
、
I
A
E
A
ミ
ッ
シ
ョ
ン
が
バ
タ
ー
ン
原
発
調
査
（
改
造
に
よ
っ
て
経
済
的
に
安
全
運
転
で
き
る
と
助

言
）
。
 

・
2
0
0
9
年

1
0
月
、
韓
国
（
K
E
P
C
O
）
、
バ
タ
ー
ン

原
発
の

FS
に

つ
い

て
、

運
転

に
前

向
き

な
見

通
し

を
表

明
。
 

マ
レ
ー
シ
ア
 

2
,
6
5
7
 

8
7
3
.
1

3
,
2
8
6

・
2
0
0
6
年

8
月
、
マ
レ
ー
シ
ア
原
子
力
許
認
可
委
員
会
、
2
02
0
年
後
の
原
発
計
画
の
前
倒
し
を
主

張
。（

科
学

技
術
革
新
省
も
同
意
見
）
（
国
営
電
力
テ
ナ
ガ
(
T
N
B
)
、
原
発
に
好
意
的
）
 

・
2
0
0
8
年

7
月
、
政
府
、
T
N
B
に
原
発

F
S
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
設
置
を
命
令
。
（
F
S
は

2
年
か
か
る
見
込
み
）

 

・
20
0
8
年

9
月
、
政
府
、
化
石
燃
料
価
格
高
騰

故
に

原
発

以
外

に
オ

プ
シ

ョ
ン

は
な

い
と

声
明

。
原

子
力

開
発

目
標
を

2
0
2
3
年
に
設
定
。
 

・
2
0
0
7
年

4
月
、
マ
レ
ー
シ
ア
原
子
力
庁
(M
IN
T)
が

Nu
cl
ea

r
 
M
a
l
a
s
i
a
に
改
名
。
 

・
1
9
8
2
年
以
来
、
ト
リ
ガ
型
研
究
炉
(
１
M
W
)
稼
働
中
。
 

モ
ン
ゴ
ル
 

2
6
3
 

3
5
.
1

1
,
3
3
5

・
2
0
0
9
年

3
月
、
来
日
中
の
ソ
ド
ノ
ム
原
子
力
庁
長
官
、
2
0
1
5
～
3
0
年
に
原
発
建
設
構
想
を
表
明
。
 

・
2
0
0
9
年

7
月
、
日
本
と
モ
ン
ゴ
ル
、
原
子
力
協
力
文
書
に
署
名
。
 

・
2
0
0
9
年

9
月
、
モ
ン
ゴ
ル
の
エ
ル
ベ
グ
ド
ル
ジ
大
統
領
の
訪
印
時
、
イ
ン
ド
と
原
子
力
協
力
覚
書
に
署
名
。
 

・
2
0
0
9
年

1
0
月
、
仏
ア
レ
バ
と
モ
ン
ゴ
ル
原
子
力
省
、
原
子
力
、
放
射
性
物
質
協
力
で
了
解
覚
書
に
署
名
。
 

・
ロ
シ
ア
と
の
関
係
緊
密
。（

原
発

建
設
可

能
性

調
査
、
ウ
ラ
ン

資
源

開
発

協
力

、
2
0
0
9
年

8
月

、
ド

ル
ノ

ド
・

ウ
ラ
ン
鉱
床
の
共
同
開
発
で
合
意
）
 

 ４
．

オ
セ

ア
ニ

ア
 

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

2
,
1
5
2
 

2
,
5
0
9
.
2

1
1
,
6
6
0

・
発
電
シ
ェ
ア
は
石
炭

8
0
％
、
ガ

ス
1
2
％
、
水
力

7％
で
、
同
国
の

C
O
２
排

出
量

が
多

く
、
将

来
の

原
発
導

入

の
可
能
性
に
つ
い
て
の
議
論
開
始
。
 

・
1
9
7
0
年
、
原
発
建
設
に
つ
い
て
国
際
入
札
す
る
も
、
1
9
7
2
年
、
政
権
交
代
で
キ
ャ
ン
セ
ル
。
 

・
2
0
0
6
年

末
、
首
相
設
置
の
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
、
「
炭

素
税
が

導
入

さ
れ

れ
ば

、
原

子
力

が
競

争
力

を
持

ち
、

1
5
年
後
に
は
初
号
機
が
運
転
し
、
2
0
5
0
年
迄
に
同
国
の
電
力
需
要
の

1／
3
供
給
の
可
能
性
」
を
報
告
。
 

・
2
0
0
7
年

9
月
、
G
N
E
P
に
参
加
。
 

・
豊
富
な
ウ
ラ
ン
資
源
国
。
付
加
価
値
を
高
め
る

た
め

に
濃

縮
工

場
建

設
に

つ
い

て
度

々
検

討
。

 

・
重
水
研
究
炉

HI
FA
R（

19
58

年
初
臨
海
、
現
在
閉
鎖
）
。
2
0
0
7
年

4
月
、
2
0
M
W
研
究
炉

O
P
A
L
完
成
。
 

ニ
ュ

ー
ジ

ー
ラ

ン

ド
 

4
1
8
 

4
2
9
.
6

1
0
,
2
7
8

・
総
発
電
電
力
量
の

7
5
％
は
水
力
。
ア
ル
ミ
精
錬
に
大
量
の
電
力
消
費
。
 

・
可
能
な
水
力
地
点
が
開
発
さ
れ
尽
し
た
の
で
、
1
9
6
8
年
の
電
力
開
発
計
画
が
将
来
の
原
発
の
必
要
性
に
言
及
。
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し
か
し
、
そ
の
後
、
ガ
ス
田
や
石
炭
鉱
床
の

発
見

に
よ

り
、

原
発

導
入

計
画

は
撤

回
。

 

・
1
9
7
8
年

、
王
立
委
員
会
、「

原
発
計
画
開
始

の
緊

急
性

は
な

い
」

と
の

報
告

書
発

表
。

 

 ５
．

ア
フ

リ
カ

 

ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア
 

1
4
,
8
0
9
 

2
3
5
.
4

1
5
9

・
2
0
0
8
年

、
科
学
技
術
相
、
原
発
導
入
計
画
を
再
確
認
（
2
0
2
5
年
迄
に

4
0
0
万

kW
開

発
目
標
。
IA
EA

の
支

援
要
請
）
。
 

・
20
08

年
央
、
原
発
導
入
計
画
を
加
速
（
20
1
7
年
迄
に

5
0
0
万

k
W
）

 

・
ア
フ
リ
カ
で

大
人
口
の
国
。

 

・
2
0
0
9
年

3
月
、
ロ
シ
ア
と
原
子
力
協
力
協
定
締
結
。
 

・
初
の
研
究
炉
（
中
国
製
の
ミ
ニ
中
性
子
炉
、
3
0
k
W
）
が

20
0
4
年
に
稼
動
（
於
ア
フ
マ
ド
ベ
ロ
大
学
）
。
 

ガ
ー
ナ
 

2
,
3
4
8
 

6
7
.
9

2
8
9

・
2
0
0
7
年

4
月
、
政
府
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
か
ら
原
発
導
入
計
画
を
発
表
。
 

・
2
0
0
8
年

5
月
、
政
府
、
原
発
導
入
計
画
を
表
明
（
2
0
1
8
年
迄
に

4
0
万

kW
開
発
）
。

 

・
2
0
0
7
年

9
月
、
G
N
E
P
に
参
加
。
小
型
の
中
国
製
研
究
炉
が

1
9
9
4
年
よ
り
稼
動
。
 

ウ
ガ

ン
ダ

 
3
,
0
8
8
 

1
8
.
4

6
0

・
2
0
0
8
年
、
原

子
力

法
、

施
行

。
（
IA
EA

と
協
力
協
定
署
名
）

 

  ア フ リ カ
 

ナ
ミ

ビ
ア

 
2
0
7
 

1
7
.
1

8
2
6

・
電
力
需
要
の
半
分
は
南
ア
か
ら
の
輸
入
に

依
存

。
電

力
需

給
は

危
機

的
状

態
。

 

・
世
界
の
ウ
ラ
ン
埋
蔵
量
の
約

7
％
保
有
。（

世
界

の
多

く
の

国
の

原
発

用
燃

料
と

し
て

）
 

・
政
府
、
原
子
力
発
電
に
よ
る
電
力
供
給
政

策
を

公
約

。
 

 ６
．

中
東

・
北

ア
フ

リ
カ

 

 

国
 

人
口

 

(
万

人
)
 

発
電

量
 

(億
kW
h)

1
人
当
た
り

発
電
量
 

(
kW
h
/人

)
 

 

原
 
子
 
力
 
開
 
発
 
動
 
向

 

ト
ル
コ
 

7
,
4
8
8
 

1
,
6
1
9
.
6

2
,
1
6
3

・
1
9
7
0
年
代
よ
り
、
何
度
か
原
発
建
設
を
計
画
す
る
も
経
済
状
況
等
を
理
由
に
中
断
（
地
中
海
沿
岸
の
ア

ッ

ク
ユ
・
サ
イ
ト
）
。
 

・
2
0
0
6
年

初
、
原
発
建
設
サ
イ
ト
に
黒
海
沿
岸
の
シ
ノ
ッ
プ
も
選
定
。
 

・
2
0
0
6
年

8
月
、
政
府
は
、
原
発

3
基
、
4
5
0
万

kW
の
建
設
計
画
（
2
0
1
2
～
1
5
年
迄
に
運
転
）
発
表
。
 

・
2
0
0
7
年

、
原
発
の
建
設
・
運
転
、
原
子
力
発
電
電
力
の
販
売
に
関
す
る
法
律
、
議
会
で
成
立
。
 

・
2
0
0
8
年

2
月
、
シ
ノ
ッ
プ
に
第

2
原
発
建
設
の
た
め
の
準
備
工
事
開
始
。
 

・
20
0
8
年

3
月
、
ト
ル
コ
電
力
販
売
契
約
公
社
（
T
E
T
A
S
）
、
ア
ッ

ク
ユ

原
発

建
設

に
つ

い
て

国
際

入
札

招
請

。

露
A
S
E
の
み
が
応
札
（
1
2
0
万

k
W
・
A
E
S
-
2
0
0
6
、
4
基
。
2
0
1
6
年
運
転
開
始
）
。

 

・
2
0
0
8
年

5
月
、
米
国
と
の
原
子
力
協
定
発
効
。
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イ
ラ
ン
 

7
,
1
2
1
 

1
,
8
0
4
.
0

2
,
5
3
3

・
1
9
7
0
年
代
央
、
独

K
W
U
が
ブ
シ
ェ
ー
ル
に

1
2
0
万

kW
級

P
W
R
2
基
着
工
し
た
が
イ
ラ
ン
革

命
(
1
9
7
9
年
)

で
中
断
。
 

・
1
9
9
4
年

、
ロ
シ
ア
原
子
力
省
と
イ
ラ
ン
原
子
力
庁
、
ブ
シ
ェ
ー
ル

1
号
機
の
建
設
完
成
で
合
意
。
 

（
ブ
シ
ェ
ー
ル
原
発
用
燃
料
は
ロ
シ
ア
が
リ
ー
ス

し
使

用
済

み
燃

料
は

ロ
シ

ア
に

返
却

す
る

方
式

で
契

約
）

 

・
2
0
0
7
年

1
2
月
、
ロ
シ
ア
、
ブ
シ
ェ
ー
ル
用
初
装
荷
燃
料
を
搬
入
（
イ
ラ
ン
、
2
0
1
0
年

3
月
末
迄
の
運
転

開
始
め
ざ
す
）
 

・
ブ
シ
ェ
ー
ル
で
の
増
設
、
フ
ゼ
ス
タ
ン
地
方
で

の
小

型
炉

建
設

等
を

計
画

・
検

討
中

。
 

・
秘
密
裏
の
濃
縮
施
設
、
重
水
炉
建
設
推
進
中
（

核
拡

散
の

懸
念

）
。

 

ク
ウ

ェ
ー

ト
 

2
85
 

4
37
.
3

1
5,
3
44

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
 

2
,4
7
4
 

1
,7
6
1.
2

7
,1
1
9

バ
ー

レ
ー

ン
 

7
5
 

8
7.
0

1
1,
6
00

ア
ラ

ブ
首

長
国

連
邦

（
U
A
E
）
 

4
38
 

6
07
.
0

1
3,
8
58

カ
タ

ー
ル

8
4
 

1
4
4
.
0

1
7
,
1
4
3

GCC（湾岸協力会議） 

オ
マ

ー
ン

2
6
0
 

1
2
6
.
5

4
,
8
6
5

・
2
0
0
6
年

1
2
月
、
G
C
C
、
原
子
力
平
和
利
用
に
関
す
る
調
査
開
始
を
発
表
。
（

仏
が

検
討
作

業
へ

の
協

力
を

表
明
）
 

・
2
0
0
7
年

2
月
、
G
C
C
と

I
A
E
A
、
原
子
力
発
電
と
海
水
淡
水
化
計
画
に
関
す
る

FS
協
力
で
合
意
。
 

・
2
0
0
8
年

1
月
、
仏
ア
レ
バ
/
ス
エ
ズ
/
ト
タ
ル
の

3
社
、
UA
E
へ
の

E
P
R
2
基
供
給
に
向
け
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ

プ
協
定
締
結
。
 

・
20
08

年
4
月
、
UA
E
は
独
自
に
原
子
力
総
合
政
策
を
発
表
。（

20
20

年
迄
に
原
発

50
0
万

kW
の
運
転
目
標
。

U
A
E
原
子
力
公
社

(
E
N
E
C
)
設
立
。
濃
縮
・
再
処
理
は
実
施
せ
ず
、
長
期
契
約
に
よ
る
燃
料
確
保
等
。
）

 

・
U
A
E
の

EN
E
C
、
米

C
2
H
M
ヒ
ル
に
原
発
導
入
計
画
管
理
の
契
約
締
結
。
 

・
2
0
0
9
年

4
月
、
U
A
E
、
追
加
議
定
書
に
署
名
。
 

・
2
0
0
9
年

1
0
月
、
U
A
E
、
原
子
力
法
を
制
定
。
（

連
邦

原
子
力

規
制

庁
設

置
、

ウ
ラ

ン
濃

縮
禁

止
等

）
 

・
2
0
0
9
年

12
月

2
7
日
、
U
A
E
の

E
N
E
C
、
4
基
の
原
発
建
設
・
運
転
契
約
先
に
韓
国
企
業
連
合
選
定
と
発
表
。
 

 
（
初
号
機

20
1
2
年
着
工
、
2
0
1
7
年
運
開
予
定
。
契
約
額
は

4
0
0
億
ド
ル
と
想
定
）
 

・
カ
タ
ー
ル
は
、
原
発
の
可
能
性
調
査
を
実
施
し
た
が
、
20
08

年
末
、
目
下
の
と
こ
ろ
原
発
推
進
の
強
い
理

由
が
な
い
と
発
表
。
 

・
オ
マ
ー
ン
、
原
発
開
発
を
調
査
中
。
G
N
E
P
に
参
加
。

20
09

年
6
月
、
ロ
シ
ア
と
協
定
締
結
。
 

・
ク
ウ
ェ
ー
ト
、
発
電
・
海
水
脱
塩
の
原
発

計
画

を
検

討
中

（
仏

の
支

援
で

）。
2
0
0
9
年

3
月
、
原
子
力
委

員
会
設
置
。
 

ヨ
ル
ダ
ン
 

5
9
2
 

9
6
.
5

1
,
6
3
0

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
約

9
5
％
を
輸
入
。
 

・
政
府
の
原
子
力
戦
略
委
員
会
、
原
発
導
入
計
画
を
策
定
（
2
0
3
0
～
4
0
年
迄
に
、
電
力
の

30
％
供
給
目
標
）
 

・
20
0
8
年
央
、ヨ

ル
ダ
ン
原
子
力
委
員
会
(
J
A
E
C
)
、
加

AE
CL
、
SN
C
ラ

バ
リ
ン
社

、
天
然
ウ
ラ
ン
利
用
の

C
A
N
D
U
-
6

炉
建
設
の

FS
調
査
に
合
意
。（

発
電
と
海

水
淡

水
化

）
 

・
国
際
入
札
は

2
0
1
0
年
央
の
予
定
。
1
0
0
万

kW
原
子
炉
、
2
0
1
3
年

着
工
、
2
0
1
7
～
1
8
年
運
開
。
 

・
2
0
0
8
年

1
2
月
、
韓
国
電
力
公
社
(
K
E
P
C
O
)
と
了
解
覚
書
に
署
名
（
サ
イ
ト
選
定
。
F
S
。
海
水
淡
水
化
）
 

・
2
0
0
9
年

央
、
J
A
E
C
、
4
メ
ー
カ
ー
か
ら
の
提
案
を
評
価
中
（
K
E
P
C
O
、
ア
レ
バ
、
A
S
E
、
A
E
C
L
）
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・
低
コ
ス
ト
の
ウ
ラ
ン
資
源

14
万
ト
ン
と
リ
ン
酸
塩
鉱
床
の
副
産
物
と
し
て
の
ウ
ラ
ン
資
源

5
.
9
万
ト
ン
の

採
掘
計
画
中
。
 

・
2
0
0
8
年

10
月

、
JA
E
C
、
仏
ア
レ
バ
と
ウ
ラ
ン
資
源
採
掘
で
合
弁
事
業
設
立
。
(
2
0
1
2
年
か
ら

2
0
0
0
ト
ン
/

年
採
掘
計
画
)
 

・
2
0
0
9
年

9
月
、
ヨ
ル
ダ
ン
原
子
力
委
員
会
、
ベ
ル
ギ
ー
の
ト
ラ
ク
テ
ベ
ル
に
同
国
初
の
原
発
の
立
地
調
査

契
約
を
締
結
。
 

・
2
0
0
9
年

9
月
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
と
原
子
力
協
力
協
定
締
結
。
（
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
の

I
N
V
A
P
は
ヨ
ル
ダ
ン
の

原
発
入
札
に
関
心
）
 

・
2
0
0
9
年

10
月
、
ヨ
ル
ダ
ン
原
子
力
委
員
長
、
2
0
1
1
年
迄
に
は
ウ
ラ
ン
輸
出
国
に
な
る
と
の
見
通
し
表
明
。
 

・
米
、
加
、
仏
、
英
、
露
、
中
、
日
、
韓
と

原
子

力
協

力
協

定
あ

る
い

は
協

力
覚

書
締

結
。

 

イ
エ

メ
ン

 
2
,
2
3
9
 

4
7
.
4

2
1
2

・
（
報
道
に
よ
る
と
）
2
0
0
7
年

9
月
、
2
0
1
7
年

迄
に

原
発

5
0
0
万

k
W
建

設
で

米
企
業

と
契

約
締

結
。
（
し

か

し
、
イ
エ
メ
ン
の
現
状
の
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド

70
万

k
W
か
ら
見
て
、
あ
り
得
な
い
話
で
あ
り
、
契
約
は
キ
ャ

ン
セ
ル
さ
れ
た
よ
う
だ
）
 

シ
リ
ア
 

1
,
9
9
3
 

3
4
9
.
4

1
,
7
5
3

・
1
9
8
0
年
代
に

V
V
E
R
-
4
4
0
建
設
計
画
が
あ
っ
た
が
、
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
事
故
や
ソ
連
崩
壊
に
よ
り
撤
回

さ

れ
た
。
 

・
石
油
・
ガ
ス
価
格
の
急
騰
で
、
原
子
力
発

電
導

入
を

再
検

討
中

。
 

・
20
0
1-
07

年
、
北
朝
鮮
の
寧
辺
の

P
u
生
産
炉
に
似
た
ガ
ス
冷
却
炉
を
遠
隔
地
に
秘
密
裏
に
建
設
。
20
07

年
、

イ
ス
ラ
エ
ル
軍
の
空
爆
に
よ
り
破
壊
さ
れ
る

。（
シ

リ
ア
は

施
設

を
解

体
）

 

イ
ス
ラ
エ
ル
 

7
3
4
 

4
9
8
.
4

6
,
7
9
0

・
1
9
8
0
年
代
、
イ
ス
ラ
エ
ル
電
力
公
社
、
原
発
サ
イ
ト
と
し
て
ネ
ゲ
ブ
を
確
保
。
 

・
2
基
、
合
計
出
力

12
0～

15
0
万

kW
の

原
発
計
画
を
検
討
す
る
も
、
N
S
G
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
り
イ
ス
ラ
エ

ル
へ
の
機
器
供
給
制
限
あ
り
。
 

・
テ
ル
ア
ビ
ブ
近
く
の
ナ
ハ
ル
ソ
レ
ク
に
５
M
W
研
究
炉
稼
働
中
（
I
A
E
A
の
保
障
措
置
下
）。

 

・
ネ
ゲ
ブ
の
デ
ィ
モ
ナ
で

7
0
M
W
t
重
水
研
究
炉
が
稼
動
中
（
核
兵
器
用

P
u
生
産
に
利
用
と
理
解
さ
れ
て
い
る
）
。 

・
N
P
T
非
加
盟
国
。
（
イ
ン
ド
、
パ
キ
ス
タ
ン
と

違
い

、
民

生
用

原
子

力
発

電
所

を
持

た
な

い
）

 

エ
ジ
プ
ト
 

7
,
5
5
0
 

1
,
0
8
6
.
9

1
,
4
4
0

・
2
0
0
6
年

10
月
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
相
、
2
0
1
5
年
迄
に

1
0
0
万

kW
原
子
炉
の
建
設
を
発
表
。

 

・
2
0
0
8
年

1
2
月
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
、
米
ベ
ク
テ
ル
と
の
原
発
建
設
に
関
す
る
技
術
サ
ー
ビ
ス
契
約
締
結
。
 

・
2
00
9
年

6
月
、
豪
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
企
業
の
ウ
ォ
ー
リ
ー
・
パ
ー
ソ
ン
ズ
に
原
発
建
設
の
コ
ン
サ
ル
タ

ン
ト
業
務
発
注
。

 

・
ロ
シ
ア
、
中
国
等
と
原
子
力
協
定
締
結
。

 

リ
ビ
ア
 

6
1
6
 

2
2
5
.
0

3
,
6
5
3

・
2
0
0
3
年
、
極
秘
裏
に
進
め
て
い
た
ウ
ラ
ン
濃
縮
計
画
を
放
棄
、
全
施
設
を

IA
EA

の
査
察
下
に
お
く
。
 

・
2
00
6
年
、
仏
と
原
子
力
協
定
締
結
。
20
07

年
半
ば
、
海
水
淡
水
化
用
原
子
力
プ
ラ
ン
ト
建
設
に
関
す
る
覚

書
締
結
。
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・
2
0
0
8
年

、
ロ
シ
ア
と
原
子
力
協
力
協
定
締
結
。
 

・
ロ
シ
ア
製
研
究
炉
(
1
0
M
W
)
稼
働
中
。
 

ア
ル

ジ
ェ
リ

ア
 

3
,
3
8
6
 

3
3
9
.
2

1
,
0
0
2

・
天
然
ガ
ス
の
輸
出
大
国
。
発
電
は
ほ
と
ん

ど
ガ

ス
火

力
。

 

・
ロ
シ
ア
、
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
、
中
、
仏
、
米

と
原

子
力

協
定

締
結

。
 

・
2
0
0
9
年

2
月
、
原
発
建
設
計
画
を
発
表
(
初
号
機
は

20
20

年
頃
の
運
転
。
そ
の
後

5
年
毎
に
建
設
の
可
能

性
)
 

・
1
9
9
5
年

以
来
、
研
究
炉

2
基
稼
働
中
（
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
製
と
中
国
製
）
。
 

チ
ュ

ニ
ジ
ア

 
1
,
0
3
3
 

1
3
6
.
6

1
,
3
2
2

・
（
報
道
に
よ
れ
ば
）
政
府
、
6
0
万

kW
級

原
発
導
入
を
検
討
中
。
 

・
2
0
0
6
年

1
2
月
、
仏
と
原
子
力
発
電
と
海
水
淡
水
化
に
関
す
る
原
子
力
協
定
署
名
。
 

モ
ロ

ッ
コ

 
3
,
1
2
2
 

2
2
6
.
4

7
2
5

・
政
府
、
シ
デ
ィ
・
ブ
ル
ブ
ラ
に
第

1
号
原
発
の
建
設
(
2
0
1
6-
17

年
)を

検
討
。
露

AS
E
が

FS
支

援
。

 

・
ラ
バ
ト
近
郊
の
マ
ム
ラ
に
ト
リ
ガ
型
研
究
炉
(
2
M
W
)
を
建
設
中
。
 

・
海
水
淡
水
化
に
関
し
て
は
中
国
と
共
同
で

予
備

調
査

を
完

了
。

 

・
2
0
0
7
年

1
0
月
、
仏
と
の
間
で
マ
ラ
ケ
シ
ュ
近
郊
へ
の
原
発
建
設
協
力
等
で
原
子
力
協
定
締
結
。
 

 中
南

米
 

ベ
ネ
ズ
エ
ラ
 

2
,
7
6
6
 

1
,
0
1
5
.
4

3
,
6
7
1

・
議
会
、
電
源
オ
プ
シ
ョ
ン
に
原
子
力
発
電
を
含
め
る
法
案
策
定
作
業
中
。
 

・
2
0
0
7
年

1
1
月
、
大
統
領
、
ブ
ラ
ジ
ル
や
ア
ル
ゼ
ン
チ
ン
を
参
考
に
、
原
子
力
発
電
計
画
を
推
進
す
る
と

表
明
。
 

・
2
0
0
8
年

1
1
月
、
ロ
シ
ア
と
原
子
力
協
定
締
結
。
 

チ
リ
 

1
,
6
6
4
 

4
9
9
.
4

3
,
0
0
1

・
2
0
0
7
年

2
月
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
が
、
原
発
開
発
調
査
の
開
始
を
発
表
。
（
既

に
仏

ア
レ

バ
と

議
論
）
。

 

・
2
0
0
7
年

1
1
月
、
大
統
領
、
原
発
オ
プ
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
の
調
査
を
指
示
（
次
期
政
権
が
導
入
の
是
非
決

定
）
。
 

(
注
)
人
口
は

20
0
7
年
値
（
世
界
年
鑑

2
0
0
9
参
照
）、

発
電
量
は

2
0
0
5
年
値
（
I
E
A
 
S
t
a
t
i
s
t
i
c
s
:
 
E
n
e
r
g
y
 
B
a
l
a
n
c
e
s
 
2
0
0
4
-
0
5
 
参
照
）
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出典：（社）日本原子力産業協会 世界の原子力発電開発の動向２０１０年版 
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資料－８ 海外調査報告書 

 
 
 
 

2009 年 7 月欧州原子力人材育成 

調査レポート 
 

 

 

 

 

平成２１年９月 
欧州原子力人材育成事情調査チーム 
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１．調査目的： 

 

第 17 回原子力工学国際会議（ICONE17）にて原子力人材育成に関する各国の情報を発信・

収集するとともにわが国の取り組みについても発信する。また、原子力先進国フランスの

原子力人材育成関係者との意見交換等通じて、日本の原子力人材育成に資する情報の収集

を目的とする。 

 

２．調査概要： 

 

原子力人材育成関係者協議会および作業会の有志からなる調査チームを組織し、平成 21

年 7 月 12 日～16 日、ベルギーのブリュッセルで開催された「第 17 回原子力工学国際会議

（ICONE17）」に参加し、原子力人材育成関係者協議会の検討内容を中心とする日本の原子

力人材育成に関する発表をするとともに、参加各国の原子力人材育成に関する情報を収集

し、その前後でフランスの原子力人材育成に関わる施設とイギリスで開催された世界原子

力大学夏季研修を訪問し原子力分野の人材育成について情報収集、意見交換を行った。 

 

３．訪問先・調査項目：  

 

（１）PWR 保修実証センター（CETIC）：フランス シャロン 

PWR 保修実証センター（CETIC）は、フランス電力会社（EDF）とアレバ社の共同出資に

より、1985 年設立された保修技術の訓練施設である。当所では、訓練設備や訓練状況の視

察、フランスにおける技能者の育成に関する情報収集を行った。 

 

（２）世界原子力大学夏季研修（WNU-SI）：イギリス オックスフォード 

（社）日本原子力産業協会（原産協会）に昨年度設立した向坊隆記念国際人育成事業に

おいて、本年より世界原子力大学夏季研修へ、4名の日本人受講生の参加支援を開始した。 

本年の夏季研修は 7月 5日より 8月 15 日までの 6週間、イギリスのオックスフォードで

実施された。今回の訪問では、研修状況、研修環境、日本人参加者の状況の確認、意見交

換を行った。 

 

（３）原子力工学国際会議（ICONE17）：ベルギー ブリュッセル 

原子力工学国際会議（ICONE17）は、日本機械学会、米国機械学会、中国原子力学会が主

催する国際会議で、人材育成を含む原子力に関する広範な情報の発信・交換が行われてい

る。日本の原子力人材育成について人材育成協議会の検討内容を中心に発表するとともに、

参加各国における人材育成情報を収集した。 

 

（４）国立原子力科学技術学院（INSTN）：フランス サクレー（パリ郊外） 

フランスの国立原子力科学技術学院（INSTN）は、フランスで唯一原子力について専門的

に教える機関である。本訪問では会長、事務局長と人材育成などに関連する情報を交換し

た。 

 
４．調査を通じての所感 

 

（１）フランスの人材育成は、内容が実質的であり、現物・現場主義が重視されている。 

（２）フランスは１電力会社、１プラントメーカー体制であるため、原子力産業全体が一

元的かつ資源の集中化が行われている。研修施設も同様で高稼働率を維持している。 

（３）フランスの PWR 保修実証センター（CETIC）では、実際に現場で作業を行う作業員を

対象に実物大の模型等を使用した訓練を実施しており、内容が実質的である。日本

の技能訓練センター運用の参考にできるものと考える。 
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（４）日本から ICONE への若手参加者が少ないように感じられた。 
（５）欧州では、実需に裏づけされた、原子力分野の人材育成が急務となっている。原子

力回帰の動きが顕著である。 

（６）欧州では、企業や国を超えて協調した人材育成の取組みが行われている。 

（７）欧州では、大学間の連携が教育ネットワークなどを通じ発展的に行われている。 

（８）欧州各国（フランスやスペインなどの非英語圏）の大学教育では、英語による教育

が積極的に取り入れられている。国際的教育ネットワークの構築には、使用言語の

統一が必要と感じられた。 

（９）INSTN と ENEN が欧州における原子力教育の中核的組織になりつつある。 

（１０）欧州各国の大学と INSTN との間では単位互換、INSTN から講師の派遣をすでに実

施しており、広がりをもったトータルとしての教育が発展的に進められている。 

（１１）INSTN、ENEN の基本的活動内容は、原産会議（当時）が平成 16 年に実施した調査

のときと変わっていないが、INSTN は原子力発電需要増加への対応をしており、ENEN

は内容や活動が充実してきている。両者とも発展的に活動を展開している。 

（１２）欧米の学生は、原子力が産業として今後成長するその将来性に敏感に反応してい

る。産業としての将来性が職場（雇用）としての魅力となり、原子力の魅力・理解

に繋がっていると言える。 

 
５．調査を通じての提言 
 
（１）世界原子力大学夏季研修(WNU-SI）は、将来の原子力界のリーダー育成を主な目的と

しており、国際的環境の中で人的ネットワークを構築する効果的な場となっている。

本夏季研修には原子力先進国からだけでなく世界各国から多くの原子力分野の若手

が参加しており、活発な議論や交流が行われていた。また、講師は原子力に関連す

る国際機関や各国で活躍している原子力分野のリーダー達である。日本においても

国際的視野にたった若手リーダー育成活動の重要性を認識し、推進することが望ま

れる。 

（２）ICONE で世界各国から多数の若手の参加が見受けられたことや世界的動きになりつ

つある原子力ルネッサンスに鑑み、日本の若手技術者や実務者にも ICONE のような

国際的な場での発表・議論の機会をさらに与えることが望まれる。 
（３）フランスの ENEN、INSTN の原子力教育については、以下のような我が国も参考にで

きる形態であることが分かった。今後の日本の教育システム改善に参考とすべきで

ある。 
①日本でも徐々に大学が採用しつつある制度ではあるが、原子力教育は機械工学や

電気工学などの基礎分野を学んだ後の大学院レベルで行われている。 
②欧州共通技術の原子力ということで教育は全て英語で行われている。これによっ

て、英語圏はもちろん、スペイン、ドイツといった英語圏でない学生、ひいてはア

ジア圏の学生を共通的に教育することが可能になっている。 
③教育に重点を置いているので、教育者そのものも評価されているものと推察され

る。研究者・技術者も一定の教育を受けて、ここでの教育を可能にしている事で、

教育者の地位も保たれているものと考えられる。 
④ENEN の教材とともに教育単位の国際的な互換制度ができている。フランスはもと

より、他国のある大学で、教育者が不足したとき、教育者を派遣しての教育や、学

生を受け入れての教育が可能になっている。 
（４）INSTN では、物理の教員向けに原子力応用を教えるコースがある。原子力応用、非

破壊検査、産業・医療への応用、原子炉の起動などを教えており、反対派にも理解

させたとの成果があった。 

日本では、近年、小中高等学校の学習指導要領が改定され、放射線や原子力につ

いて扱うこととなり、小中高等学校の教員の間では従来に増して、放射線や原子力
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に対する教え方の検討が行われている。全国中学校理科教育研究会などをはじめと

する幾つかの教員の活動においては、国や大学、学会、原子力産業界と協力して放

射能や原子力に関する基礎知識の講習会や関連設備の見学などが行われている。日

本の原子力教育をより良いものにするため、産官学の協力推進が望まれる。 
 
６．調査参加者名簿： 
 
辻倉米蔵  電気事業連合会 顧問（原子力技術担当） 
村田扶美男 日立 GE ニュークリア・エナジー（株） 技術主管・国際協力室長 
   （7/8～より参加） 
山本晋児  前（社）日本原子力産業協会 政策推進第２部 リーダー 

（～7/11 まで参加） 
北村俊郎 （社）日本原子力産業協会 政策推進部 参事（7/11～より参加）  
上田欽一 （社）日本原子力産業協会 政策推進部 主任 
 
７．スケジュール： 

 

 7/5（日） 日本発、パリ着 

 7/7（火） フランス シャロン CETIC 視察・意見交換 

       （パリから TGV で約 2時間半） 

 7/9（木）～10（金） 英国 オックスフォード WNU-SI 視察・意見交換 

       （オックスフォードはロンドンから列車で約 1時間） 

 7/11（日）～16（木） ベルギー ブリュッセル ICONE17 での発表、情報収集 

 7/17（金） フランス サクレー   

INSTN／ENEN サフィー教授及び久住事務局長との意見・情報交換   

（サクレーまでは、パリ中心部から車で約 40 分） 

 7/18（土）  パリ発 

 7/19（日）  日本着  
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８．詳細調査内容 
 
８．１ PWR 保修実証センター（CETIC）：  
（１）所在地：フランス シャロン（ブルゴーニュ地方） 
（２）日時 ：2009 年 7 月７日（火）13：40～17：40 
（３）対応者：Jean-Louis Guisnet 氏 Head Manager ＆ Administrator, CETIC 
（４）訪問者：辻倉 電気事業連合会 顧問（原子力技術担当） 
       山本 前（社）日本原子力産業協会 政策推進第２部 リーダー 
       上田 （社）日本原子力産業協会 政策推進部 主任 
 
（５）内容： 

①PWR 保修実証センター（CETIC）の概要： 

・CETIC は、フランス電力会社（EDF）とアレバ社の共同出資により、1985 年設立された。

原子炉一次系の保修の品質を保証・向上させるための手順の承認や道工具類の認定を行

う、フランス全土で一箇所のみ設置された施設である。 

・CETIC では、発電所での蒸気発生器を含むメンテナンス、一次系の切断、ロボットによ

る配管の点検等の実作業前の研修が実物大又は実物のモデルを用いて行われている。 

・保修研修の対象者は、実際に現場で保修作業を行うアレバ等の社員である。 

・CETIC では、発電所で、事故やトラブルがあった場合には、事故トラブルを再現し、そ

の原因の究明や解決方法の確立も行っている。 

・CETIC のもう一つの役割は、燃料交換の研修である。フランスの原子力発電所での燃料

交換は、EDF の社員が行っている。CETIC には、その研修のためにフルスケールのプール

が設置されている。 

・フランスでは、米国の 9.11 テロ以降、一般の人々の原子力発電所見学が禁止されている

ので、原子力理解のための一般見学者受入れも CETIC の重要な役割となっている。 

・原子炉の運転、二次系やタービンなどの保修訓練、管理職への訓練などは、CETIC では

行われていない。 

 

②沿革： 

・CETIC は、もともとフラマトム社のコンポーネント製造工場であったが、生産能力に限

界があったため、工場としての機能を閉鎖し、燃料装荷のオペレーターのトレーニング

（資格認定含む）と PWR 一次系の機材部分のメンテナス方法の確立と検証・向上（時間

短縮や頻度低減など）、訓練のための施設として使用されている。 

・EDF と AREVA のベンチャー（経済協同体）であり、両社の出資比率は、50：50 で、1985

年に設立された。 

 

③設備： 

・実物大の加圧器、蒸気発生器、燃料装荷の訓練のためのプールや装置などが設置されて

いる。 

・技術の進展や新たなメンテナンス方法の確立に応じて、新たな設備が設置される。実物

大模型は、建設が中断されたスペインのプラントの実物の設備が活用されるなどほとん

どが実物大であり、現実に即したオペレーターの養成やメンテナンス方法の確立が図ら

れている。 

（主な設備） 

・PWR 一次系の実物大の原子炉圧力容器 

・ポンプ、蒸気発生器などの実物大模型 

（中には一次系で実際に使われた設備を実物大模型にした物もある） 

・フルスケールのプール（28m×22m×10ｍ） 

・燃料装荷装置（1,300MW タイプ） 
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など 

・訪問者による写真撮影は禁止されていた。 

 

④活動内容： 

・CETIC では、900MW、1,300MW、1,500MW の三つのタイプの原子炉を対象としている。 

900MW は３ループ、1,300MW、1,500MW は４ループからなっている。 

・メンテナンスの対象は、一次系の原子炉、燃料、加圧器、ホンプ等の部分であり、二次

系は対象外である。 

・今まで経験したことのない問題が現場で起きた場合、事前に CETIC にある設備を使って

対処法を確立させ、練習することができる。 

・メンテナンスに関しては、2000 年代初頭まで、その方法の確立が主な活動であったが、

現在は、メンテナンスの向上、メンテナンス頻度の低減、放射線被ばく量の低減などが

主な目的になっている。 

・CETIC の研修生は、EDF からだけでなく、AREVA からも参加している。また、中国、ベト

ナム、ドイツ、WH、三菱重工などの外国からの訓練生も受け入れている。 

・CETIC の年平均稼動時間は、約 5万時間である。 

・トレーナーは、現場経験が豊富で、優秀かつ情熱を持った人にプロポーズすることにな

っている。一旦、トレーナーになったら、退職までトレーナーとして働くことになって

いる。 

 

⑤運営 

・EDF は、実際に蒸気発生器の交換を行う AREVA 社員を CETIC で訓練させて、現場の業務

に当たらせる。フランス国内の発電所で必要な AREVA 社員の訓練費用は EDF が負担する

ことになっている。 

・CETIC 自体は、利益を上げることを目的としてない。利益が出た場合、出資元の EDF と

AREVA に返還される。また、赤字の場合は、補てんされるシステムになっている。 

・EDF は、CETIC で利益を上げるという考えはなく、原子力発電所の運転が効率的に行われ

ることのほうが大きな利益につながると考えている。CETIC は、そのためのサポート機

能の役割が大きい。 

・CETIC の理事会は、EDF3 名と AREVA3 名の理事から成り、重要事項は理事会で決定され  

る。 

・設置設備、訓練計画などの重要事項については理事会で決定されるが、配線取替え、 

CETIC の設備の維持管理などの細かいな部分については、CETIC 内で決定される。 

・現在、CETIC には 20 名の常駐の職員がおり、そのうちの 9名がトレーナーである。 

他は所長や総務担当、設備維持要員などである。 

・CETIC の予算規模は約 200 万ユーロであり、収入は、約 200 万～300 万ユーロである。収

入の 9割以上が EDF からのものである。 

 

⑥その他 

・フランスには、58 基の商用炉があるが、それらは標準化したものになっているため、 

CETIC のような施設でトレーニングやメンテナンスの検証を一元的に行うことができる。 

・メンテナンスを一元化し合理化できる条件は、①一定数の原子力発電所が存在する、  

②機材が標準化したものであること、③大規模な電力会社が存在すること、の三つであ

る。 

・CETIC では、実際に現場で放射線物質に触れる前に、実物大模型による訓練を受けるこ

とができる。それによって、現場での作業を効率的に行うことができ、被ばく量低減が

可能になる。 

・フランスの安全文化教育の原則は、規則で定められた手順を守るということである。 

何があっても決められた手順を守ることを徹底的に教育する。「明らかに車が来ないと
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わかっていても、青信号になるまで待たせる」といった教育内容である。 

・主要な活動の一つとして見学者の受入れなども行っている。現在、フランスでは原子力

発電所への一般の人の受入れを制限しているので、CETIC が原子力理解活動の役割を担

っている。 近は、年間 1,200 人以上の見学者が訪れている。 

 
 
８．２ 世界原子力大学夏季研修（WNU-SI） 

 

（１）所在地：イギリス オックスフォード大学 クライスト・カレッジ 

（２）日時：7月 9日（木）8：10～17：30（オブザーバー参加） 

        9 日（木）18：30～（日本人参加者との意見交換） 

        10 日（金）8：10～12：30（オブザーバー参加） 

        10 日（金）夕刻 （WNU 事務局への挨拶） 

（３）参加者：辻倉 電気事業連合会 顧問（原子力技術担当） 

       村田 日立 GE ニュークリア・エナジー（株）技術主管・国際協力室長 

       山本 前（社）日本原子力産業協会 政策推進第 2部 リーダー 

       上田（社）日本原子力産業協会 政策推進部 主任 

 

（４）世界原子力大学夏季研修： 

「世界原子力大学夏季研修」は、夏季の 6週間、30 数ヶ国約 100 名の若者（30 歳前後の

実務経験者が中心）が、原子力に関連する国際機関や各国で活躍している原子力分野のリ

ーダー達から直接課題を聞き、少人数での活発な議論を行い、自らの考え発表し、その解

決方法を探る合宿形式の研修である。単に知識を習得する場ではなく、課題解決能力の習

得や各国の若者が集う国際的環境で人的ネットワークを構築することが主な目的と言え、

将来の原子力界のリーダー達を育成する場である。研修はすべて英語で行われる。 

主催機関である世界原子力大学(WNU: World Nuclear University)は 2003 年にロンドン

に設立され、原子力平和利用における国際的教育とリーダーシップの強化を目的としたグ

ローバル・パートナーシップである。世界原子力協会 (WNA)、世界原子力発電事業者協

(WANO)、国際原子力機関（IAEA)、経済協力開発機構原子力機関(OECD-NEA)が中核組織とな

って運営されている。 

 

（５）今年の世界原子力大学夏季研修： 

今年で第５回目の開催となる「世界原子力大学夏季研修」（7／5～8／15）には、アフリ

カやアジアを含めた 38 カ国から 100 名（女性：38 名）の 35 歳以下の受講生（フェロー）

が参加した。夏季研修の間には、一週間のフランスへのテクニカツアーが含まれていた。 

今回、日本人受講生は、原産協会の「向坊隆記念国際人育成事業」（＊1）の支援による

4名と東京大学から 1名が参加した。 

基本的カリキュラムは、世界の原子力を取り巻く環境、原子力産業界の現状、パブリッ

ク・コミュニケーションなどについて、午前中に受講生全員参加の講演形式の授業（質疑

応答含む）があり、午後は、受講生達が少人数（10 名程度）のグループにわかれ、発表や

ディスカッションを行う。今回、日本からは指導教官（メンター：講師やフェロー達のデ

ィスカッションのファシリテート等を行う）として唯一原産協会の小西氏（元 IAEA 職員）

が夏季研修に参加した。日本人はほかに IAEA の尾本部長が講師として参加した。 

（＊1）原産協会は、向坊 隆（むかいぼう たかし）原産元会長の遺功を継承するため、

氏の名前を冠した「向坊隆記念国際人育成事業」を平成 20 年度スタートさせた。平

成 21 年度は、「向坊隆記念国際人育成事業」の 初の具体的な事業として、世界原

子力大学(WNU)の夏季研修（Summer Institute）に参加する原産協会会員企業から募

集した受講生 4人の研修参加費用を支援した。 
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①7月 9日（木）8：10～17：30（オブザーバー参加） 

・午前中は、AREVA 社の B.Barees 氏から世界各国の原子力政策について講演が行われた。

メーカーからの講演であったが、メーカー色を強く出さず好感の持てる講演であった。

さらに特別講演として OECD/NEA の L.Ecahvari 氏から世界の原子力動向についての講演

が行われた。会場からは日本人受講生を含め積極的に質問が出されていた。 

・午後は、受講生が少人数のグループにわかれて、グループデスカッションを行った。 

各受講生が、それぞれの国の原子力動向について、パワーポイントを用いて発表を行い、

それに対して活発な議論が受講生間で行われていた。 

 

②７月 9日（木）18：30～（日本人参加者との意見交換） 

・日本人受講生との意見交換では、特に生活上で困っている点はないとの確認がとれた。 

・今回の日本人受講生の英語力については、特に支障はないと思われる。（議論になるとネ

イティブスピーカーは、早口になるので、ついていくのが大変などの意見はあった。） 

・日本人受講生の一人は、夫人同伴であった。世界原子力大学夏季研修では、受講生を学

生ではなく一人の社会人として扱うことにしているので、夫人同伴も可能である。 

 

③７月 10 日（金）8：10～12：30（オブザーバー参加） 

・元 PNNL の A.Waltar 氏から原子力技術の発電以外の利用の現状について講演が行われ  

た。その後 IAEA の R.Chhem 氏から原子力の医療利用について、更に、元 INPO の S.Berg

氏からリーダーシップについての講演が行われた。 

・R.Chhem 氏の講演後に、辻倉氏から今回の我々の訪問受入に対する感謝の意と受講生達

への励ましの言葉が述べられた。 

 

④7 月 10 日（金）夕刻 （WNU 事務局への挨拶） 

・ほとんどの WNA の関係者は、夏季研修運営のためオックスフォードに移動していたた  

め、特に意見交換等はなく、事務所を訪問するにとどまった。 

 

⑤その他 

・研修はすべて英語で行われるタフなものであった。 

・今回の WNU-SI の視察ならびに WNU 事務局への訪問は、WNA に東京電力から派遣されてい

る伊佐木氏に同行して頂くとともに、WNU-SI 内部の調整は伊佐木氏、指導教官の原産協

会小西氏に協力していただいた。 

 

⑥国別の受講者人数（総数 100 名） 

 

米国 14 チュコ共和国 1 

カナダ 11 エストニア 1 

フランス 9 フィンランド 1 

イギリス 7 ガーナ 1 

ドイツ 5 ハンガリー 1 

日本 5 アイスランド 1 

スゥエーデン 5 インド 1 

アルゼンチン 4 イスラエル 1 

韓国 4 コートジボワール 1 

南アフリカ 4 ヨルダン 1 
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ベルギー 2 マレーシア 1 

中国 2 メキシコ 1 

スロバキア 2 ナイジェリア 1 

台湾 2 パキスタン 1 

オーストラリア 1 ポーランド 1 

バングラディシュ 1 スペイン 1 

ブラジル 1 タジキスタン 1 

ブルガリア 1 チュニジア 1 

チリ 1 ベトナム 1 

 

⑦夏季研修プログラム：詳細プログラム別添 

夏季研修の講師は、世界の関係企業・機関などから招聘された。主な講師は、以下のと

おり。 

・ J.Ritch 氏(WNU)、R.Schock 氏(WEC)、P.Moore 氏(Greenspirit Strategies) 、 

L.Echavarri 氏(OECD/NEA)、A.Walter 氏(ex-PNNL)、P.Pradel 氏(CEA)、A.Bisconti 氏

(Bisconti Research)、尾本氏(IAEA)、Y.Yanev 氏(IAEA)、H.Blix 氏、Z.Pate 氏など 

 

 

８．３ 原子力工学国際会議（ICONE17）： 

 

（１）会場：ベルギー ブリュッセル（シェラトン・ブリュッセル・ホテル） 

（２）会期：平成 21 年 7 月 11 日（日）～16 日（木） 

（３）概要： 

第 17 回原子力工学国際会議（17th  International Conference on Nuclear 

Engineering: ICONE17） は、日本機械学会、米国機械学会、中国原子力学会が主催し、

ベルギーのブリュッセルで、に開催された。本会議には、世界各国から約 800 名が参加

し、特別講演やパネルセッション、論文発表が行われた。次回の ICONE18 は、来年５月

に中国の西安で開催される予定。 

今回、調査チームは、ICONE17 に参加し、日本の原子力人材育成について人材育成協

議会の検討内容を中心に発表するとともに、参加各国における人材育成情報を収集した。 

 

①７月 13 日（月）の原子力工学教育に関するパネルセッション 15-4“Nuclear Engineering 

Education Issues and challenges”の模様は次のとおり。 

米国、フランス、中国、スペイン、ベルギー、日本より、人材育成に関する発表が行わ

れた。 

 

１．日時： Monday, July 13, 2008 14:00－15:45 

２．座長：Yassin A. Hassan, Professor, Texas A&M University, USA 

３．共同座長： Koji Okamoto, Professor, University of Tokyo, Japan 

    Xu Cheng, Professor Shanghai Jiao Tong University, China   

Leon Cizelj, Josef Stefan Institute, Slovenia 

４．参加者（座長および発表者含む）：約 50 名 
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５．概要： 

ａ. Yassin A. Hassan- Professor, Texas A&M University, USA 

 米国のテキサス A&M 大学の Yassin A. Hassan 教授より米国の大学教育を中心とする原

子力分野の人材育成の状況について紹介が行われた。 

  近年、原子力分野の人材の高齢化や退職、熟練者の減少などにより、若年層への原子

力教育が重要な課題となっている。米国では、1990 年代に原子力教育のインフラの大幅

な減少が見られた。大学の原子力学科が大幅に減少（65 学科→29 学科）し、研究炉・実

験炉の数も減少（63→27）した。また、原子力関連の大学の教職員の三分の二以上が 45

歳以上であり、今後、5 年間で 25％以上の電力の技術者が、退職する見込みとなってい

る。 

近年（1999 年以降）、米国では、原子力分野の人材育成対策として、政府から大学へ

の支援強化が行われている。その支援予算の増加とともに、原子力を専攻する学生も増

加している。具体的には、エネルギー省（DOE）からの支援予算は、1997 年の 500 万ド

ルから、2006 年には 2,700 万ドルにまで増加した。それに伴い、原子力学科への入学者

数は、1999 年の約 500 人から 2006 年には約 1,800 人まで増加している。 

  テキサス A&M 大学には、学部と大学院を合わせて、原子力学科に 2006 年度時点で約

300 人の学生が在籍している。1990 年代と比較すると大幅に学生数が増加しており、学

部においては、1996 年度と比較すると 2006 年度には、約 2.5 倍の学生数が在籍してい

る。 

今後、NEI の発表によると、米国では原子力関連の人材需要は大幅な増加が見込まれ

ている。 

 

b. Skills Renewal in Nuclear An industrialist’s point of view 

Michel Bonnet – Vice President, and European for Tomorrow’s Energy, EDF,  

France  

EDF の Michel Bonnet 氏から、EDF における人材育成の取組み等について発表が行われ

た。 

  EDF グループでは、１）原子力の安全性向上と効率的オペレーション（安全性の向上

と寿命延長）、２）世界の原子力開発への参画（今後 10 年で 10 基の EPR 炉のオペレーシ

ョンと共同所有を目標）、３）長期的課題への準備（第 4世代原子力システムの研究開発

支援）を原子力開発における戦略的重要事項としている。 

  フランスの原子力産業界では、今後 10 年でオペレーション、エンジニアリング、研研

究開発にかかわる技術者・技能者の多くが退職することになっており、十分な数の技術

者・技能者を確保することが課題となっている。また、EDF では、今後 10 年で、40％の

職員が退職する。これは、原子力のオペレーション、エンジニアリング、研究開発に関

わる 4,000 人以上の技術者や責任者が退職することであり、人材確保が、 優先事項と

なっている。2008 年には、2006 年に比べて 4倍以上のリクルートが行われている。 

  また、EDF は、資金提供や講師派遣などを通じて、積極的に原子力分野の教育支援を

行っている。具体的には、 

・原子力の国際的修士（International Master of Science “Nuclear Energy”）資格

の発行 

・国際的修士のための教授職の設置 

・イギリス、ドイツ、イタリア、ベルギー、スイスなどの大学との国際的連携 

・300 人以上の EDF 職員が、大学やエンジニアリング・スクールへ講師などの立場で協

力 

・EDF のフルスコープのシミュレータを教育用に提供 

・優秀な学生への補助金や年間 600 人以上のインターンシップの受入れ 

・フランスの INSTN（国立原子力科学技術学院）プログラムへの支援 などである。 
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c. Nuclear Disciplines in Response to Industry, Research and Regulatory Needs 

  Joseph Safieh – ENEN Association, President 

ENEN（European Nuclear Education Network：欧州原子力教育ネットワーク）会長の

Joseph Safieh 氏より ENEN の活動について発表が行われた。 

近年、欧州では、原子力ルネサンスによる人材の需要が高まっている。例えば、AREVA

グループでは、2006 年の 60,000 人体制からから 2010 年には 80,000 人体制にすること

にしており、その間 20,000 人が退職するので、40,000 人の新たな雇用を必要としてい

る。2008 年には、12,000 人を AREVA グループの中で採用した。 

1980 代以降、EU 諸国において原子力学科を希望する学生が減少したこと、引退する

教授陣の後継者不在、原子力関連学科・学部の閉鎖などから、原子力技術・ノウハウが

失われるという危機感があった。このような状況を受けて、欧州原子力共同体（EURATOM）

の第 5枠組み計画に基づき、Europe Nuclear Engineering Network プロジェクトが 2002

年 1 月に開始され、欧州における原子力教育のネットワーク化が図られた。 

2003 年 12 月のプロジェクト終了前に、その実施と成果を継続的なものにするため、 

2003 年 9 月 22 日にフランス 1901 年法（アソシアシオン契約に関する 1901 年 7 月 1 日

法：広く結社の自由を認めた法律である）の下に ENEN（European Nuclear Education 

Network）が設立され、欧州における原子力分野の高等教育領域が形成された。 

 ENEN の主な目的は、高等教育と訓練の提供による原子力分野の専門技術の維持とさらな

る展開である。具体的には、 

・学生、研究者、職業人の原子力教育と訓練における協力を推進させ発展させること。 

・原子力教育と訓練の質を確保すること。 

・学生、研究所、職業人にとっての原子力界の魅力を増やすこと。 

・学部卒もしくは同等のレベルの者に生涯学習とキャリア開発を推進すること。である。 

 また、それらを達成するには、大学に対する支援(学生、講師、教材、情報の交流な

ど)と大学とエンドユーザー（産業界、規制当局、研究所）の橋渡しが不可欠である。 

ENEN の 2009 年 3 月時点のメンバーは、欧州の 50 大学、7 つの研究所、1 つの多国籍

企業であり、欧州原子力学会、東京工業大学、日本原子力研究開発機構などとも覚書を

締結している。 

  ENEN の具体的活動としては、原子力分野（原子力工学、放射線防護、地層処分）の修

士 European M. Sc. (Master of Science) の設置や内容の充実化、ドクターレベルのト

レーニングコースや職業人向けのトレーニングコースの運営、ナレッジマネジメント（研

究支援を目的に産官学で共有される情報システムの構築や学生向けの教科書やマルチメ

ディアによる講義の開発と普及など）などがあり、ENEN の原子力工学コースは欧州に拠

点を置く 45 以上の大学によって共有されている。また、スイスでは、新たな修士課程が

設置された。 

 ENEN の展望は以下のとおりである。 

・ENEN 枠組の中で、主要な教育・訓練機関が、欧州レベルで協力して活動する。 

・ENEN は、核燃料サイクル（設計から処分まで）のすべての段階の教育と訓練コースを提

供する。 

・ENEN は、より優秀な学生が原子力分野に魅力を感じるようエンドユーザーと協働する。 

・原子力工学から放射線防護、放射化学、放射線生態学および地層処分を含むすべての学

科に範囲を拡大する。 

・産業界と規制機関が必要とする訓練領域における取組を強化する。 

・原子力産業、規制機関、原子力許認可において主要となる機能の職業訓練に関する国際

的相互認識を促進させる。 

・メンバーを大学、研究機関から産業界、規制機関へも拡大する。 

・欧州を越えた活動を展開する。 
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d. Nuclear Engineering Education in Xi`an Jiaotong University 

   Guanghui Su – Xi`an Jiaotong University 

西安交通大学の Guanghui Su 教授より、中国における原子力教育と西安交通大学の原

子力教育について発表が行われた。 

現在、中国では、原子力発電の積極的推進が提言されており、毎年 3,000 人以上の原

子力工学の専門家が必要になる見込みである。 

これまで、中国では、清華大学、西安交通大学、上海交通大学、ハルピン工科大学、

南華大学の 5大学が伝統的に原子力教育を行ってきたが、近年の原子力産業界の大きな

ニーズを満たすため 20 以上の大学で新たに原子力関連学科が設立されている。 

中国には、2008 年時点で約 2,300 人の学部生、2007 年時点で、修士・博士課程レベル

で約 1,400 人の原子力専攻の学生がいる。 

西安交通大学は、中国における主要大学としてトップテンにランクされており、102

の博士課程、157 の修士課程があり、教員数は 583 名である。常時在籍学生数は、30,642

名になる。西安交通大学の原子力科学技術部門は、1958 年に物理工学部が設置されたこ

とに始まる。1981 年から修士課程学生に対する教育、1986 年から博士課程の学生に対

する教育が開始された。 

原子力科学技術部門の教職員の 57％が 45 歳以下であり、83％が博士号を持っている。

また、彼らのほとんどが海外での研究経験を有している。原子力科学技術部門の 実験

室には、放射線防護実験室、原子力発電所シミュレーション実験室、高性能コンピュー

ターシステム、運転と事故分析実験室、熱水力学実験室、計装制御実験室などがある。 

また、西安交通大学は、学部生向けの 25 冊の教科書や企業との協力のもと 64 冊の訓

練用教科書を刊行している。 

  西安交通大学では、学生への教育の他に職業人への訓練も行っている。1985 年から職

業人向けの訓練が開始され、1995 年には原子力訓練センターが設立された。中国広東核

電集団公司（CGNPC）、秦山核電公司（QNPC）、中国核動力研究設計院（NPIC）などに訓練

のサービスを提供しており、2,000 人以上の原子力発電所の新入社員が、訓練を受けて

いる。また、西安交通大学では、企業との共同教育を行っており、優秀な学生は、企業

と雇用契約を交わしている。 

  西安交通大学は、来年の 5月に西安で開催される ICONE18 を運営することになってい

る。 

 

e. The Role of Spanish Universities for the Renaissance of Nuclear Energy 

  Emilio Minguez Torres – Politecnic University, Madrid, Spain 

  スペインのマドリッドポリテクニック大学の Emilio Minguez Torres 教授より原子力ル

ネサンスに向けてのスペインの大学の役割について発表が行われた。 

現在、スペインの原子力発電比率は 18％となっており、高い稼動率を誇っている。ス

ペインの原子力の知識は、50 年そして少なくとも 3世代を経たものであり、現在、エン

ジニアリング会社、重量機器製造工場、規制当局、研究所、原子力発電運転会社、メー

カーなどの原子力産業にかかわる企業・機関は、新たなプロジェクトのために高度に教

育された専門家を必要としている。 

また、スペインの原子力産業界は、原子力発電所の安全で低コストの運転、原子力発

電所の寿命延長、解体・廃棄物管理などで挑戦的な取組みを行っており、積極的な人材

育成や教育訓練が必要となっている。 

マドリッドポリテクニック大学は、1971 年に 100 の工業学校が合併して設立されたス

ペイン初の技術大学である。37,000 人の学部生、7,000 人の修正学生、2,500 人の博士

課程の学生が在籍し、原子力技術者、機械・電気技術者、土木技術者、化学技術者、材

料科学の専門家などを育成している。 

マドリッドポリテクニック大学での原子力教育には、5 年間の工業エンジニアリング

（エネルギー部門）、原子力工学修士、原子力工学博士、発電プラントの技術修士教育
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などが含まれており、ENEN、世界原子力大学（WNU）、国際原子力機関（IAEA）、日本や

中国などの大学との国際的教育協定のもとで原子力教育を行っている。 

マドリッドポリテクニック大学では、原子力発電所の中性子工学・熱水力学、原子炉

管理の 新手法、廃棄物管理、原子力の放射線的・環境的・経済的影響、原子力発電所

における重大事故解析などの研究活動を行っている。 

また、現在進行中の新たな活動として、材料工学・ナノテクノロジー・バイオテクノ

ロジーで構成される総合的科目、英語による理学修士・工学修士、オンラインバーチャ

ルコース、核分裂・核融合に関する国際研究計画への協力の増加、研究と訓練における

産業界との連携強化がある。 

マドリッドポリテクニック大学の原子力教育をまとめると、 

・原子力科学において高度なレベルのナレッジを維持し、原子力科学と工学あるいはエ

ネルギーにおける修士を推進する。 

・先進技術を知り、具体化する。 

・より短い間に高いレベルの知識を専門家に提供する。 

・産業界および研究機関が共同でして、非原子力分野の学生あるいは専門技術者に訓練

コースを、そして原子力専門技術者のために上級コースを提供する。 

・国際共同研究計画への参画を強化する。 

と言える。 

 

f. A successful Model for an Interuniversity Network in Higher Education 

  Jean－Marie Noterdaeme – Chair of BNEN, UGent and Max－Planck Institute  

for Plasmaphysics, Germany  

  BNEN 会長の Jean－Marie Noterdaeme 氏よりベルギーの原子力分野の大学間ネットワ

ークである BNEN(Belgian Nuclear Higher Education Network)の活動についての発表が

行われた。 

  BNEN の主な目的は、ベルギーの原子力工学の高等教育プログラムを維持し、さらに発

展させることである。2001 年にベルギーの五つの大学と原子力研究所によって造られた。

これに 2006 年にブリュッセル自由大学（ULB）が加わった。 

  BNEN の修士後修士（the Master after Master）は、ベルギーの六つの大学（学問的

フレームワーク：コース、教授陣、学位）と原子力研究所（インフラとロジのフレーム

ワーク：教室、実習室、事務的サポート）の専門知識を結合したものである。授業は原

子力研究所で英語により行われ、高度なモジュラー方式で行われる。 

  BNEN で行われているコースには、原子力入門、原子炉物理入門、原子炉理論と実習、

原子炉熱水力学、運転・制御、信頼性と安全性、核燃料サイクルと応用放射化学などが

含まれている。 

  BNEN の修士後修士の学生数は、延べ 151 人である。年を経るごとに学生数は、増加し

ている。初年度（2002～2003 年）には 15 人が入ったが、次年度に進んだのは 13 人で、

２人が脱落している。3 年目（2004～2005 年）には 7 人が卒業し、6 人が 3 年生になっ

ている。また、学生のうち三分の二以上が職業人である。BNEN の修士後修士はその専門

性から原子力産業界の実際のニーズに対応している。 

 BNEN は教育ネットワークの成功事例であり、設立当初に比べて発展しており、今後も

発展し続けると思われる。BNEN は、原子力のみならず他分野にとっても手本になる教育

ネットワークと言え、原子力の能力維持に関して重要な役割を果たしている。 
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g. Global COE (center of excellence) program “Nuclear Education and Research  

Initiative” of the University of Tokyo  

  Koji Okamoto – Professor, University of Tokyo, Japan 

  東京大学の岡本孝司教授より、東京大学のグローバル COE プログラム「世界を先導する

原子力教育研究イニシアチブ」の紹介を中心に発表が行われた。 

  2005 年に発表された原子力政策大綱では、2030 年以降発電における 30～40％の原子

力発電比率、核燃料サイクルの推進、2050 年の FBR の商業運転等を目指している。    

また、2006 年に発表された原子力立国計画には、原子力発電所の建設・リプレース、

既存原子力発電所の改善、人材育成の重要性が記されている。 

  日本では、政府から大学における原子力教育への支援として「原子力人材育成プログ

ラム」（文科省・経産省）や「グローバル COE プログラム」（文科省）が実施されている。

現在、東京大学では、グローバル COE プログラムとして「世界を先導する原子力教育研

究イニシアチブ」が実施されている。 

  東京大学の「世界を先導する原子力教育研究イニシアチブ」では、原子力社会学、原

子力エネルギー、放射線応用の教育研究が一体的に行われている。原子力社会学を含む

３分野の教育研究を一体的に推進しているのは世界初のことである。 

 原子力社会学は、原子力利用に伴うリスクや不確定性の低減を目指す教育研究活動で

ある。学内外との連携により原子力法工学、核不拡散、原子力技術と社会の調和を教育

研究としている。 

  原子力エネルギーは、未来型原子力エネルギーと発電プラントの安全で安定した運転

を目ざした原子力プラント保全工学、放射性廃棄物処理処分を重点課題としている。 

  放射線応用は、がん治療の普及のために加速器や診断設備の小型化など研究開発的医

学物理の展開を図っている。 

東京大学は、グローバル COE プログラムの一環で国内、中国、米国などで国際的ワー

クショップを積極的に開催している。 

 
②７月 16 日（木）14：00-15：45 のセッション 12‐4(Labor and Public Acceptance   

Issues)において、原産協会の上田より、日本の原子力人材育成について原子力人材育成

関係者協議会（2009 年 4 月版報告書）の検討内容を中心に発表した。会場からは、特に

質問・コメントはなかった。 

（主な内容） 

・原子力分野の人材に係る定量データ（電力会社、メーカーへの就職データ等）の紹介 

・大学を巡る状況（学部のおける原子力関係科目数の変化等）の紹介 

・日本における原子力人材を巡る検討経緯の紹介 

・学生や新入社員を対象としたアンケート調査結果の紹介 

・原子力人材育成関係機関で行っている原子力人材育成活動（一部）の紹介 など 

 

 

８．４ 国立原子力科学技術学院（INSTN）：  

（１）日時：７月 17 日（金）14：00～16：40 

（２）場所：パリ郊外サクレー（Centre de Saclay-91191 Gif-sur-Yvette Cedex） 

（３）対応者：ジョセフ・サフィー教授、久住涼子 ENEN 事務局長 

（４）参加者：辻倉  電気事業連合会 顧問（原子力技術担当） 

       村田  日立 GE ニュークリア・エナジー（株） 

技術主管・国際協力室長   

       水田  関西電力（株）パリ事務所所長 

       北村 （社）日本原子力産業協会 参事 

       上田 （社）日本原子力産業協会 主任 
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（５）訪問目的： 

INSTN 原子力工学教育担当/欧州原子力教育ネットワーク（ENEN）会長のジョセフ・サ

フィー教授と ENEN 事務局長の久住涼子氏を訪問し、フランスの INSTN における原子力

人材育成に関する情報収集、ENEN の実績に関する情報収集、欧州における原子力人材育

成についての情報収集を行った。 

＊国立原子力科学技術学院(INSTN)／欧州原子力教育ネットワーク（ENEN） 

 

（６）概要： 

フランスの原子力産業は 1952 年に起こり、人材育成の需要が増したが、原子力のノウ

ハウは大学ではなく政府にあった。そのため CEA 内に原子力講座が設けられ、その後フ

ランス唯一の原子力専門学校である INSTN が設立された。 

①特徴： 

・高度教育に関する専門家のネットワーク 

・産学研究連携 

・工学教育と組織に関するノウハウと経験の蓄積 

・科学・工学の発展への適応性 

②対象学生：学部卒業相当、修士相当者 

③教育範囲： 

・原子力工学、核分裂・核融合、新エネルギー工学 

・放射線物理、化学、放射線化学 

・金属工学、ミクロ・ナノテクノロジー 

・モデリングとシミュレーション 

・生理学、放射線生理学、核医学、放射線薬学、医療物理 

・リスク制御：定量管理、放射線防護、環境監視、原子力安全 

・経済学、プロジェクト管理 

・博士候補者の初期教育 

・教授学 

④コースの特徴： 

１）短期専門コース、 

２）研究を通じた訓練、  

３）大学からの受け入れ訓練や休暇時訓練 

・訓練、教育完了時、certificate を出し、大学側の承認で単位が認められる。 

   ４）下記事業を実施して、欧州全域での原子力教育の支援を行い欧州全体としての

原子力教育の底上げを図っている。 

・原子力工学への教授の派遣（国内はもとよりドイツ、イギリス、イタリアなど） 

・特定分野の学生を受け入れて、教育して認証する。 

⑤設立：1956 年 

⑥予算：国家予算＋産業界、海外学生には生活費の支援（海外派遣の場合は派遣先機関 

が生活費負担） 

⑦教授陣：専任スタッフ（114 名）と講師＋専門家（1,300） 

専任スタッフ、講師＋専門家は専門科目の教育を受け、時限的に教育資格認証を得る。

CEA、AREVA、EDF などから専門家が特定分野の講師として教えることも多い。 

この場合でも教える為には、能力を評価して時限的な教授資格を与える。 

⑧教育人数：  

アカデミック及び専門コース合計 600 名/年、内約 100 人がここで学ぶ。 

他の 500 人は連携する大学院（現在 28 校のマスタコースと連携）から。 

大学休暇時訓練 7,000 人/年。 

⑨CEA との協調：PhD1,000 名、postPhD300 名が CEA で訓練を受ける。 
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（７）フランスの原子力人材育成ならびに INSTN についての一般情報 

①フランス政府は 2003 年エネルギー白書を発行した。これを下に原子力に関する国民討

論が行われた。これ以降原子力に対する理解が向上してきた。この白書は website から

入手できる。 

②高校でのエネルギー教育は必ずしも十分ではない。 終年度に教えるだけ。 

③初等学校では上手く教えていない。kW も kWh も分からない先生もいる。 

④チェルノブイリ事故以降は反原子力の教員が増え、原子力教育は低下した。 

⑤15 年前から、15 日×30 人の教師養成コースが組まれている。対象教師は物理を専門

とする教師で原子力応用を教えている。こういうことを通じて反原子力から、原子力を

有用な技術と考えるようになっている。 

⑥エネルギー教育では原子力のみならず、再生可能エネルギー全般を対象とするが、EDF 

は風力を補助的と考えている。勿論 EDF もエネルギー教育を行っている。 

⑦INSTN の入学生は大学、グランゼコールなどの卒業生。非常に selective なので優秀

な学生が来る。 

⑧原子力はいまや人気分野なので INSTN の学生のレベルは高い。 

⑨EDF も入社 2～3年の社員を INSTN へ訓練生として派遣する。 

⑩病院関係の Physicist の育成も行っている。年間 50 人程度だが各病院で少なくとも一

人以上を確保する必要があるので、更に育成が必要である。 

⑪1990 年代後半は中小企業への就職が多かった。企業就職者は、2003 年 20 人～今は 100

人以上になっている。EDF も 100 人/年から今では 600 人/年を採用している。 

⑫AREVA も 60,000 人体制から 2012 年 80,000 人体制へ移行するために、20,000 人の退職

を見込んで 40,000 人の採用計画があり、既に現在は約 10,000 人/年を 3年続けて採用し

ている。 

⑬フランスでも、他国と同様、工学系の 50％は金融関係に就職する。英国では 30％しか

工学系に残らない。 

⑭欧州では、大学の原子力工学部門は、全部は生き残れない。大学の原子力プログラム

も小さくならざるを得ないだろう。（INSTN の存在意義がここにある。） 

⑮日本では学部の原子力教育が希薄になってきているが、INSTN は元々大学では原子力

分野の教育を受けていない学生に原子力教育を施すものである。 

⑯原子力教育は欧州全体として共通に考えているので、英語で教育している。例え技術

的に優秀でも、フランス語が出来ないと INSTN での教育が出来ないので、共通語を英語

とした。TOEIC は 750。（この点は、ベルギーやスペインの原子力教育についての ICONE17

での発表でも強調されている。） 

⑰修士論文の指導は必ずしも INSTN 内で実施するとは限らない。フランス各所の原子力

関係の研究所でも実施できる。 

⑱INSTN では原子力工学修士を授与する。 

⑲INSTN の教育用原子炉は、2015 年に廃止になる。これは問題だ。シミュレータで代用

できると言う人もいるが、全部は代用することが難しい。 

 

（８）INSTN についてのヒアリング情報 

Q１：2003 年のフランスのエネルギー白書では原子力発電の維持が再確認され、また、再

生可能エネルギーの強化も提案されているが、エネルギー白書は何年ごとに出されている

のか？また、エネルギー白書の入手は可能か？2003 年以降に出されたエネルギー白書はあ

るか？ 
A１：2003 年、エネルギー問題について、全国的にさまざまなレベル／範囲で国民討論が

展開され、大学、公共の場、村や町でもエネルギー問題や原子力について盛んに議論さ

れた。科学や工学のレベルで議論された。 

CEA は、毎週 1 回、火曜日夜、会議を実施した。このような事を経て、原子力に学生が戻

ってきた。 
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白書は国民討論のきっかけになった。白書は、2003 年以降出されていない。website から

入手できる。 

 

Q２：教育について 

Q２－１：初等中等学校における原子力、エネルギー、環境教育 

フランスでは、教育課程の基準（学習指導要領）は政令で定められているが、1989 年に制

定された教育基本法（ジョスパン法）以降、政令の変遷はどうなっているか？日本では、

2008 年 3 月に学習指導要領が改定され原子力や放射線が取り扱われることになった。それ

まで、一部の教科書では原子力を批判的に扱っていた。 

A２－１：フランスでは高等学校の教育内容は教育省で決める。学校はそれを守る。原子力

教育は高等学校の 終年度で教育する。これはかなり好い内容だ。反応度が増減したらど

うなるかなども学ぶ。 

チェルノブイリ事故後の 80 年代～90 年代は、先生が原子力反対になり、原子力を教えな

いことがあった。またバカロレアの試験問題にもならない。 

1970 年代から、高校の物理の先生向けに、原子力応用を年 50 人、15 日間教えるコースが

あった。原子力応用、非破壊検査、産業・医療への応用、原子炉の起動など教えた。サフ

ィー教授自身も 15 年間教えた。反対派であっても原子力が有用であることを認識した。「小

さい努力だったが、我々はやった。」 

また、EDF も開放し、公衆とのコミュニケーションを大切にした。多くの学校の生徒が EDF

の施設を訪問した。これは大変よかった。 

 

Q２－２：初等中等学校における原子力、エネルギー、環境教育 

フランスでは、ここ 10 年ほどの間にエネルギー・環境教育の重点の置き方はどのように変

化したか？また、地球温暖化防止における原子力発電の役割の教えられ方はどうなってい

るか？再生可能エネルギーとの関係はどうなっているか？ 

A２－２：多くの人が原子力を受け入れるようになった。再生可能エネルギーは議論されて

いる。EDF も風力を推進しているが、これはコミュニケーション目的ではないか。 

 

Q２－３：初等中等学校における原子力、エネルギー、環境教育 

フランスでは、教員へのエネルギー・環境教育はどのように行われているのか？ 

エネルギー・環境教育は、教員養成課程のカリキュラムに組み込まれているのか？ 

A２－３：高校では十分ではない。kW と kWh の区別が出来ない教員もいる。大学や初等学

校でも大きくは変わらない。 

 

Q２－４：大学進学率 

高校を卒業する者のうち、大学（高等教育機関）への進学者の人数（割合）はどのくらい

か？ 

A２－４：新聞情報では、バカロレア（大学入学資格を得るための統一国家試験）合格者の

79％は大学に入学する。 

 

Q２－５：大学教育 

大学やグランゼコールの入学および卒業要件（システム）はどうなっているのか？ 

もし入学試験、卒業試験があるなら、それらは難しいのか？  

A２－５：バカロレア(Bac)-S(Scientific)が科学系である。大学入学はそれほど競争的で

はない。20％は修士課程へ進む。しかし、大学のエネルギー課程はほとんどないし、原子

力関係はない。必要と主張しているが受け入れられていない。 
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Q２－６：大学教育 

大学やグランゼコールにはどのような人が行くのか？ 

裕福な家庭の人が行くのか？向学心のある人が行くのか？ 

A２－６：グランゼコールへの入学は、非常に選択的（競争的）。バカロレア(Bac)を取得後、

高等学校に併設されているグランゼコール準備級で 2年間学んだ後、25 年前は 20％、現在

は約 10％が進学する。また、準備級での費用は自己負担することになる。 

 

Q２－７：大学教育 

大学の学部教育（一般教養）の中で原子力やエネルギー教育は教えられているのか？ 

A２－７：フランスの大学は入学時点で専門化されているため、一般教養で原子力は教えな

い。（日本の大学のような一般教養課程がない。） 

 

Q２－８：工学系学科志望者割合等 

大学進学者のうち理工系学科に進学する割合はどれくらいか？ 

A２－８：40％以下くらいか。 

 

Q２－９：工学系学科志望者割合等 

原子力産業における高校出身者、大学出身者、INSTN 出身者の位置づけはどうなっている

のか？大学卒業者を技術者と考えると、高校卒業の技能者や INSTN 卒業者はリーダーにな

っているのか？ 

A２－９：高校卒後 2年間の教育を受けて試験を受けて技能者として認定されるが、原子力

特定の分野はない。ただし、これは国レベルではない。 

INSTN 卒業生の 95％は EDF や AREVA に就職する。残りはヨーロッパ全体に広がる。ドイツ

GRS など。AREVA でも原子力技術者そのものはそれほど必要ではないが、研究開発職 など

につく。またトレーナーなどにもなる。 

 

Q２－10：基礎基盤分野の大学研究者 

日本では、構造強度、材料強度、腐食・物性、溶接、熱・流体・振動、放射線安全などの

基礎技術分野の若手研究者の不足が指摘されている。 

この分野の若い研究者はフランスでは十分確保されているのか？ 

A２－10：材料は核融合などでも重要で人気がある。 

フランスでは基礎分野は競争的であり魅力ある分野だ。 

流体力学、材料分野、安全研究などの基礎教育、安全教育、ケーススタディを実施して安

全の専門家になる。溶接などは別にある。 

＜日本ではこの分野の専門家が希薄になっている事、政府の助成プログラムを説明した。＞ 

 

Q２－11：就職説明会 

日本では、就職情報企業による説明会や原子力産業合同企業説明会が開催されているが、

フランスでは、このような就職説明会は開催されているのか？ 

A２－11:EDF や AREVA が行っている。2009 年 12 月 4 日、5 日にはブリュッセルで

「AtomicCareers in Europe」という欧州レベルの就職イベントが開催される。内容は、イ

ンタビューやインターンシップなど具体的。スポンサーはこれから集める。インターンシ

ップなどが決まったときは旅費等が出される。 

 

Q２－12：教育費・奨学金・支援 

EU の中では国際間の流動性が高まっていると理解している。海外学生にも授業料免除や奨

学金はあるのか？その比率は？ 

現在のフランスの国内海外学生への教育政策は続くと考えてよいか？ 
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A２－12: フランスは国の政策として海外からも受け入れる。政府は奨学金も出す。 

 

Q３：人的資源の需給について 

A３：量的には十分。またグランゼコールはきわめて選択的（競争的）。またエンジニアリ

ング学校からも INSTN にくるがこれも極めて選択的なので質的にも確保されている。 

 

Q４：原子力産業の現状 

A４：チェルノブイリ事故後はかなり酷かった。しかし、カダラッシュに ITER が誘致され、

フラマンビルに EPR の建設が決まるなど、原子力に対する風は極めて良い。フィンランド、

ノルウェー、スウェーデン等、北欧はフランスや、イタリア、スペインより環境に気を遣

っているので、北欧での原子力推進はフランスにとりいい影響を与えている。 

 

Q５：国の支援プログラム 

＜日本の文部科学省／経済産業省の原子力人材育成プラグラムを簡単に紹介した。＞ 

Q５－1：大学を含む教育機関に対する政府の支援プログラムはあるか？ 

例えば、インターンシップとして、原子力施設への見学会などへの資金援助など。 

また、政府と大学との共同研究なども進められているのか？ 

A５－１：原子力技術レベルの維持が大切。文部科学省／経済産業省のプログラムでは、サ

クレーにも一週間 8 人の学生と２～3 人の教授がきた。原子力の小コースの講義、原子力

シミュレータによる学習、フェニックス見学などを実施した。 

12 月には原子力機構などの関係者が来訪した。 

 

Q５－２：基礎基盤分野（構造強度、材料強度、腐食・物性、溶接、熱・流体・振動、放射

線安全）の技術を維持するために国の関与はあるのか？ 

A５－２：大学の提案する研究テーマを全部実施することは難しい。学問的に興味あるもの

を、選択的に、奨学金を得て実施する。 

 

Q５－３：フランス政府は ENEN や海外の大学に何か支援をしているのか？それはどんなも

のか？ 

A５－３： 政府が政策的に奨学金を出している。 

 

Q６：公聴・広報活動、原子力理解活動－学生、技能者確保のための広報・公聴活動につい

て、国や企業がどのような原子力産業 PR を一般社会や学生に対し行っているか？ 

A６：コミュニケーションが大切。透明性が必要である。チェルノブイリ事故の際もコミュ

ニケーション不足が問題であった。原子力の専門家がいたが、コミュニケーションの専門

家はいなかった。ドイツももっと説明すべきだと考える。EDF は非常にオープンだ。テレ

ビの討論会でもフランクに話す。チェルノブイリの前は EDF もそれ程オープンではなかっ

た。 

過酷事故が起こりうる確率は極めて低いことを理解してもらう。科学的なコミュニケーシ

ョンは絶対的に必要だ。政府レベル、大学レベル、町村レベルでの議論が必要だ。 

CO2問題に関して、原子力が魅力的と考えている。 

 

＜日本でのトラブル隠しの問題を説明＞ 

A:これは、安全文化の問題だ。 

1984 年 CEA の研究炉に品質保証プログラムの導入の問題があった。研究担当は何の効用も

ないと導入を反対した。これが CEA の 20 年前の安全文化だ。しかし、研究炉といえども政

府は品質保証プログラムを適用した。悪い組織ではだめだ。CEA は、今は変わった。 
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（９）フランスの学校系統図（出典：文部科学省 教育指標の国際比較平成 21 年版） 
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の
提
供
・
貸
し

出
し
、
な
ど
 

関
西
電
力

 
こ
ど
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
学
習
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
教
室
、
な
る
ほ
ど
！
キ
ッ
ズ
ボ
ッ
ク
ス
、
環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
館
、
な
ど

 

自
由
研
究
お
た
す
け
隊

 
電
気
を
し
ら
べ
よ
う
、
電
気
わ
く
わ
く
実
験
、
自
由
研
究
ま
と
め
シ
ー
ト
、
な
ど

 

エ
ネ
と
く
ビ
レ
ッ
ジ

 
環
境
＠
エ
ネ
ル
ギ
ー
＞
施
設
見
学
、
出
前
・
出
張
授
業
、
な
ど

 

中
国
電
力

 

ド
リ
ー
ム
ｅ
ラ
ン
ド

 
発
電
所
を
見
に
行
こ
う
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
・
資
料
、
出
前
授
業
・
教
材
、
な
ど
 

四
国
電
力

 
よ
ん
で
ん
エ
ネ
ル
ギ
ー
学
習
支
援
サ

イ
ト

 

エ
ネ
ル
ギ
ー
教
育
支
援

活
動
、
出
前
エ
ネ
ル
ギ
ー
授
業
、
見
学
施
設
ご
紹
介
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
教
育
用
資
料
、

授
業
に
役
立
つ
デ
ー
タ
集
、
な
ど

 

九
電
み
ら
い
の
学
校
 

 
九
電
み
ら
い
の
学
校
、
出
前
授
業
の
ご
案
内
、
な
ど
 

九
州
電
力

 

こ
ど
も
科
学
研
究
室

 
（
無
料
、
講
演
と
実
験
で
構
成
、
各
地
で
開
催
）

 

沖
縄
電
力

 
電
気
科
学
館
 

電
気
に
つ
い
て
知
る
、
ア
ト
ラ
ク
シ
ョ
ン
、
イ
ベ
ン
ト
、
な
ど

 

電
源
開
発

 
エ
コ
×
エ
ネ
体
験
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
小
学
生
対
象
プ
ロ
グ
ラ

ム
、
大
学
生
対
象
プ
ロ
グ
ラ
ム

 

日
本
原
子
力
発
電

 
げ
ん
で
ん
ｅ
ま
な
び
ク
ラ
ブ

 
見
て
み
よ
う
、
調
べ
て

み
よ
う
、
ま
と
め
て
み
よ
う
、
ク
ラ
ブ
教
室
、
な
ど

 

電
気
事
業
連
合
会

 
電
気
の
し
く
み
を
学
ぶ
、
な
ど

 

エ
ネ
エ
コ
チ
ャ
ン
ネ
ル

 

パ
ワ
ー
ア
カ
デ
ミ
ー

 

 
 

電
気
事
業

者
 

日
本
原
燃

 
キ
ッ
ズ
コ
ー
ナ
ー

 
な
ぜ
な
ぜ
原
子
力

 

メ
ー
カ
ー

 
三
菱
重
工

 
キ
ッ
ズ
ラ
ン
ド

 
お
も
し
ろ
テ
ク
ノ
ワ
ー
ル
ド
、
つ
く
ろ
う
・
ま
も
ろ
う
地
球
の
未
来
、
な
ど
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三
菱
み
な
と
み
ら
い
技
術
館

 
 
 

東
芝
科
学
館
 

体
験
す
る
、
知
る
、
学
ぶ
 

ガ
リ
レ
オ
工
房
、
ア
ト
ム
工
房

 
小
学
校
高
学
年
、
低
学
年
 
実
験
と
工
作

 

東
芝

 

Ｇ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
探
検
隊

 
実
験
を
通
じ
て
考
え
る
力
を
ア
ッ
プ

 

Ｕ
Ｄ
体
感
学
習
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 
小
学
校
高
学
年
 
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン

 

  

日
立
製
作
所
 

科
学
館
 
日
立
ブ
ー
ス

 
N
a
t
u
r
e
 
C
o
n
t
a
c
t
 
地
球
の
自
然

 

ｅ
ｎ
ｅ
ｃ
ｏ
チ
ャ
ン
ネ
ル
 

環
境
に
つ
い
て
の
ゲ
ー
ム
や
ク
イ
ズ

 
日
本
原
子
力
文
化
振

興
財
団

 
あ
と
み
ん

 
原
子
力
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
育
支
援
情
報
提
供
サ
イ
ト
（
文
部
科
学
省
教
育
支
援
事
業

案
内
、
教
育
活
動
の
募
集
、
講
師
派
遣
、
小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
、
特
別
支

援
学
校
向
け
サ
イ
ト
、

な
ど
）

 

セ
ミ
ナ
ー
・
イ
ベ
ン
ト

 
セ
ミ
ナ
ー
、
見
学
会
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
教
育
研
究
フ
ォ
ー
ラ
ム
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
教

育
情
報
セ
ン
タ
ー

 
 
 

エ
ネ

ル
ギ

ー
環

境
教

育
実

態
調

査
、
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

教
育

ジ
ャ

ー
ナ

ル
、
エ

ネ
ル

ギ
ー
教
育
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
教
育
学
習
プ
ラ
ン
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
教

育
実
践
校
活
動
状
況
、

地
域
拠
点
大
学
活
動
状
況

 

科
学
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進

＞
科
学
技
術
に
関
す
る
学
習
の
支
援

 

理
科
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
、
理
数
系
教
員
（
コ
ア
・
サ
イ
エ
ン
ス
・
テ
ィ
ー
チ
ャ
ー
）

養
成
拠
点
構
築
事
業
、
理
科
支
援
員
等
配
置
事
業
、
サ
イ
エ
ン
ス
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ

ッ
プ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
S
P
P
）
、
女
子
中
高
生
の
理
系
進
路
選
択
支
援
事
業
 
、
ス

ー
パ
ー
サ
イ
エ
ン
ス
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（
S
S
H
）
支
援
事
業
、
国
際
科
学
技
術
コ
ン
テ

ス
ト
支
援
事
業
、
未
来
の
科
学
者
養
成
講
座
、
理
数
系
教
員
指
導
力
向
上
研
修
事
業
、

理
科
教
材
開
発
・
活
用
支
援
事
業
 
、
理
科
ね
っ
と
わ
ー
く
 
学
校
教
育
版
、
理
科
ね

っ
と
わ
ー
く
 
一
般
公
開
版
 
、
S
c
i
e
n
c
e
 W
i
n
d
o
w（

サ
イ
エ
ン
ス
 
ウ
ィ
ン
ド
ウ
）
、

教
員
免
許
状
更
新
講
習
、
な
ど

 

＞
社
会
の
中
の
科
学
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

形
成

 

社
会
の
中
の
科
学
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
、
地
域
活
動
支
援
、
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支

援
、
全
国
規
模
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
、
日
本
の
科
学
館
め
ぐ
り
、
理
科
大
好
き
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
、
か
が
く
ナ
ビ
、
サ
イ
エ
ン
ス
 
チ
ャ
ン
ネ
ル
、
J
S
T
バ
ー

チ
ャ
ル
科
学
館
、
サ
イ
エ
ン
ス
ア
ゴ
ラ
、
な
ど

 

日
本
科
学
未
来
館

 
 
 

科
学
技
術
振
興
機
構

 

S
c
i
e
n
c
e
 
P
o
r
t
a
l
 
科
学
技
術
す
べ

て
伝
え
ま
す
＞
楽
し
む
科
学

 

サ
イ
エ
ン
ス
カ
フ
ェ
、
理
科
の
探
検
、
科
学
の
Ｑ
＆
Ａ
、
科
学
館
・
や
さ
し
い
科
学

サ
イ
ト

 

関
係
機
関

 

フ
ォ

ー
ラ

ム
エ

ネ
ル

Ｅ
Ｔ

Ｔ
が

考
え

た
放

射
線

の
テ

キ
ス
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ギ
ー
を
考
え
る

 
ト

 

北
海
道
支
部
 

原
子
力
オ
ー
プ
ン
ス
ク
ー
ル

 
原
子
力
の
不
思
議
体
験

コ
ー
ナ
ー
、
ア
ト
ム
ス
ク
ー
ル
体
験
入
学
 

北
関
東
支
部
 

オ
ー
プ
ン
ス
ク
ー
ル

 
各
機
関
か
ら
６
企
画
を
出
展

 

関
東
甲
越
支
部

 
原
子
力
オ
ー
プ
ン
ス
ク
ー
ル

 
体
験
実
験
、
お
も
し
ろ

実
験
、
参
加
型
ゲ
ー
ム
、
な
ど

 

中
部
支
部

 
原
子
力
オ
ー
プ
ン
ス
ク
ー
ル

 
ち
か
ら
と
不
思
議
 
体

験
コ
ー
ナ
ー
、
学
習
コ
ー
ナ
ー

 

関
西
支
部

 
原
子
力
オ
ー
プ
ン
ス
ク
ー
ル

 
実
験
工
作
教
室
、
体
験

学
習
、
出
張
講
義
、
見
学
と
体
験

 

中
国
・
四
国
支
部

 
原
子
力
オ
ー
プ
ン
ス
ク
ー
ル

 
霧
箱
で
放
射
線
・
宇
宙

船
を
見
て
み
よ
う

 

日
本
原
子

力

学
会

 

九
州
支
部

 
原
子
力
オ
ー
プ
ン
ス
ク
ー
ル

 
霧
箱
を
使
っ
た
放
射
線
観
測
と
パ
ネ
ル
展
示

 

北
海
道
エ
ナ
ジ
ー
ト

ー
ク
２
１

 

 
 

中
学

生
の

科
学

実
験

教
室

 

東
北
原
子
力
懇
談
会

 
 
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
ミ
ニ
百

科
、
青
森
県
商
工
会
議
所
主
催
高
校
生
の
海
外
エ
ネ
ル
ギ
ー

事
情
研
修
へ
の
協
力
、
理
科
教
室
、
見
学
会
、
放
射
線
基
礎
講
座
 

中
部
原
子
力
懇
談
会

 
 
 

出
張
授
業
、
オ
ー
プ
ン

ス
ク
ー
ル
、
教
材
の
貸
し
出
し
・
提
供

 

北
陸
原
子
力
懇
談
会

 
 
 

図
画
コ
ン
ク
ー
ル
、
作

文
コ
ン
ク
ー
ル
 

関
西
原
子
力
懇
談
会

 
 
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
原
子
力
・
放
射
線
の
ペ
ー
ジ
、
放
射
線
測
定
器
の
貸
し
出
し
、
ビ
デ

オ
・
Ｄ
Ｖ
Ｄ
の
貸
し
出
し
 

中
国
地
域
エ
ネ
ル
ギ

ー
フ
ォ
ー
ラ
ム

 

 
 

こ
ど

も
エ

ネ
ル

ギ
ー
・
環

境
教

室
、
学

習
教

材
貸

し
出

し
、
エ

ネ
ル

ギ
ー
・
環

境
問

題
に
関
す
る
資
料
提
供

 

日
本
原
子

力

産
業
協
会

関

係
組
織

 

九
州
エ
ネ
ル
ギ
ー
問

題
懇
話
会

 

 
 

講
師

派
遣

（
高

校
、

大
学

向
け

）
、

オ
リ

ジ
ナ

ル
教

材
の

貸
し

出
し

 

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
活
動

 
サ
イ
エ
ン
ス
キ
ャ
ン
プ
、
サ
イ
エ
ン
ス
カ
フ
ェ

 

原
子
力
を
学
ぶ

 
学
習
サ
イ
ト
、
ビ
デ
オ
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
、
展
示
館
、
Ｊ
Ａ
Ｅ
Ａ
図
書
館
、
な
ど
 

研
究
機
関

 
日
本
原
子
力
研
究
開

発
機
構

 

施
設
見
学
お
問
い
合
わ
せ
窓
口

 
 
 

国
 

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁

 
な
る
ほ
ど
原
子
力
Ａ
 
t
o
 
Ｚ

 
キ
ッ
ズ
コ
ー
ナ
ー
、
原
子
力
報
道
等
に
対
す
る
見
解
、
広
報
室
の
取
組
、
原
子
力
政

策
関
連
情
報
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
地
域
担
当
官
事
務
所
、
な
ど

 

北
海
道
大
学
 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
＞
自
由
参
加

プ
ロ
グ
ラ
ム
＞
工
学
部

 

先
輩
と
話
そ
う
、
研
究

施
設
探
訪

 

出
張
講
義

 
高
校
生
対
象
 

大
学
等

 

八
戸
工
業
大
学

 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
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オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
＞
工
学
部

 
新
科
学
体
験
コ
ー
ナ
ー
「
量
子
の
世
界
を
の
ぞ
い
て
み
よ
う
」
 

東
北
大
学

 

サ
イ
エ
ン
ス
カ
フ
ェ

 
 
 

東
京
大
学

 
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

 
 
 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

 
 
 

夏
休
み
サ
イ
エ
ン
ス
ク
ラ
ブ

 
小
中
学
生
対
象

 

ひ
ら
め
き
☆
と
き
め
き
サ
イ
エ
ン
ス

 
 
 

東
京
工
業
大
学

 

高
校
生
の
た
め
の
公
開
講
座

 
 
 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

 
 
 

東
京
都
市
大
学

 

小
学
生
・
中
学
生
の
た
め
の
「
科
学

体
験
教
室
」
 

見
え
な
い
物
を
測
っ
て

み
よ
う
！
自
然
放
射
線
の
測
定

 

飛
行
機
雲
み
た
い
！
放

射
線
っ
て
な
あ
に
！
見
え
る
の
？

 

静
岡
大
学

 
サ
イ
エ
ン
ス
カ
フ
ェ
 
i
n
 
静
岡

 
小
学
生
か
ら
一
般
ま
で

 

名
古
屋
大
学
 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

 
 
 

ジ
ュ
ニ
ア
キ
ャ
ン
パ
ス

 
中
学
生
向
け
ゼ
ミ
（
特
別
協
賛
ゼ
ミ
 
放
射
線
っ
て
な
ん
だ
ろ
う
）

 

若
手
研
究
者
に
よ
る
サ
イ
エ
ン
ス
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
タ
派
遣
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

 

小
中
高
校
で
の
出
前
授
業
、
大
学
で
の
小
中
高
校
生
へ
の
オ
ー
プ
ン
授
業

 

京
都
大
学

 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

 
キ
ャ
ン
パ
ス
ツ
ア
ー
、

コ
ー
ス
別
企
画
 

大
阪
大
学

 
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

 
施
設
見
学
会
 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

 
 
 

近
畿
大
学

 

な
る
ほ
ど
原
子
力
展

 
放
射
線
利
用
、
原
子
炉
運
転
見
学

 

中
学

生
の

科
学

実
験

教
室

 
 
 

ひ
ら

め
き

☆
と

き
め

き
サ

イ
エ

ン
ス

 
日

本
学

術
振

興
会

。
研
究
者
と
大
学
の

先
端
の
研
究

成
果

の
一

端
を

小
学

校
５

・

６
年
生
、
中
学
生
、
高
校
生
が
見
る
、
聞
く
、
触
れ
る
。

 

九
州
大
学

 

未
来
の
科
学
者
養
成
講
座
 

科
学
技
術
振
興
機
構
「

未
来
の
科
学
者
養
成
講
座
」
に
採
択

 

日
本
理
化
学
協
会

 
日
本
理
化
学
協
会

 
全
国
理
科
教
育
大
会
を
毎
年
開
催
（
高
校
の
理
科
教
育
）

 

小
学
校
教
育
研
究
会

 
＞
理
科
部
会
 
研
究
大
会
の
開
催
。
研
究
大
会
成
果
の
刊
行
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
 

 

中
学
校
教
育
研
究
会

 
＞
理
科
部
会
 
研
究
大
会
の
開
催
。
研
究
大
会
成
果
の
刊
行
、
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

 

高
等
学
校
教
育
研
究
会

 
＞
理
科
部
会
 
研
修
会
、
研
究
会
、
講
習
会
の
実
施
 

教
育
関
係

機

関
 

    

○
○
県
○
○
教
育
研

究
会

 

（
例
）
広
島
県
学
校
教

育
研
究
団
体
連
絡
協

議
会

 
特
別
支
援
学
校
教
育
研
究
会
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地
球
を
考
え
る
会

 
 
 

理
科
教
育
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
 

副
読
本
の
製
作
、
教
員
へ
の
講
習
、
生
徒
達
と
の
対
話
フ
ォ
ー
ラ
ム

 

新
学
習
指
導
要
領
を
活
か
す
た
め
の
予
算
措
置
を
求
め
る
提
言
を
出
す
予
定

 

ネ
ッ
ト
ジ
ャ
ー
ナ
リ

ス
ト
協
会

 

創
造
性
の
育
成
塾

 
中
学
生
対
象
、
夏
期
合
宿
 

教
育
技
術
法
則
化
運

動
(
T
O
S
S
)
 

(
代
表

:向
山
洋
一
)
 

T
O
S
S
ラ
ン
ド
 

環
境
／
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
育
 

総
合
サ
イ
ト
 
環
境
の

授
業
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
授
業
 
教
材
・
そ
の
他

 

    

エ
ネ
ル
ギ
ー
教
育
全

国
協
議
会

 

(
座
長

:向
山
洋
一
)
 

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
教
え
る

 
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 
関
連
施
設
見
学
会
 
参
考
教
材
 
お
す
す
め
エ
ネ
ル
ギ
ー
授
業

 

国
立
科
学
博
物
館

 
 
 

 
 

国
 

文
科
省
、
経
産
省
、
総

務
省

 

国
立
教
育
政
策
研
究
所
＞
教
育
情
報

ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー

 

小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
、
先
生
、
大
学
、
生
涯
学
習
に
分
類

 

授
業
の
実
践
事
例
の
提
供
 

福
井
県
＞
(
財
)
福
井

原
子
力
セ
ン
タ
ー

 

原
子
力
の
科
学
館
あ
っ
と
ほ
う
む

 
実
験
教
室
の
出
前
、
講

師
派
遣
、
科
学
実
験
と
工
作
教
室
、
な
ど
 

㈳
日
本
理
科
教
育
振

興
協
会

 

 
 

教
育

用
理

科
機

器
の

開
発

、
理

科
実

験
セ

ミ
ナ

ー
 

理
科
機
器
メ
ー
カ
ー
と

教
員

 

そ
の
他

 

日
本
理
科
教
育
学
会

 
 
 

教
員
養
成
大
学
の
教
員
の
会
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資
料
－
１
０
 
原
子
力
人
材
育
成
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
先
行
事
例
（
順
不
同
）

 

 
名
 
称

 
主

 
体

 
開
始
年
 

目
 

的
 

内
 

 
容

 
対

 
象

 
連

携

形
態

 

 
連
携

融
合
事

業
・

東
北

大
学

 

・
八
戸

工
業
大
学

・
青

森
県

 

平
成
2
1
年
度
 

（
平
成
2
5
年
度
ま
で

の
5
カ
年
計
画
）

 

・
新
た
な
利
用
研
究
開
発

・
人
材
育
成
 

・
地
域
活
性
化
 

東
北
大
は
、
原
子

燃
料

サ
イ

ク
ル

か
ら

出
る

高
濃

度

放
射
性
廃
棄
物
か

ら
有

用
放

射
性

同
位

元
素

（
R
I
）

の
高
度
分
離
技
術

と
、
分
離
さ
れ
た
R
I
利
用
の
た
め

の
基
礎
研
究

を
推

進
す

る
。

同
大

「
サ

イ
ク

ロ
ト

ン
・
ラ
ジ
オ

ア
イ

ソ
ト

ー
プ

セ
ン

タ
ー

」
は

、
平

成

2
1
年
青
森
県
六
ケ

所
村

に
分

室
を

設
置

し
、
研
究

を

本
格
化
さ
せ

る
。
八

工
大

は
、
RI
利

用
技

術
の
開

発

や
エ
ネ
ル
ギ

ー
利

用
シ

ス
テ

ム
の

研
究
、
環

境
放

射

線
・
環
境
モ
ニ
タ

ー
研

究
な

ど
を

行
う

。
六
ケ
所

村

に
集
積
す
る

原
子

力
研

究
機

関
と

連
携

す
る

。
文

部

科
学
省
研
究

経
費

。
 

研
究

者
 

大
学

生
 

 

地
元

連
携

 

官
学

連
携

 

 
連
携

協
力

 
・

東
京

大
学

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

平
成
2
0
年
度
 

・
研
究
協
力
 

・
人
材
交
流
と
人
材
育
成

・
研
究
施
設
・
設
備
の
相

互
利
用
 

高
度
原
子
力

専
門

家
の

養
成

教
育

を
進

め
る

。
大

学

に
設
置
す
る

に
相

応
し

い
小

型
普

及
型

の
中

性
子

源
や
量
子
ビ

ー
ム

源
の

開
発
・
利

用
に

よ
る

教
育

研

究
と
、
原
子
力
機

構
に

設
置

さ
れ

て
い

る
大

型
研

究

用
原
子
炉
や
大
強
度
陽
子
加
速
器
施
設
J
-
P
A
R
C
な

ど
の
共
同
利

用
に

よ
る

教
育

研
究

と
の

効
果

的
な

連
携
・
融
合

を
図

る
。

 

こ
れ
に
よ
り

、
設
置
後
4
0
年
の
東
大
の
研
究
用
原
子

炉
「
弥
生
」
（
茨
城
県
東
海
村
）
の
運
転
は
平
成
2
2

年
度
末
終
了

予
定

。
 

同
村
の
関
係

機
関

、
大

学
と

連
携

し
、
研
究

者
、
技

術
者
育
成
の

た
め

の
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
充

実
、
基

礎
研
究
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
展

開
。

 

研
究

者
 

大
学

生
 

 

地
元

連
携

 

官
学

連
携

 

 
エ
ネ

ル
ギ
ー

研

究
開

発
拠
点

化

計
画

 

福
井

県
「

原
子
力

研
究
・
教

育
広
域

連
携

懇
談
会

」

（
1
6
機
関
）
 

・
原
子

力
安
全
シ

平
成
1
7
年
3
月
 

原
子
力
発
電
所
を
発
電

「
工
場
」
に
と
ど
め
る
こ

と
な
く
、
原
子
炉
の
集
積

す
る
福
井
県
の
特
徴
を

活
か
し
、
同
県
を
原
子
力

平
成
1
7
年
「
エ
ネ

ル
ギ

ー
研

究
開

発
拠

点
化

推
進

組

織
」
を
若
狭

湾
エ

ネ
ル

ギ
ー

研
究

セ
ン

タ
ー

に
設

置
。
同
組
織

は
、

拠
点

化
計

画
の

推
進

力
と

し
て

、

エ
ネ
ル
ギ
ー

に
関

す
る
「

研
究
開

発
機

能
の

強
化

」、

「
人
材
の
育

成
・

交
流
」
、「

産
業

の
創

出
・

育
成

」

研
究

者
 

大
学

生
 

高
専

生
 

地
元

連
携

 

産
官

学
連

携
 



  

 

－111－

ス
テ

ム
研
究

所
 

・
福

井
大
学

 

・
福
井

工
業
大
学

・
福
井

県
立
大
学

・
福
井

工
業
高
等

専
門

学
校

 

・
京

都
大
学

 

・
大

阪
大
学

 

・
神

戸
大
学

 

・
近

畿
大
学

 

・
名

古
屋
大

学
 

・
若
狭

湾
エ
ネ
ル

ギ
ー

研
究
セ

ン

タ
ー

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
自
然

科
学
研
究

機
構

核
融
合

科

学
研

究
所

 

・
関

西
電

力
（
株

）

・
日
本

原
子
力
発

電
（

株
）

 

・
関
西

原
子
力
懇

談
会

 
 

を
中
心
と
す
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
総
合
研
究
開
発
拠

点
地
域
と
す
る
目
的
で
、

・
国
際
的
な
研
究
機
能
の

集
積
 

・
ア

ジ
ア

の
安

全
技

術
・

人
材
育
成
へ
の
貢
献
 

・
地
域
産
業
へ
の
貢
献
 

の
総
合
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー

ト
と

、
県

内
企

業
の

課
題

を

一
元
的
に
解

決
す

る
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
サ

ー
ビ

ス
を

提
供
。
 

研
究
拠
点
の

方
策

、
原
子

力
関
連

教
育

の
あ

り
方

を

検
討
す
る
た
め
、

関
西

圏
、

中
京

圏
を

含
む

大
学

、

研
究
機
関
の
委
員

か
ら

な
る
「
原

子
力

研
究
・
教

育

広
域
連
携
懇
談
会

」
を

設
置

。
 

各
機
関
の
共
同
研

究
の

現
状

や
今

後
の

あ
り

方
を

議
論
す
る
「
原
子

力
研

究
広

域
連

携
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
」
、
大
学
生
、

大
学

院
生

対
象

の
「

敦
賀

「
原

子

力
」
夏
の
大
学
」

を
開

催
。

 

平
成
2
2
年
度
か
ら
、
国
際

原
子
力

人
材

育
成

イ
ニ

シ

ア
テ
ィ
ブ
実
施
。

 

 
（
自

社
事
業

）
・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

原
子

力
研
修

セ

ン
タ

ー
 

 
原
子
力
専
門
知
識
の
付

与
 

国
内
技
術
者
育
成

。
 

放
射
線
基
礎
課
程

(
旧

基
礎

課
程

)
 

放
射
線
安
全
管
理

コ
ー

ス
（

旧
ラ

ジ
オ

ア
イ

ソ
ト

ー

プ
コ
ー
ス
）

 

放
射
線
防
護

基
礎

コ
ー

ス
 

第
１
種
放
射

線
取

扱
主

任
者

講
習

 

第
３
種
放
射

線
取

扱
主

任
者

講
習

 

原
子
力
・
放

射
線

入
門

講
座

 

国
内

・
自

社
技

術
者

国
内

連
携
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原
子
力
関
係
者
の

た
め

の
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン
講
座
 

原
子
炉
研
修
一
般

課
程

 

中
性
子
利
用
実
験

基
礎

講
座

 

原
子
炉
工
学
特
別

講
座

 

技
術
士
(
原
子
力
・
放
射
線
部
門
)
試
験
準
備
講
座
 

放
射
線
取
扱
主
任

者
受

験
講

座
 

核
燃
料
取
扱
主
任

者
受

験
講

座
 

 
（
自

社
事
業

）
・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

原
子

力
研
修

セ

ン
タ

ー
 

 
国
際
協
力
 

ア
ジ
ア
原
子
力
協

力
フ

ォ
ー

ラ
ム

の
人

材
育

成
、

I
A
E
A
の
原
子
力
安
全
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
専
門
家
・
テ

キ
ス
ト
の
提

供
、
ア

ジ
ア

諸
国
か

ら
将

来
そ

の
国

で

の
講
師
の
候

補
に

な
る

よ
う

な
研

修
生

受
け

入
れ

。

｢
国
際
原
子
力
安
全
交
流
対
策
（
講
師
育
成
）
事
業
｣

（
文
部
科
学

省
特

別
会

計
事

業
）
に

て
、
タ

イ
、
ベ

ト
ナ
ム
、
イ
ン
ド

ネ
シ

ア
等

の
近

隣
ア

ジ
ア

諸
国

等

か
ら
原
子
力

関
係

者
を

受
け

入
れ

て
行

う
研

修
、
研

修
セ
ン
タ
ー

等
の

講
師

を
こ

れ
ら

の
国

々
へ

派
遣

し
て
の
現
地

研
修

を
通

じ
て

、
原

子
力

に
関

す
る

交

流
を
行
い
、
同
地

域
の

原
子

力
関

係
者

の
技

術
及

び

知
識
の
向
上
を
図

る
。

 

①
講
師
育
成
研
修

 

分
野
は
、
環
境
放

射
能

、
放

射
線

安
全

管
理

者
、
緊

急
時
対
応
、
原
子

炉
工

学
 

②
講
師
海
外
派
遣

研
修

 

分
野
は
、
環
境
放

射
能

、
放

射
線

安
全

管
理

者
、
緊

急
時
対
応
、
原
子

炉
工

学
 

③
保
障
措
置
ト
レ

ー
ニ

ン
グ

コ
ー

ス
 

④
プ

ラ
ン
ト

安
全

コ
ー

ス
(
敦
賀

)
 

F
NC
A技

術

者
 

国
際

連
携

 

 
大
学

と
の
連

携
・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
東
京

大
学
 
専

門
職

大
学
院

 

 
原
子
力
専
門
知
識
の
付

与
 

原
子
力
機
構
か
ら

大
学

院
に

、
客

員
教

授
、
非
常

勤

講
師
を
派
遣
し
、

実
験

・
実

習
を

指
導

。
 

大
学

生
 

官
学

連
携
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連
携
大
学
院
 

（
1
7
大
学
）
 

・
筑

波
大
学

 

・
東
京

工
業
大
学

・
東

北
大
学

 

・
茨

城
大
学

 

・
宇

都
宮
大

学
 

・
兵
庫

県
立
大
学

・
群

馬
大
学

 

・
岡

山
大
学

 
 

・
京
都

産
業
大
学

・
金

沢
大
学

 

・
福

井
大
学

 

・
千

葉
大
学

 

・
北

海
道
大

学
 

・
関
西

学
院
大
学

・
同

志
社
大

学
 

・
早

稲
田
大

学
 

・
東
京

都
市
大
学

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 
 

 
原
子
力
専
門
知
識
の
付

与
支
援
 

原
子
力
機
構
か
ら

客
員

教
員

の
派

遣
 

大
学

生
 

官
学

連
携

 

大
学

連
携

 

 
連
携

 
・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
福
井

工
業
大
学

 
原
子
力
専
門
知
識
の
付

与
 

原
子
力
機
構
か
ら

客
員

教
員

の
派

遣
 

大
学

生
 

官
学

連
携

 

 
連
携

 
・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
津
山

工
業
高
等

専
門

学
校

 

 
原
子
力
専
門
知
識
の
付

与
 

原
子
力
機
構
か
ら

客
員

教
員

の
派

遣
 

高
専

生
 

官
学

連
携

 

 
原
子

力
教
育

大

学
連

携
ネ
ッ

ト

ワ
ー

ク
 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
金

沢
大
学

 

・
東
京

工
業
大
学

・
福

井
大
学

 

 
原
子
力
専
門
知
識
の
付

与
 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

回
線

で
双

方
向

の
遠

隔
教

育
シ

ス
テ
ム
を
確
立
。

原
子

力
機

構
が

実
習

を
実

施
し

、

若
干
名
の
学
生
を

受
け

入
れ

る
。

 

・
｢
共
通
講
座
｣の

設
定
 

・
原
子
力
機
構
の

施
設

を
利

用
し

た
学

生
実

習
プ

ロ

大
学

生
 

大
学

連
携

 

官
学

連
携
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・
茨

城
大
学

 

・
岡

山
大
学

 

・
大

阪
大
学

 

グ
ラ
ム
の
実

施
 

 
原
子

力
人
材

育

成
プ

ロ
グ
ラ

ム

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
採

択
大

学
、
高

専
 

 
原
子
力
専
門
知
識
の
付

与
 

原
子
力
機
構
か
ら

出
張

講
義

、
実

験
実

習
生

受
け

入

れ
。
 

大
学

生
 

高
専

生
 

官
学

連
携

 

 
産
業

界
と
の

協

力
 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
日

本
原

燃
（
株

）

 
再
処
理
、
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム

燃
料
に
関
す
る
知
識
、
技

術
の
付
与
 

再
処
理
、
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
燃

料
に

関
す

る
実

習
 

企
業

技
術

者
 

産
官

連
携

 

 
産
業

界
と
の

協

力
 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

原
子

力
緊
急

時

支
援
・
研

修
セ
ン

タ
ー

 

 
緊
急
時
対
応
知
識
の
付

与
 

・
原
子
力
緊
急
時

対
応

者
の

育
成
（

経
済

産
業
省

受

託
事
業
）
。「

緊
急

時
対

応
研

修
」
と
「
緊

急
時
広

報

研
修
」
 

・
放
射
能
・
放
射

線
緊

急
時

対
応

研
修
：
原

子
力

施

設
以
外
で
の
事
故

も
含

め
、
放
射

能
・
放

射
線
環

境

下
で
活
動
す
る
可

能
性

が
あ

る
消

防
等

防
災

関
係

者
、
救
護
所

、
病

院
等

で
被

ば
く

者
対

応
に

あ
た

る

医
療
関
係
者
に
対

し
て

、
汚

染
処

置
等

の
研

修
。

 

・
一
般
向
け
防
災

研
修
：
学

校
の

生
徒

、
先

生
、
原

子
力
施
設
周
辺
の

住
民

に
対

し
、

放
射

能
や

放
射

線
、
原
子
力
防
災

の
し

く
み

、
緊

急
時

に
と

る
べ

き

行
動
等
を
研
修
。

 

 

企
業

、
消

防
、

病
院

の
担

当
者

一
般

向
け

産
官

連
携

 

 
産
業

界
と
の

協

力
 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

国
際

原
子
力

情

報
・
研

修
セ
ン
タ

ー
（

敦
賀
）

 

平
成
1
7
年
度
 

高
速
増
殖
炉
に
関
す
る

技
術
、
知
識
付
与

 

ナ
ト
リ
ウ
ム
取
扱

研
修

施
設

、
保

守
研

修
施

設
を

中

心
に
、
高
速
増
殖

炉
の

研
修

、
原

子
力

発
電

所
の

運

転
保
守
技
術

研
修

を
実

施
。

 

 

地
域

の
技

術
者

、
学

生
、

行
政

官
、

ア
ジ

ア
人

 

地
元

連
携

 

国
際

連
携

 

 
日
本

ア
ク
チ

ノ

イ
ド

ネ
ッ
ト

ワ

ー
ク

（
AC

TI
N
ET
）
 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 
 

・
8
大
学
 

・
（

財
）
電
力
中

平
成
2
0
年
3
月
 

ア
ク
チ
ノ
イ
ド
研
究
者

の
育
成
 

γ
線
、
α
線
、
中

性
子

線
を

放
出

す
る

ア
ク

チ
ノ

イ

ド
は
、
特
別
な
施

設
が

必
要

な
た

め
参

入
障

壁
の

高

い
研
究
分
野

。
こ

こ
に

幅
広

く
参

加
で

き
る

よ
う

、

大
学
と
ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

つ
く

り
、

研
究

者
交

流
と

、
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央
研

究
所

 

 

貴
重
な
ア
ク

チ
ノ

イ
ド

試
料

の
使

い
回

し
、
施
設

の

相
互
乗
り
入

れ
。

 

事
務
局
は
東

北
大

学
。

 

 
広
域

連
携
ホ

ッ

ト
ラ

ボ
 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

東
海
の
NU
CE

F、

大
洗
の
A
G
F
 

 

・
東
北

大
学
大
洗

施
設

 

・
京
都

大
学
原
子

炉
実

験
所

 

 

 
日
本
ア
ク
チ
ノ
イ
ド
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
を
支
え
る

活
動
 

施
設
を
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク

で
つ

な
ぎ

、
研
究

活
動
の

相

互
乗
り
入
れ
、
プ

ル
ト

ニ
ウ

ム
、

ア
メ

リ
シ

ウ
ム

、

キ
ュ
リ
ウ
ム
な
ど

の
試

料
の

使
い

回
し

を
行

う
。
原

子
力
機
構
作

成
の

標
準

デ
ー

タ
ベ

ー
ス
、
標

準
コ

ー

ド
に
つ
い
て

、
ユ

ー
ザ

ー
サ

ポ
ー

ト
を

強
化

。
利

用

講
習
会
の
開

催
。

 

研
究

者
 

企
業

技
術

者
 

地
元

連
携

 

産
官

学
連

携
 

 
再
処

理
施
設

の

建
設

、
運
転

等

に
関

す
る
技

術

協
力

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 
 

・
日

本
原

燃
（
株

）

 

昭
和
5
7
年
6
月
 

 

再
処
理
施
設
の
建
設
、
運

転
に
関
す
る
技
術
協
力
 

技
術
者
の
相
互
派

遣
、
技

術
資
料

の
提

供
、
共
同

研

究
の
実
施
、
原
燃

サ
ー

ビ
ス

技
術

者
の

動
燃

施
設

で

の
訓
練
、
原

燃
サ

ー
ビ

ス
の

試
験

研
究

に
対

す
る

動

燃
の
便
宜
供
与
 

企
業

技
術

者
 

産
官

連
携

 

 
分
析

技
術
研

修

協
力

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

・
原
子

燃
料
分
析

有
限

責
任
事

業

組
合

 

平
成
2
1
年
3
月
 

日
本
原
燃
か
ら
同
社
の

再
処
理
工
場
に
お
け
る

分
析
業
務
を
受
託
し
て

い
る
分
析
事
業
組
合
の
、

分
析
技
術
に
関
す
る
技

能
向
上
に
資
す
る
こ
と
。

原
子
力
機
構
の
施

設
に

お
け

る
分

析
事

業
組

合
従

業
員
に
対
す
る
研

修
、
分

析
事
業

組
合

へ
の

原
子

力

機
構
技
術
者

の
講

師
派

遣
、
分
析

事
業

組
合

の
分

析

技
術
等
の
技
能
向

上
の

た
め

に
必

要
な

技
術

情
報

の
開
示
 

企
業

技
術

者
 

産
官

連
携

 

 
ア
ジ

ア
原
子

力

協
力

フ
ォ
ー

ラ

ム
（
F
N
C
A
）
 

・
（

財
）
原
子
力

安
全

研
究
協

会

（
運

営
事
務

局
）

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

 
F
N
C
A
活
動
へ
の
協
力
 

ア
ジ
ア
地
域
の
原
子
力

協
力
の
推
進
（
国
際
協

力
）
 

内
閣
府
（
原
子
力

委
員

会
）

プ
ロ

グ
ラ

ム
。

 

人
材
養
成
を
含
む

8
分

野
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
開

催
等
を
通
じ
意
見

、
情

報
交

換
。

 

参
加
国
は
日
本
は
じ
め

1
0
カ
国
。
 

大
臣
級
、
コ
ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
会

合
、
パ
ネ

ル
、
個

別
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
4
活
動

レ
ベ

ル
が

あ
る

。
 

人
材
育
成
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
リ

ー
ダ

ー
と

し
て

AN
E
P

（
ア
ジ
ア
原
子
力

教
育

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム
）

実
施

。

原
子
力
発
電
導
入

に
向

け
た

原
子

力
人

材
育

成
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
整
備

（
内

閣
府

受
注

）
実

施
。

 

F
NC
A加

盟

1
0
ヶ

国
技

術
者

、
要

人
 

国
際

連
携
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ア
ジ

ア
原
子

力

安
全

ネ
ッ
ト

ワ

ー
ク

(
IA
E
A/
A
NS
N
) 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

 
A
N
S
N
活
動
へ
の
情
報
提

供
、
教
材
整
備
等
の
協
力

I
A
E
A
総
会
で
原
子
力
人
材
育
成
に
関
す
る
ブ
ー
ス

展
示
 

 
国
際

連
携

 

 
フ
ラ

ン
ス
原

子

力
庁
（
C
E
A
）
/

国
家

原
子
力

科

学
技

術
研
究

員

（
IN

ST
N
)と

の

覚
書

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

 
情
報
交
換
、
相
互
訪
問
 

I
N
S
T
N
学
生
受
入

 
国
内
外
技

術
者

 

国
際

連
携

 

 
欧
州

原
子
力

教

育
ネ

ッ
ト
ワ

ー

ク
（
E
N
E
N
）
 

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

 
E
N
E
N
の
一
員
と
し
て
、
EU

を
中
心
と
す
る
原
子
力

技
術
者
育
成
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
利
用
を
通
じ
て
、
技

術
者
、
研
究
者
の
レ
ベ
ル

向
上
。
 

教
育
支
援
、
技
術
者
養
成
の
た
め

E
N
E
N
の
ツ
ー
ル

利
用
（
E
N
E
N
と
共
催
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
平
成

21

年
9
月
、
東
海
村

で
開

催
。

）
 

技
術

者
 

国
際

連
携

 

 
欧
州

原
子
力

教

育
ネ

ッ
ト
ワ

ー

ク
（
E
N
E
N
）
 

 

・
東
京

工
業
大
学

・
E
U
 

 
E
N
E
N
の
一
員
と
し
て
、
EU

を
中
心
と
す
る
原
子
力

技
術
者
育
成
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
利
用
を
通
じ
て
、
学

生
の
レ
ベ
ル
向
上
。
 

教
育
支
援
、
技
術
者
養
成
の
た
め

E
N
E
N
の
ツ
ー
ル

利
用
。
 

平
成

2
2
年
度
～
3
年
間
の
、
「
先
導
的
留
学
生
交

流
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を

策
定

し
、
日

本
と

欧
州

で
そ

れ

ぞ
れ
約

3
0
名
の
学
生
の
交
流
を
図
る
。
 

学
生

 
国

際

連
携

 

 
大
洗
国
際
CO
E 

・
東
北
大
学
金
属

材
料

研
究
所

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

（
全
国
2
3
大
学
、

研
究

機
関
）

 

 
大
洗
地
区
の
ホ
ッ
ト
ラ

ボ
群
の
高
度
連
携
に
よ

る
世
界

先
端
の
照
射

材
料
解
析
 

J
MT
R、

J
OY
O、

H
TT
R、

J
RR
3、

B
R-
2、

H
FI
R
の
共

同
利
用
、
共
同
研

究
 

学
生

 

技
術

者
 

官
学

連
携

 

大
学

連
携

 

国
際

連
携

 

 
近
大

炉
利
用

共

同
研

究
 

・
 
近

畿
大

学
 

（
全

国
の
国

公

立
私

立
大
学

に

原
子

炉
施
設

開

放
）

 

昭
和
5
5
年

 
原
子
炉
共
同
利
用

 
文
部
科
学
省
予
算
。
 

学
生
 

大
学

連
携
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東
大

、
東
工

大
、

東
海

大
、
新

潟

大
、
名

大
、
核
融

合
研

、
阪

大
、
大

阪
府

大
、
摂

南

大
、

大
阪
産

業

大
、
大

阪
信
愛
短

大
、
神

戸
大
、
兵

庫
教

育
大
、
福
井

大
、

福
井
高

専
、

鳴
門

教
育
大
、
岡

山
大

、
広
島

大
、

九
大
、
産

業
医
大

 
研
修

会
 

・
近

畿
大
学

 
 

社
会
貢
献
 

原
子
力
知
識
の
付
与
 

教
員
・
一
般
の
た

め
の

原
子

炉
実

験
研

修
会

、
教

員

の
た
め
の
理

科
コ

ー
ス

、
国

際
原

子
力

セ
ミ

ナ
ー

（
J
A
E
A
）
、
ス
ー
パ
ー
サ
イ
エ
ン
ス
ス
ク
ー
ル
（
文

科
省
）
 

教
員

 

一
般

の

人
々

 

産
学

連
携

 

 
原
子

炉
実
験

研

修
 

・
京

都
大
学

 
 

原
子
炉
物
理
学
の
体
験

的
学
習
を
通
じ
て
原
子

力
基
礎
知
識
の
付
与
 

京
都
大
学
原

子
炉

実
験

所
の

臨
界

集
合

体
実

験
装

置
(
K
U
C
A
)
を
利
用
し
て
 

・
 
京
都
大

学
工

学
部

物
理

工
学

科
原

子
核

サ
ブ

コ
ー
ス

学
生

を
対

象
と

し
た

学
部

学
生

実
験

に
加
え

、
北

海
道

大
学

、
東

北
大

学
、
東
京

工

業
大
学

、
東

京
都

市
大

学
、
東
海

大
学

、
名

古

屋
大
学

、
福
井
大

学
、
京

都
大
学

、
大

阪
大
学
、

近
畿
大

学
、
神
戸

大
学

、
九

州
大

学
の

全
国

12

大
学
の

原
子

力
工

学
関

連
専

攻
の

大
学

院
学

生
を
対

象
と

し
た

全
国

大
学

院
生

実
験

を
実

施
。
 

・
 
ス
ウ
ェ

ー
デ

ン
の

チ
ャ

ル
マ

ー
ス

工
科

大
学

の
大
学

院
学

生
を

対
象

と
し

た
実

験
を

実
施

。

・
 
韓
国

6
大
学
(
慶
熙
大
学
、
漢
陽
大
学
、
朝
鮮

大
学
、
済
洲

大
学

、
ソ

ウ
ル

大
学

、
韓

国
科

学

学
生

 
大

学

連
携

 

国
際

連
携
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技
術
院
)
の
学
部
学
生
を
対
象
と
し
た
実
験
を

実
施
(
2
0
0
3
～
2
0
0
9
年
)
。
 

 
共
同

大
学
院

 
・
東
京

都
市
大
学

・
早

稲
田
大

学
 

 

平
成
2
2
年
度
 

・
両
大
学
の
幅
広
い
分
野

の
教
員
が
結
集
、
専
門
性

の
高
い
知
識
と
技
術
を

多
角
的
に
身
に
つ
け
さ

せ
る
。
 

・
上
記
目
的
、
授
業
、
研

究
相
互
乗
り
入
れ
、
公
的

研
究
機
関
と
の
密
接
な

協
力
に
よ
り
達
成
す
る
。

・
学
生
は
共

同
相

手
校

の
設

置
す

る
授

業
科

目
を

１

０
単
位
以
上

履
修

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

・
論
文
審
査
等
は

，
両

校
の
教
員

が
互

い
に

連
携

し

て
お
こ
な
う

。
 

・
授
業
は
主

に
，

両
校

の
地

理
的

中
間

に
位

置
し

，

利
便
性
の
高

い
渋

谷
の

新
設

教
室

で
行

う
。

 

大
学

院
生

 

大
学

間
学

連
携

 

 
連
携

協
力

 
・
東
京

都
市
大
学

・
早

稲
田
大

学
 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

平
成
2
2
年
度
 

・
人
材
育
成
及
び
学
術
研

究
活
動
の
実
施
 

・
共
同
研
究
等
の
実
施
 

・
人
材
交
流
 

・
研
究
交
流
お
よ
び
設
備

の
相
互
共
同
利
用

 

・
大
学
及
び
機
構
が
合
意

し
た
そ
の
他
の
連
携
協

力
活
動
 

長
年
に
わ
た
る
原

子
炉

を
用

い
た

実
線

的
な

研
究

の
積
み
重
ね
が
あ

る
東

京
都

市
大

、
原
子

力
の
基

礎

基
盤
と
な
る
工
学

系
と

加
速

器
理

工
学

に
強

い
早

稲
田
大
学
、
原
子

炉
、
加

速
器
を

始
め

と
す

る
大

型

実
験
装
置
で

先
端

の
研
究

を
行

っ
て

い
る

原
子

力
開
発
機
構
が
連

携
す

る
こ

と
に

よ
り
、
研

究
内

容

の
深
化
を
図

る
。
ま

た
教

育
の
面

で
は

、
両
大
学

院

生
を
原
子
力

機
構

に
派

遣
し

、
原

子
力

機
構

の
専

門

家
の
指
導
の

も
と

に
、
学

生
が
原

子
力

機
器

の
実

際

と
先
端
研
究

の
現

場
を

知
る

こ
と

に
よ

り
、
大
き

な

教
育
効
果
を

実
現

す
る

。
 

研
究

者
 

大
学

院
生

 

官
学

連
携

 

 
連
携

協
力

 
・

大
阪

大
学

 

・
日
本

原
子
力
研

究
開

発
機
構

 

 

平
成
１
６
年
 

プ
ラ
ン
ト
シ
ミ
ュ
レ
ー

タ
に
よ
る
実
習
を
通
じ

て
、
原
子
力
基
礎
知
識
の

付
与
 

 

も
ん
じ
ゅ
サ

イ
ト

に
設

置
さ

れ
て

い
る

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ
を
用
い

て
、
プ

ラ
ン

ト
の
構

成
や

制
御

方
法

を

把
握
す
る
だ

け
で

な
く
、
異

常
発

生
時

の
プ

ラ
ン

ト

挙
動
を
再
現

し
構

成
機

器
間

の
関

連
や

事
象

進
展

に
つ
い
て
理

解
を

深
め

る
。

 

大
学

院
学

生
 

官
学

連
携

 

 
原
子

力
発
電

分

野
に

お
け
る

高

度
人

財
育
成

プ

ロ
グ

ラ
ム

 

・
東
海

大
学
大
学

院
 

 
ア
ジ
ア
等
の
留
学
生
に

対
す
る
原
子
力
教
育
付

与
と
産
業
界
へ
の
就
職

支
援
 

経
済
産
業
省
・
文

部
科

学
省
「
ア

ジ
ア

人
財

資
金

構

想
」
に
よ
る

。
ア

ジ
ア

お
よ

び
原

子
力

関
連

の
資

源

輸
出
国
を
中
心
と

し
た

国
々

の
留

学
生

を
、
大
学

院

工
学
研
究
科

応
用

理
学

専
攻
（
修

士
課

程
）
に
受

け

入
れ
、
学
位
取
得

に
必

要
な

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム
（
単

位

留
学

生
 

産
官

学
連

携
 

国
際

連
携
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数
）
、
原
子
力
関

連
企

業
で

構
成

さ
れ

る
コ

ン
ソ

ー

シ
ア
ム
参
加
企
業

が
希

望
す

る
「

原
子
力

の
高
度

知

識
」
お
よ
び
「
ビ

ジ
ネ

ス
が

可
能

な
レ

ベ
ル

の
日

本

語
能
力
」
を

も
つ

グ
ロ

ー
バ

ル
な

人
財

を
育

成
。

 

 
（
自

社
事
業

）
（

社
）
海

外
電
力

調
査

会
 

 
国
際
協
力
 

途
上
国
技
術
者
へ
の
原

子
力
知
識
の
付
与

 

経
済
産
業
省
の
委

託
に

よ
り

、
途

上
国

の
原

子
力

技

術
者
の
受
け

入
れ

研
修

、
専

門
家

派
遣

 

途
上

国
技

術
者

 

国
際

連
携

 

 
（
自

社
事
業

）
放

射
線

医
学

総

合
研

究
所

 

 
放
射
線
知
識
の
付
与
 

放
射
線
防
護
課
程

、
放

射
線
看
護

課
程

、
医
学
物

理

コ
ー
ス
、
画

像
診

断
セ

ミ
ナ

ー
 

企
業

技
術

者
、

医
療

従
事

者
 

産
学

連
携

 

 
連
携

大
学

 
・
放
射

線
医
学
総

合
研

究
所

 

・
千

葉
大

学
、
東

北
大

学
、
東
京
工

業
大

学
等
々

 

平
成
8
年
 

教
育
内
容
の
充
実
、
学
際

化
、
連
携
研
究
所
の
研
究

者
と
の
交
流
の
促
進
、
共

同
研
究
の
シ
ー
ズ
形
成
、

大
学
院
教
育
の
活
性
化
。

研
究
所
の
施

設
・
設

備
や

人
的
資

源
を

活
用

し
、
大

学
院
生
の
教

育
を

行
う

。
 

大
学

院
生

官
学

連
携

 

 
（
自

社
事
業

）
放

射
線

医
学

総

合
研

究
所

 

 
放
医
研
特
有
の
施
設
・
設

備
を
、
産
業
界
、
大
学
、

研
究
機
関
な
ど
外
部
機

関
の
利
用
に
供
す
る
こ

と
。
 

重
粒
子
線
が
ん
治

療
装

置
(
H
I
M
A
C
)
と

P
I
X
E
分

析
装

置
(
P
A
S
T
A
)
の

共
同

利
用

、
共

同
利

用
研

究
(
H
I
M
A
C
)
、
受

託
業

務
、
設

備
貸

与
等

、
研

究
所

の
施

設
・
設

備
や

人
的

資
源

を
活

用
し

、

大
学

院
生

の
教

育
を

行
う

。
 

企
業

・
研

究
機

関
技

術
者

、
大

学
生

、
 

産
官

連
携

 

官
学

連
携

 

 
I
A
E
A
協
働
セ
ン

タ
ー

指
定

 

・
放
射

線
医
学
総

合
研

究
所

 

・
IA
EA
 

平
成
2
1
年

 

（
4
年
間
）
 

放
医
研
の
研
究
成
果
を

生
か
し
、
I
A
E
A
の
実
践
的

研
究
、
人
材
育
成
活
動
を

支
援
 

放
射
線
医
療
、
生

物
影

響
関

連
の

放
射

線
科

学
の

重

点
分
野
の
研
究
開
発
と

I
A
E
A
加
盟
国
の
医
療
関
係

者
の
人
材
育

成
。

 

加
盟

国
医

療
関

係
者

国
際

連
携

 

 
（
自

社
事
業

）
（

社
）
日

本
原
子

力
産

業
協
会

 

平
成
1
8
年
度
 

原
子
力
産
業
へ
の
理
解

向
上
 

学
生
と
企
業
の
就
職
・
採

用
活
動
の
支
援
 

理
系
学
生
向
け
企

業
説

明
会
「
原

子
力

産
業

セ
ミ

ナ

ー
」
の
開
催
 

理
系

学
生

産
学

連
携

 

 
（
自

社
事
業

）
（

社
）
日

本
原
子

力
産

業
協
会

 

平
成
2
0
年
度
 

国
際
的
に
活
躍
で
き
る

若
手
技
術
者
、
研
究
者
の

育
成
 

世
界
原
子
力
大
学

夏
季

研
修

参
加

費
助

成
支

援
 

企
業

技
術

者
、

研
究

者
 

国
際

連
携

 

 
（
自

社
事
業

）
（

社
）
日

本
原
子

 
ベ
ト
ナ
ム
の
原
子
力
発

企
業
、
研
究
機
関

の
専

門
家

派
遣

、
ベ
ト

ナ
ム
要

人
、

ベ
ト

ナ
ム

国
際
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力
産

業
協
会

 
電
所
導
入
に
係
る
人
材

育
成
支
援
 

専
門
家
の
受

け
入

れ
研

修
支

援
 

技
術

者
、

研
究

者
 

連
携

 

産
官

学
連

携
 

 
（
自

社
事
業

）
（

社
）
日

本
原
子

力
産

業
協
会

 

平
成
2
0
年
度
 

中
学
校
理
科
教
諭
へ
の

原
子
力
発
電
・
放
射
線
の

基
礎
知
識
獲
得
支
援
 

全
国
中
学
校
理
科

教
育

研
究

会
（

全
中

理
）
大
会

ブ

ー
ス
出
展
に
よ
り

情
報

提
供

。
東

京
都

中
学

校
理

科

教
育
研
究
会
（
都

中
理

）
の

教
員

向
け

、
生

徒
向

け

に
講
習
会
実

施
。

 

中
学

校
教

員
 

中
学

生
 

産
学

連
携

 

 
（
自

社
事
業

）
（

社
）
日

本
原
子

力
学

会
 

教
育
・
研

究
調
査

特
別

委
員
会

 

 
原
子
力
・
放
射
線
に
つ
い

て
正
確
な
知
識
を
子
供

た
ち
に
付
与
す
る
こ
と
 

小
中
高
校
の
教
科

書
の

原
子

力
・
放

射
線

に
関
す

る

記
述
内
容
を
チ
ェ

ッ
ク

し
、
必
要

が
あ

れ
ば

誤
り

を

指
摘
し
、
正

し
く

記
述

さ
れ

る
よ

う
原

子
力

委
員

会

や
文
部
科
学
省
に

陳
情

す
る

。
 

事
務
局
は
科
学
新

聞
社

。
 

文
科

省
 

産
学

連
携
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資料－１１ 原子力産業セミナーについて 

 

（社）日本原子力産業協会は、平成 18 年度から毎年、原子力産業界への理解促進と、

理系学生と企業・機関の就職・採用活動支援を目的に、合同企業説明会方式の原子力

産業セミナーを東京で開催しており、これまで 4回開催している。 

前回の「原子力産業セミナー2011」は、関西原子力懇談会と共催し、東京のほか大

阪でも初めて実施した。 

原子力産業に特化した特徴あるセミナーの開催に賛同し、参加頂いた企業・機関は

43 社にのぼり、学生との出会いの場として、また、企業・機関の広報活動の一環とし

て利用頂いた。他方、折からの厳しい就職状況を反映してか、セミナーに参加した学

生数は(大阪を除いても)過去 高となった。また、回を重ねるにつれ、本セミナーに

対する認知度が向上してきたことも参加者数増加の要因と考えられる。 

 

〔原子力産業セミナー2011 の概要〕 

参加企業・機関：４３社 (延べ６０社) 

参加学生：１１１６名 (１２６大学、７６大学院、高専等６) 

（１）東京会場（１２月１２日（土）、新宿エルタワー３０階 サンスカイルーム） 

・参加企業・機関：３７社 

・参加学生   ：７５５名 (８９大学、５０大学院、高専等４、全１０６校) 

（２）大阪会場（１２月１９日（土）、新梅田研修センター２階 Ｇホール・Ｌホール） 

・参加企業・機関：２３社 

・参加学生   ：３６１名 (４２大学、３５大学院、高専等２、全５５校) 

（３）後援：原子力委員会、文部科学省、経済産業省 

（４）協賛：(社)応用物理学会、(独)国立高等専門学校機構、(社)電気学会、(社)電子情報

通信学会、(社)土木学会、(社)日本化学会、(社)日本機械学会、(社)日本原子力学会、(社)
日本建築学会、(社)日本物理学会、日本保健物理学会 
 

参加学生数および参加企業・機関数の推移
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資料－１２ 情報伝達の検討準備会報告 

 

平成２１年４月２２日 

情報伝達検討準備会 

 

 対策検討の答申：『原子力情報伝達の仕組み作りについて』 

～『検討する組織を準備するために』を中心に～ 

 

１．経緯 

 産官学連携による「原子力人材育成関係者協議会」（以下、協議会という）は、原子力

分野の人材育成に関する中長期的課題を検討する場として平成 19 年 9 月に発足、平成 20

年７月までの活動の成果を「原子力分野の人材に関わる定量分析結果＆原子力人材育成ロ

ードマップ（中間取り纏め）報告書」（以下報告書という）にまとめた。 

 報告書によれば、原子力人材育成に果敢にチャレンジしていくためには、国民に、原子

力界の「夢／やりがい」を伝えると共に、原子力についての「理解と信頼」を獲得するこ

とが必要とされた。しかし国民の多くは、「夢／やりがい」という情報より事故・トラブ

ル等の情報によるマイナスのイメージで、原子力界を不安視し、「理解と信頼」を持つに

至っていない。このため「夢／やりがい」についての情報発信と「理解と信頼」を獲得す

るための『情報伝達の仕組み作りを検討することが必要』との提言があった。 

 これを受けて協議会の下部組織である「原子力人材育成関係者協議会ロードマップＷＧ」

（以下、ＷＧという）は、平成 20 年 12 月３日に当情報伝達検討準備会に対し下記の事項

の検討を委嘱した。 

 

２．委嘱事項 

 報告書の『情報伝達の仕組み作りを検討する』という要請に加え、平成２０年７月以降

のＷＧにおける検討結果を踏まえ、 

  ①事実をありのままに伝えること、 

  ②受け手が受け入れ易い手段であること、 

  ③継続が容易であること 

の３条件を満たした『情報伝達方法』を検討すること。検討結果については、単なる提言

に留まらず実現性のある具体策を策定し提示すること。 

 

３．委嘱の背景（ＷＧの活動成果を中心に） 

 報告書では、１５０人程度の原子力に関わる有識者・専門家によるアンケートを中心に

意見を集めた結果、「原子力の人材育成の観点から、『夢／やりがい』を次の原子力界を担

う若い世代に伝達していくことが大切である。」ことが指摘された。また「若い世代を取

り巻く社会に、原子力の必要性、安全性、信頼性、有用性が理解されるように情報が提供

されることも大切である。」ことも指摘された。 

 しかしながらこれらの指摘事項は、現状の原子力人材育成の取り組みには欠けているも

のと認識されたことから、上記の指摘を解決するために、『情報伝達の仕組み作りを検討す

る必要がある』との提言に至った。 

 『情報伝達の仕組み』については 

 ● 情報を適時、ありのままに発信することが不可欠。 

 ● マスメディアが原子力の夢や社会貢献を報道してもらうことが不可欠。 

 ● ＩＴ技術／マスメディアを活用した情報提供を行うことが不可欠。 

とされている。 

 次に、報告書作成以降のＷＧ活動成果から、国が実施した施策である「原子力人材育成

プログラム」に参加した大学生等に対するアンケート結果によれば 

 ● 原子力の重要性を理解すると就職意欲が高まる可能性があると思われる 
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とされている。 

 またＷＧに参加している原子力関係企業等に就職した新人（入社１－２年）に対するア

ンケート結果からは、 

 ● 原子力の魅力を伝える 

 ● 初等中等教育段階から原子力について教える 

ことが重要であるとされている。 

 以上のことから、原子力の人材育成については、『多様な機会に情報を伝達し、理解して

貰うことが、好影響を及ぼす』ことを踏まえ、実現可能な情報伝達方法の具体策を策定す

ることが必要となった。 

 

４．答申プロセス 

 ＷＧの下に下記の準備会を設け、集中的に討議し、具体策を策定した。 

 ① 実施事項 ： －報告書の有識者ヒアリング結果からの論点を整理 

          －情報伝達の経験者からの意見を整理 

          し、具体策を検討した。 

 ② 検討期間等： 平成２１年１月～３月末、４回の会合で検討 

 ③ 検討者  ： 原子力分野を中心に情報伝達の経験者 １２名 （添付参照） 

 ④ 答申時期 ： 平成２１年４月２２日のロードマップＷＧ 

 

５．答申事項 

原子力界で働く意欲を多くの人に持って貰うこと、また働く人を理解し、支持して貰う

社会を作るためには、原子力界の「夢／やりがい」に関わる情報が発信され、社会に正し

く届いていなければならない。しかし現実は、原子力界から発信される情報は事故・トラ

ブル等の情報が目立ち、また普段から情報発信の準備・努力不足という原子力界自体の問

題もある。さらにマスコミが原子力の事故やトラブル情報を多く取り上げマスメディアを

使って報道するという相乗効果で、若い世代や彼らを取り巻く社会は、漠然と、原子力界

を不安視している。また、学問として原子力は成熟期を迎え、魅力に溢れた研究テーマは

減少し、例えば、研究者の登竜門である大学の原子力関係学科は軒並み大括り化し、単独

での原子力関係学科は数少ない。このように、原子力界を構成する原子力産業界のみなら

ず、原子力系の学会、大学でも「夢／やりがい」という魅力が失われつつある。 

このため準備会では、「情報の流れ」に課題があると考え、情報伝達プロセスについて、

発信源→送り手→媒体→受け手（効果の評価を含む）と単純化し（図参照）、各々の部分で

「だれ」が「何」をするかを中心に議論し、結果を以下に整理した。 

まず「発信源」は、「だれ＝国、事業者」が、「何＝魅力（夢／やりがい）」を多く発信し

ているかを議論したところ、努力の跡は見えるが、残念ながら魅力（夢／やりがい）の情

報発信は少なく、事故・トラブル情報が多いと考えられる。例えば、ある電力会社のＨＰ

を見ると原子力に関わるプレス発表 133 件／年のうち殆ど全てが、事故・トラブル・故障

といった不具合情報で占められている。また国、事業者は、自らの情報を管理したがり、

事故・トラブル時以外の情報発信によって世間に騒がれることを嫌う傾向がある。 

次に、「受け手＝国民」では、数ある情報の中でも、興味を引くと思われるものは、どう

してもネガティブなものが選択されやすい傾向にあると思わる。例えば、輸入餃子、耐震

偽装等はそのニュース性もあり数ヶ月も連続して人の話題に上り、かつ次から次に種が尽

きないが、明るいニュースであるノーベル賞受賞やＷＢＣの話題は長続きしない。 

後に「発信源」と「受け手」をつなぐ「送り手」と「媒体」の部分では、マスコミ各

社が独自に情報発信する場合と「発信源＝国、事業者」が自ら情報発信する場合がある。 

「送り手」がマスコミの場合の特徴は、「受け手＝国民」に伝えるべき情報であるか否か

を「スクリーニング」する機能に加え、「分かりやすく加工」する機能を持っており、受け

手の興味を引くノウハウも多く有している。一部のマスコミは、原子力の持つプラス面を

評価し、国、事業者の情報提供の意図を酌んでくれるが、体制への迎合をよしとしない方
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針と受け手が好む独自の基準を持っているため、必ずしも、国、事業者が伝えて欲しい情

報は伝達しない／されないことが多い。 

次に国、事業者が伝える場合には、自らが伝えたいことに重きを置いた情報のみを公表

（広報）する傾向がある。この場合の特徴は、マスコミのようなスクリーニング機能がな

く、かつ分かりやすさという点で十分な配慮がなされず、更に媒体がホームページ、講演

会、パンフレット、直接対話等であるために情報伝達面で広がりが弱く、結果として、特

定の範囲でしか情報が伝わらない。このため、マスコミと比べ、常に、注目度と伝達度で

見劣りがし、「魅力（夢／やりがい）」の伝達は期待できない。 

また国、事業者以外にも原子力界には情報発信を期待されている組織はあるが、各々独

自に活動し、発信した情報の「受け手＝会員等」が限定的であり、立地地域との結びつき

も薄く、予算面で著しい制約がある。媒体は、単一または殆ど同じタイプのメディアを選

択し、組み合わせて多くの人に知らせる等の工夫がみられない、活動効果が計れない等の

問題点がある。加えて、これらの組織は元々情報を管理したがる原子力界に位置し、そこ

に大部分の資金を頼っているため、結果としてマスコミも含めた社会からは公正、中立と

評価されず、マスコミ（／マスメディア）に太刀打ちできていない。 

以上から、マスコミと同等の注目度と伝達度を確保しようとするならば、「スクリーニン

グ機能」＋「分かりやすく加工する機能」を持つ新たな発信源または送り手の創設と、「マ

スメディア」に相当する広範囲の情報伝達を可能とする媒体の確保が必要になってくる。 

準備会では、こうした認識を下に、発信源」と「送り手」の機能を兼ね備え、かつ適切

な媒体を有する、『公正、中立な第三者組織』の設立する案を提案する。 

発信源 → 送り手 → 媒体 → 受け手（効果）

国
事業者

マスコミ各
社

マス-メディア
例) TV

新聞 （人・組織）（効果．関心）
小中学校 エネルギー
高校 物理
大学 原子力

職業選択
社会 理解

信頼

（夢／やりがいの提示）国
事業者

＊マスコミ
各社
＊第三者組織

マス-メディア
例) TV

新聞

＊第三者組織
＊教育用
BS,CS等

現
状

提
案

同じ組織

（単一のメディアではマスメ
ディアに対抗できないため、
メディア・ミックスが必要）

図 伝達プロセス説明図

 
情報発信に関わる第三者組織の性格について整理すると、 

 公正・中立を確保するため独自の財源（特定の浄財・寄付等）で運営する。 

 発信する情報は、公正・中立で発信源提供のままを旨とする。 

 情報発信に際し、平易で分かりやすさを追求する。 

 地域密着度を高めるため、立地地域の専門家の参加を得るとともに、地域からの情

報発信の担い手を育成する。 

 伝達度を高めるため、効果的な媒体を複数利用する。 

 伝達効果を定期的に評価し、活動効果を確認する。 

 受け手側のニーズを的確に把握し、情報伝達に反映する。 
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 既存のマスコミと共存する。 

 国、事業者、原子力界に位置する組織の広報活動を直接は肩代わりしない。 

 

次に、「媒体」に求められる点は、 

－ 平易でわかりやすさを追求するために、情報量が多い映像を伝達できること 

－ 平易な表現、分かりやすさを伝達できること 

－ 小中学校段階からの人材育成に資するために、学校教材にも利用でき、短時間で簡

潔に情報を伝達できること 

－ インターネット等のＩＴ利用と併せて、TV、新聞等の利用も配慮すること 

－ 媒体の設立、運営等に際しては適切な経済性を有していること 

－ 既存のマスメディアと共存すること 

 

６．その他 

 情報伝達方法に限らず、原子力人材育成に資する提言を以下にまとめる。 

 海外の原子力情報を適時、適切に知らせる必要がある。（情報の一部） 

 原子力発電所の映像、風景等を使って貰う努力や工夫をすべきである。 

 分かり易く、品質の高い情報提供を伴う発電所や施設見学を継続的に実施すべきで

ある。 

 立地地域の原子力人材育成に結びつくような取組が必要である。 

 原子力発電所等に関する良好なイメージ作りが大切なため、見学規制等を合理的に

見直すことも必要である。 

 各組織が人材育成プログラムを進める際、競争発注の形態が増えており、プログラ

ム当初の目的が変質する場合がしばしばみられる。競争発注というやり方で、プロ

グラムの当初の目的が変質しないよう十分な注意が必要である。 

 原子力界のみならず、経済界も含め全体で支援する必要がある。 

 原子力界は、情報発信に際し、マイナスイメージを連想させる作業環境などを改善

すべきである。 

 ＩＴやグローバル化に伴い関係者は、原子力以外の広聴方法と広報方法を研究すべ

きである。 

 男性思考中心の原子力界を反省し、女性の思考・論理を優先する仕組みを検討すべ

きである。 

 女性をターゲットにした原子力人材育成プログラムを検討すべきである。 

 無関心層に重点を置いた広聴・広報活動を行うべきである。 

 既存の広聴・広報活動と協調すべきである。 

 トラブル時をチャンスと考え、対応準備を検討すべきである。 

 現在、人材育成や理解促進に努めている人を評価・支援すべきである。 

以上 
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      添付資料－１ 

 

準備会名簿 

伊藤 滋宏 日本原燃  報道部 副部長   

亀井 哲次 読売エージェンシー  取締役 局長   

幹事  熊田 忠真 東電      前原子力立地業務部 課長 

          現ＪＮＥＳ 企画部 技術情報統括室 知識基盤Ｇ 調査役 

書記  近野 俊治 原子力文化振興財団 企画部長   

齋藤 隆 三菱重工  原子力ＰＡ推進センター長 

会長  鳥井 弘之 日本経済新聞社  社友 

森 信昭 日本電気協会  常務理事   

五味 大典 日本立地センター エネルギー部長   

飯島 邦男 ＪＳＴ 理解増進部 映像事業課長   

古川 浩規 日立（株）  経営サポート部 主任  

四柳 端 （株）東芝  原子力企画室 グループ長  

オブザーバー 

清水 健 電事連 原子力部 企画班 副部長   

 

活動の概要 

 第１回準備会 

   １．日時 平成２１年１月２０日 火曜日 １０時～１２時 

   ２．場所 （社）日本原子力産業協会 小会議室 

   ３．議事 － これまでの経緯と会への期待 

        － 会運営の説明 

        － 会進行の役割 互選 

        － 今後の日程等事務連絡 

        － 今後の議事案 

   ４．出席者 伊藤、熊田、近野、齋藤、鳥井、森、五味、飯島、古川、四柳 

         （山本：陪席） 欠席：亀井、清水 

 

 第２回準備会 

   １．日時 平成２１年２月１９日 木曜日 １０時～１２時 

   ２．場所 （社）日本原子力産業協会 小会議室 

   ３．議事 － 前回議事報告 

－ 重み付け評価結果 

－ 各委員の情報伝達に関わる経験からの補足 

－ 前回の議事概要からの資料説明 

－ 準備会まとめの一考察 

   ４．出席者 伊藤、亀井、熊田、近野、齋藤、鳥井、森、五味、飯島、古川、四柳 

      （山本：陪席） 欠席：亀井、清水 

 

 第３回準備会 

   １．日時 平成２１年３月３日 火曜日 １３時半～１５時半 

   ２．場所 （社）日本原子力産業協会 小会議室 

   ３．議事 － 前回の議事録確認 

        － ＷＧの報告 

        － 重付け結果 

        － ２回目迄の議論まとめ 

        － まとめに向けたアプローチ 
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    ４．出席者 伊藤、亀井、熊田、近野、齋藤、鳥井、森、飯島、古川、四柳 

          （山本：陪席）  欠席：五味、清水 

 

  第４回準備会 

    １．日時 平成２１年３月１７日 火曜日 １３時半～１５時半 

    ２．場所 （社）日本原子力産業協会 小会議室 

    ３．議事 － 前回の議事録確認 

         － 協議会の報告 

         － 答申案の議論 

         － まとめ 

    ４．出席者 熊田、近野、齋藤、鳥井、森、飯島、古川、清水 

          （山本：陪席） 欠席：伊藤、亀井、五味、四柳 

 

以上 
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